
エ トフェンプ ロ ックス (案 )

今般の残留基準の検討については、魚介類及び畜産物への基準値設定依頼が農林水産省
からなされたことに伴い、食品安全委員会において食品健康影響評価がなされたことを踏
まえ、農薬・動物用医薬品部会において審議を行い、以下の報告を取りまとめるものであ

る。

本剤については、食品中の農薬等のポジティブリス ト制度導入時に新たに設定された基

準値 (ぃ わゆる暫定基準)が設定されているが、今般、稲わら等の飼料に由来する畜産物

中の残留基準について、緊急的に対応する必要が生じたものであり、暫定基準の見直 しに

ついては後 日改めて行 うものである。

1 概要・

(1)品 目名 :iト フェンプロックス[Etofenprox(ISO)]           |

(2)用 途 :殺虫斉1

ピレスロイ ド様の活性を示す殺虫斉」である。鱗翅 日、半翅 目、双翅日等の各種害虫に

対 して広い殺虫スペク トルを有する。神経軸索におけるナ トリウムチャンネルの正常な

働きを阻害することによつて、殺虫活性を示すと考えられている。

(3)化学名 :

2-(4-ethoxyphenyl)-2-methylpropy1 3-phenoxybenzyl ether (IUPAC)

1-[[2-(41ethoxyphenyl),2-methylpropoxy]methyl]-3-phenoxybenzene (CAS)

(4)構造式及び物性

TρO≪P{童5
分子式    C25H2800

分子量    37649
水溶解度   22 5 μg/L(20℃ )

分配係数   logЮPow=69(20℃ )

2 適用の範囲及び使用方法

本薬の適用の範囲及び使用方法は以下のとお り。

① 050%エ トフェンプロックス 粉剤

作物名
用

所

適

場
適用病害虫名 使用量 使用時期

本剤の

使用回数
使用方浮

エトフェンフ
・ロックスを

含む農薬の

総使用回数

稲

イネツトムシ 4kg/10a

収穫 7日

前まで
3回以内

散 布

3回以内

カメムシ類

イネミズゾウムシ成虫

ツマグロヨコバイ

ウンカ類
コブノメイガ

アザミウマ類

イナゴ類
イネ ドロオイムシ
ニカメイチュウ

3-4kg
/10a

イネヒメハモグリバエ

フタオビコヤガ
3kg/10a

小麦
ヒメトビウンカ

アブラムシ類

4kg/10a
収穫 14日

前まで

2回以内 2回以内

豆類

(種実)

ハスモンヨトウ
マメシンクイガ

シロイチモジマグラメイガ

カメムシ類

フタスジヒメハムシ

ダイズサヤタマバエ

アブラムシ類

フキノメイガ

ただまめ

ハスモンヨトウ
3-4kg
/10a

収穫 21日

前まで

マメシンクイガ

シロイチモジマダラメイガ

カメムシ類

フタスジヒメハムシ

ダイズサヤタマバエ

4kg/10aやまのい

t)
シロイチモジヨトウ

収穫 14日

前まで
3回以内 3回以内

かん しょ
ハスモンヨトウ
ナカジロシタバ 収穫 7日

前までとうもろ

こし
アフノメイガ 4回以内 4回以内

キャベツ

ノ、スモンヨトウ

アブラムシ類

アオムシ

3ヽレ4kg

/10a

収穫 3日

前まで
3回以内 3回以内

れんこん マメコガネ 4kg/10a
収穫 14日

前まで

-1ニ

(メ ーカー提出資料より)
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② O.40%エ トフエンプ■シクス 粉斉」

作物名 適用病害虫名 使用量
使用時

期

本剤の

使用回数
使用方法

エトフェンフ
・ロックス

を含む農薬の

総使用回数

稲 カメムシ類 3kg/10a
収穫 7日

前まで
3回以内 散布 3回以内

作物名 適用病害虫名 使用量 使用時期
本剤の

使用回数
使用方法

ニトフェレイプロックスを

含む農薬の

総使用回数

稲
(箱育苗)

イネミズゾウムシ

育苗箱

(30× 60× 3 clll

使用上壌約 5L)

1箱 当り 70g

移植当日 3回以内

育苗箱の

苗の上から

均一に散布

する

3回以内

さとうき

び
ハリガネムシ類 9kg/10a 植付時 1回

植溝土壌

混和
1回

れんこん イネネクイハムシ 3kg/10a
収穫 14日 前

まで
3回以内 散 布 3回以内

畑わさび

ナ トビハムシ 3kg/10a

植付時

1回

植溝土壌

混和
2回以内

(植付時の

上壌混和は

1回以内、

散布は 1回

以内)

収穫 14日 前

まで
散布

わさび

畑育苗期
植溝土壌

混和

畑育苗期

ただし、

植付時

散布

③ 030%エ トフェンプロックス・4.0%ト リクロルホン 粉剤

作物名 適用病害虫名 使用量 使用時期 枷朗醸
用

法

使

方

エトフェンフ
・ロックス

を含む農薬の

総使用回数

キャベツ

アオムシ

4kg/10a 収穫 7日 前まで

国

内

３

以 散布 3回以内

だいこん 3kg/10a 収穫 21日 前まで

はくさし 3kg/10a 収穫 7日 前まで

きゅうり ワタアブラムシ 3kg/10a 収穫前 日まで

みかん カメムシ類 6kは/10a 収穫 30日 前まで

④ l.5%エ トフェンプロックス 粒剤

作物名 適用病害虫名 使用量 使用時期
本剤の

使用回数
使用方法

ニトフェンプロックスを

含む農薬の

総使用回数

稲

イネミズゾウムシ

イネドロオイムシ

イネゾウムシ

イネヒメハモグリ
バ

=ニ

イナゴ類

ウンカ類
ツマグゴヨコバイ

2～3kg/10a
収穫 21日 前

まで
3回以内 散布 3回 以内

ニカメイチュウ
(第一畦代)

3kg/10a

⑤ 20%エ トフェンプロックス 水和斉」

作物名 適用病害虫名 希釈倍数 使用時期
本剤の

使用回数
使用方法

ェトフェンフ
・ロック

スを含む農

薬の総使用

回数

稲

イネミズゾウムシ 100倍
移植前日～

移植当日

3回以内

育苗箱

(30× 60× 3cnl、

使用

上壌約 5L)

1箱 当り希釈液

500mLを

散布

3回 以内

ツマグロヨコバイ

ウンカ類

カメムシ類

2000倍
収穫 21日

前まで

散布

りんご

,t'tt>, 4 )J
+>+>7trY /i 1000～2000倍

収穫 14日

前まで

ハマキムシ類 2000倍

な し

シンクイムシ類

ナシチビガ

アブラムシ類

1000～ 2000倍

マヽキムシ類 2000倍

も も
ft/\47 y /) 1000倍

シンクイムシ類
2000倍

く り クリシギゾウムシ
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作物名 適用病害虫名 希釈倍数 使用時期
本剤の

使用回数
使用方法

エトフェンフ
・
リク

スを含む農

薬の総使用

回数

か き

カキノヘタムシガ

チャミノガ
1000γ 2000倍

収穫 30日

前まで
3回以内 散布 3回以内

ハマキムシ類
カメムシ類

チャノキイロアザミウマ

カキクダアザミウマ

1000イ吝

作物名
適用

場所
適用病害虫名

希釈

倍数

使用

液量

使用

時期

本剤の

使用回数

使用

方法

エトフェンフ
゜
ロッ

`

スを含む農

薬の総使片

回数

にが うり

アブラムシ類

ウリノメイガ

カメムシ類
コナジラミ類
ヨトウムシ類 1000倍

反穫 3日 前ま

で
3回以内

散 布

3回以内

トマ ト コナジラミ類

反穫前日まで 2回以内 2回以内さやえんどう

実えんどう

シロイチモジヨトウ
ヨトウムシ

ウラナミシジミ

さやいんげん

ワタアプラムシ

ウラナミシジミ
マメノメイガ

1000倍

反穫 7日 前ま

で

2回以内

散布

2回以内

えだまめ

マメシンクイガ

シロイチモジマダラメイ

ガ

ダイズサヤタマバエ

カメムシ類
フタスジヒメハムシ

収穫 21日 前

まで

\7,f:> 3 l,
100Xl―‐

2000倍

未成熟

ささげ

アブラムシ類

1000イ音

収穫前 日ま

で

う ど

根株

養成期

但 し、

収穫 45日 前

まで

+E^4rr アザミウマ類
収穫 14日

前まで
1回 1回

かんきつ

コアオハナムグリ

ケシキスイ類
1000倍

反穫 14日 前

まで

3回以内 3回 以内ミカンハモグリガ
100Xl―

2000倍

チャノキイロアザミウ

2000倍

|ヽ 麦

ヒメトビウンヵ

アブラムシ類
2回以内 2回 以内

とうもろこし
アワノメイガ

アワヨトウ

1000倍

反穫 7日 前ま

で
4回以内 4回以内

ばオιいしょ アブラムシ類
収穫 14日 前

まで

3回以内 3回以内

かん じょ

ナカジロシタバ

アブラムシ類
ハスモンヨトウ

又穫 7日 前ま

で

やまのいも

やまのいも

(むかご)

アブラムシ類

ヤマノイモコガ
ハスモンヨトウ

枚穫 14日 前

まで

⑥ 20%エ トフェンプロックス 予L斉 J

作物名
適用

場所
適用病害虫名

希釈

倍数

使用

液量

使用

時期

本斉Jの

使用回数

使用

方法

エトフェンフ
・ロッタ

スを含む農

薬の総使用

回数

稲

コブノメイガ 1000倍

収穫 21日 前

まで

3回以内

散布

3回以内

ツマグロヨコバイ

ウンカ類

イネ ドロオイムシ

イナゴ類

1000-
2000イ菩

カメムシ類
イネミズゾウムシ

2000倍

キ ャベツ アオムシ

コナガ
ヨトウムシ

アブラムシ類

1000-
2000倍

収穫 3日 前

まで

はくさし
収穫 7日 前

まで

だいこん 収穫 21日 前

までね ぎ シロイチモジヨトウ

1000倍

2回以内 2回以内

レタス アブラムシ類
収穫 14日 前

まで

3回以内 3回以内

すいか

アプラムシ類
コナジラミ類

ハスモンヨトウ
ヨトウムシ

又穫3日 前ま

で

メロン
アブラムシ類
コナジラミ類

4回以内 4回以内

なす

コナジラミ類

又穫前日まて 3回以内 3回以内

アブラムシ類

1000-
2000倍

t: -v -/

1000倍
オクラ

アブラムシ類

カメムシ類

きゆうり
コナジラミ類

アブラムシ類
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作物名
適用

場所
適用病害虫名

希釈

倍数

使用

液量

使用

時期

本剤の

使用回数

使用

方法

エトフェンフ
・

|ック

スを含む農

薬の総使用

回数

さといも
スヽモンヨトウ

1000

倍

収穫 14日 前

まで
3回以内 散布 3回以内

さといも

(葉柄)

反穫 7日 前ま

で

豆類

(種実、
ただし、
だいず、
あずきを

除く)

マメシンクイガ

アブラムシ類
シロイチモジマダラメイ

ガ

ダイズサヤタマバエ

カメムシ類
フタスジヒメハムシ
ハスモンヨトウ

ウラナミシジミ
フキノメイガ

1000倍

収穫114日 前

まで
2回以内

散布

2回以内だいず

マメシンクイガ

アブラムシ類

シロイチモジマダラメイ

ガ

ダイズサヤタマバエ

カメムシ類

フタスジヒメハムシ

ハスモンヨトウ

ウラナミシジミ

フキノメイガ

ウコンノメイガ

あずき

ァメシンクイガ

アブラムシ類
シロイチモジマグラメイ

ガ

ダイズサヤタマバエ

カメムシ類

フタスジヒメハムシ

ハスモンヨトウ

ウラナミシジミ

ノメイガ類

しょうが

葉しょうが
スヽモンヨトウ

反穫 7日 前J

で

3回以内 3回以内

ふ き

コナジラミ類

フキノメイガ

ヨトウムシ

収穫 14日 前

まで

せ り

(水耕栽培)

llラス室等

の施設 アブラムシ類
100-・

150L

/10a

収穫 30日

前まで
2回以内 2回以内

せ り
水 田

みずいも オキナワイナゴモ ドキ

収穫 14日 前
まで

3回以内 3回以内
あしたば アプラムシ類 2000倍

てんさし ョトウムシ
1000-
2000倍

作物名
適用

場所
適用病害虫名

希釈

倍数

使用

液量

使用

時期

本剤の

使用回数

使用

方法

エトフェンフ
・ロッタ

スを含む農

薬の総使汗

回数

茶

チャノホソガ

チャノミドリヒメヨコ

バイ

チャノキイロアザミウマ

2000倍
摘採 21日 前

まで
2回以内

散布

2回以内

稲

ウンカ類
300-
600倍

25L

/10a

収穫 21日 前

まで
3回以内 3回以内

ツマグロヨコバイ

イネ ミズゾウムシ

イネ ドロオイムシ

300倍

カメムシ類 600倍

⑦ 10%エ トフエンプロックス 乳剤

作物名
適用

場所
適用病害虫名 希釈倍数

使用

液量
使用時期

本剤の

使用回数
使用方法

エトフェンプロッ
クスを含む

農薬の総使

用回数

稲

ウンカ類

ツマグロヨコバ

イ

イナゴ類

イネ ドロオイム

シ

カメムシ類

イネミズゾウム

シ

コブノメイガ

1000倍
収穫

21日 前

まで 3回以内

散布

3回以内

ウンカ類

ツマグロヨコノ

イ

300倍 25L/10a

ばオtい しょ

やまのいも
アブラムシ類

1000やζ

収穫

14日 前

までだいず

マメシンクイガ
ハスモンヨトウ

カメムシ類

2回以内 2回以内
えだまめ

収穫

21日 前

まで

さやえんどう

実えんどう

ウラナミシジミ

シロイチモジヨ

トウ

収穫

前 日

まで
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作物名
適用

場所
適用病害虫名 希釈倍数

使用

液量
使用時期

本剤の

使用回数
使用方法

エトフェンプロッ
クスを含む

農薬の総使

用回数

きゆうり
ヨナジラミ類

アブラムシ類

1000倍

収穫
前日まで 3回以内

散布

3回以内

すいか
アブラムシ類

収穫 3日 前
までメロン 4回以内 4回以内

トマ ト コナジラミ類
収穫

前日まで

2回以内 2回以内

なす
コナジラミ類

アブラムシ類

3回以内 3回以内

キャベツ

アブラムシ類
ヨトウムシ

アオムシ

収穫 3日 前

まで

は く
キ
Ｃ

収穫 7日 前

まで

だ し こ ん
又穫 21 日ni

まで

ねぎ
シロイチモジヨト

ウ

反穫 21日 前

まで
2回以内 2回以内

レタス アブラムシ類

反穫 14日 前
まで

3回以内 3回以内

エンサイ イモ コガ 2回以内 2回以内

てんさし ヨトウムシ 3回以内 3回以内

うど アブラムシ類

根株

養成期

但 し、収穫
45日 前まで

2回以内 2回以内

小麦 アプラムシ類
収穫 ユ削

ま で

③ 10%エ トフェンプロックス 平し斉」

⑨ 4.0%エ トフェンプロックス 油剤

作物名 適用病害虫名
希釈

倍数

使用

液量
使用時期

本 斉リ

の

使用

回数

使用方法

エトフェンフ矩ックス

を含む

農薬の

総使用回数

稲

コブノメイガ

イナゴ類

ウンカ類

カメムシ類

ツマグロヨコバイ

30倍 3L/10a

l反 穫 14日

前まで

3回

以内

空中散布

3回以内

イナゴ類

ウンカ類

カメムシ類

ツマグロヨコバイ

8倍 0 8L/10aウンカ類

カメムシ類

ツマグロヨコバイ
コブノメイガ

イナゴ類

無人ヘ リコプタ

ーによる散布

小 麦 ヒメ トビウンカ

8倍

0 8L/10a 収穫 14日

前まで

2回

以内

無人ヘ リコプタ

ーによる散布

2回以内だいず
スヽモンヨトウ

カメムシ類

あずき フキノメイガ

1 6L/10a
し ょ アワノメイガ

収穫 7日

前まで 3回

以内
3回以内

やまのいも
ヤマノイモコガ

アブラムシ類
3 2L/10a

収穫 14日

前まで

物
名

適用病害虫名 使用量 使用時期
本剤の

使用回数
使用方法

エトフェンフ
・ロックスZ=

含む農薬の

総使用回数

稲

イネミズゾウムシ

イネドロオイムシ
200-

300mL/10a

移植後 20日

以降 (但 し

5葉期以後)

収穫 21日 前

まで

原液を田面水に

滴下

又は

入水時水 日に滴

下

0世J多 ビヽヽ

ウンカ類
ツマグロヨコバイ
ニカメイチュウ

(第 1世代)

500mL/10a

イナ ゴ類
300-

500mL/10a
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⑩ 40%エ トフェンプロックス 油斉」

作物名 適用害虫名 使用量 使用時期

本斉」の

使用

回数

使用方法

エトフェンフ
・ロックス

を含む農薬の

総使用回数

稲

イネミズゾウムシ

イネドロオイムシ

水溶性容器

4～ 6個

(200～

300mL)/10a
移植後 20日

以降 (但 し
5葉期以後)

収穫 21日 前
まで

回

内

３

以

本田に

水溶性容器のまま

投げ入れる

3回以内

ウンカ類
ツ●グロヨコバイ
ニカメイチュウ

(第 1世代)

水溶性容器

10個

(500mL)/10a

イナゴ類

水溶性容器

6～ 10個

(300～

500mL)/10a

20%エ トフェンプロックス マイクロカプセル斉」(つづき)

3.作物残留試験

(1)分析の概要

① 分析対象の化合物        
｀

・ エ トフェンプロックス

・ 2(4-エ トキシフェニル)-2-メ チルプロピル=3-フ ェノキシベンゾエァ ト

(エ トフェンプロックス酸化体  以下、代謝物Ⅳという。)

【代謝物Ⅳ】

作物名 適用病害虫名 希釈倍数 使用時期 使用時期

本斉」の

使用

回数

用
法

使
方

エトフェンフ
・ロックスを

含む農薬の

総使用回数

稲

ウンカ類

ツマグロヨコバイ

カメムシ類

600倍 25L/10a
収穫 21日 前

まで

3回

以内
散布 3回以内

① 20%エ トフ三ンプロックス マイクロカプセル剤

作物名 適用場所 適用病害虫名
釈

数

希

倍
使用時期

本剤の

使用

回数

使用

方法

エトフェンフ
゜
ロックスZL

含む農薬の

総使用回数

稲

ウンカ類
ツマグロヨコバイ

1000-
2000倍

収穫 21日 前

まで 3回

以内

散 布

3回以内

カメムシ類

イネ ドロオイムシ
20004争

イナゴ類
コブノメイガ

1000倍

ばオtい しょ アプラムシ類
収穫 7日

前まで

だいず
えだまめ

カメムシ類
ハスモンヨトウ
マメシンクイガ

収穫 14日 前

まで

国

内

２

以
2回以内

きゅうり
アブラムシ類

ウリノメイガ
収穫前日

まで

3回

以内
3回以内

なす アブラムシ類

キャベツ

イヽマダラノメイ

ガ

ァオムシ

ヨトウムシ

収穫 3日

前まで

はくさし
アブラムシ類
ョトウムシ

収穫 7日

前まで

だいこん
収穫 21日

前まで

てんさし ョトウムシ
収穫 14日 前

まで

⑫ 20%エ トラェンプロックス マイクロカプセル斉」

作物名 適用病害虫名 希釈倍数 使用液量 使用時期

本斉」の

使用回

数

使用方法

エトフェンフ
・ロ

ックスを含

む農薬の

総使用

回数

稲

ウンカ類

カメムシ類

ツマグロヨコバイ

60倍 3L/10a

収穫 21日

前まで
3回以内

空中散布

3回以内

カメムシ類

ウンカ類

ツマグロヨコバイ

イナゴ類
16倍

0 8L/10a

カメムシ類
ヒメトビウンカ

無人ヘ リコ

プターによ

る散布

」ヽ麦 アブラムシ類

収穫 14日

前まで

2回以内 2回以内

だいず

スヽモンヨトウ
カメムシ類

8～ 16倍

マメシンクイガ
8倍

16倍 1 6L/111a
てんさυ ヨトウガ 3回以内 3回以内

二 11■ -12-



② 分析法の概要

エト7ェ ンプロックス :試料からアセ トンで抽出し、ヘキサンに転溶した後、フロリ

ジルカラムで精製する。 トリメチルシリルヨードと反応させて、3=フ ェノキシベンジ
ルヨー

ドに変換 した後、ヘキサンに転溶 し、フ百リジルカラムで精製後、ガスクロマ

トグラフ (ECD)で定量する。又は、フロリジルカラムで精製後、高速液体クロマ トグ

ラフ (UV)で定量する。               .

代謝物Ⅳ :試料からアセ トンで抽出し、ヘキサンに転溶した後、シリカゲルカラムで

精製する。2mo1/Lの水酸化カリウムとイソプロパノール中で加熱還流 して加水分解

して3フ ェノキシ安息香酸に変換する。更に 2,2,2ト リクロ百エタノールと無水 トリ

フルオロ酢酸中で加熱し2,2,2ト リクロロエチル ″フ三ノキシベンゾェー トに変換

し、更にヘキサンに転溶後、ガスクロマ トグラフ(ECD)で定量する。

定量限界 エ トフェンプロックス :o oo4～ 0 02 ppm

代謝物Ⅳ :0 01opm

(2)作物残留試験結果

国内で実施 された作物残留性試験結果の概要を、別紙 1にまとめた。

魚介類への推定残留量

本農薬については水系を通じた魚介類への残留が想定されることから、農林水産省か

ら魚介類に関する個別の残留基準の設定について要請されている。このため、本農薬の

水産動植物被害予測濃度注1)及 び生物濃縮係数 (BCF:Bioconcentration Factor)か

ら、以下のとおり魚介類中の推定残留量を算出した。

なお、生物濃縮試験 (ブルーギルサンフィッシュにおける流水式試験)において、魚

抽出物 (可食部、非可食部)か らは親化合物が確認されている。

(1)水産動植物被害予測濃度

本農薬が非食用作物として芝への適用があり、水田及び水由以外のいずれの場面に

おいても使用されることから、水田PECtier2注 2)及
び非水田PECtierl注 3)を

算出したと

ころ、水田PECtier2は 0 0031 ppb、 非水甲PECtierlは 0 036 ppbと なったことから、非

水田PECtibrlの 0 036ppbを採用 した8

(2)生物濃縮係数

エ トフェンプロックス (高濃度区 :0.001mg/L、 低濃度区 10.0002ig/L)を 用い、ブ

ルーギルの魚類濃縮性試験を実施 した。B C Fss注 4)の
実測値は4260(高濃度区)3056

(低濃度区)であつた。

(3)推定残留量       `
(1)及び (2)の結果から、水産動植物被害予測濃度 :0 036 ppb、 BCF:4260と

し、下記の とお り推定残留量が算出された。

推定残留量 〒 0.036 ppb× (4260× 5)=766 8 ppb≒ 0.77 ppm

注1)農薬取締法第3条第1項第6号に基づく水産動植物の被害防止に係る農薬の登録保留基準設定に

おける規定に準拠

注2)水田中や河川中での農薬の分解や土壌・底質への吸着、止水期間等を考慮して算出したもの。

注3)既定の地表流出率、 ドリフト率で河川中に流入するものとして算出したもの。

注4)BCFss:定 常状態における被験物質の魚体中濃度と水中濃度の比で求められたBCF。

(参考 :平成 19年度厚生労働科学研究費補助金食品の安心。安全確保推進研究事業「食品中に残

留する農薬等におけるリスク管理手法の精密化に関する研究」分担研究「魚介類への残留

基準設定法」報告書)

5 畜産物の推定残留量 
‐

本農薬については、飼料として給与した作物を通じ家畜の筋肉等への移行が想定される

ことから、農林水産省から畜産物に関する残留基準の設定について要請されている。この

ため、飼料の最大給与害J合等から算出した飼料中の残留農薬濃度と動物飼養試験の結果を

用い、以下のとおり畜産物中の推定残留量を算出した。

(1)飼料中の残留農薬濃度

飼料及び飼料添力口物の成分規格等に関する省令 (昭和 51年農林省令第 35号)に

定める飼料一般の成分規格及び本斉Jについて設定されている稲わら及び稲発酵粗飼料

中に残留する農薬の指導基準並びに飼料作物における作物残留試験のデータと飼料の

最大給与割合等から、飼料の摂取によって家畜が暴露されうる飼料中の残留農薬濃度

を算出した。

成分規格及び指導基準で定められている基準値上限まで飼料中にエ トフ■ンプロッ

クスが残留している場合を仮定し、これに飼料の最大給与割合等を掛け合わせること

により最大理論的飼料由来負荷 (MTDB;Maximum Theorctical Dietary Burden)注
)を算

出したところ、肉牛において 10 ppm、 乳牛において 13 ppm、 採卵鶏において 0.57 ppm、

内用鶏において 0 47 ppmと 推定された。

また、飼料作物における作物残留試験のデ‐夕から推定される量のエ トフェンプロ

ックスが残留していると仮定し、これに飼料の最大給与割合等を掛け合わせることに
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より飼料中の平均的な残留農薬濃度を算出したところ、肉牛において 4 2ppm、 乳牛に

おいて 2 94 ppm、 採卵鶏おいて 0 36 ppm、 肉用鶏において 0.4 ppmと 推定された。た

だし、個別の作物残留試験結果が得 られていない飼料作物については、MTD3と 同様に、

成分規格及び指導基準で定められている基準値上限まで飼料中に農薬が残留 している

場合を仮定し、算出した。

注) 最大理論的飼料由来負荷 (Maximum TheOretical Dietary Burden iMTDB)

飼料として用いられる全ての飼料品目に残留基準まで残留していると仮定した場合に、飼料

の摂取によって畜産動物が暴露されうる最大量のこと。飼料中残留濃度として表示される。

(2)動物飼養試験 (家畜残留試験)

今回:畜産物中の推定残留量を算出するにあたつて、1993年に」MPRに おいて評

価 された際に用いられた乳牛の飼養試験の結果等を参照 した。

乳牛に対し、飼料中濃度としてエ トフェンプロックス 05、 15、 50ppm相 当を含有

する飼料を 28日 間にわたり摂食させ、筋肉、脂肪、肝臓、腎臓及び乎L中 のエ トフェン

プロックス含量を測定した。結果については表 1を参照。

表 1 組織中の残留量 (ppm)

0 5ppm 投与群 1 5ppm 投与群 50ppm 投与群

筋 肉
く0 05

(最 大・平均 )

く0 05

(最大・平均 )

(最大)

(平均)0

脂肪
054(最大)

038(平均)

2(最大 )

123(平均)

14

9.82

最大

平均

肝臓
く005(最大)

005(平均)

〈005(最 大)

005(平均 )

0 63

0 41

最大

平均

腎臓
(005(最大)

005(平均)

0 05 (最大)

(平均)0

1.16

0 62

最大)

平均)

7L

(2～ 28日 平均)

く0 05 13

産卵鶏に対し、
HCで標識したエ トフェンプロックス ([2-“ C―プロピル]エ トフェン

プロックス及び[α MC―ベンジル]エ トフェンプロックスを等量混合したもの)を 14

日間にわたリカプセルにより経口投与 (低用量群 :0 15mg(飼料中 l ppm相 当)、 高用

量群 11.5mg(飼料中 10ppm相 当))し、筋肉、脂肪及び肝臓中のエ トフェンプロック

、ス含量を測定した。また、鶏卵についても投与期間中に採卵してエ トフェンプロック

スにちいて測定した。結果については表 2を参照。

表2 組織中の残留量 (ppm)

l ppm 投与群 10 ppm 投与群

筋肉 0 013

脂肪 0 188 1 671

月干D哉 0 011 0 051

卵 (卵黄) 0 0725 0 7085

(3)推定残留量

飼料中の MTDBと 各動物飼養試験の投与量から畜産物中の最大残留濃度を算出した。

また、飼料中め平均的な残留農薬濃度 と各動物飼養試験の投与量から、畜産物中の平

均的な残留農薬濃度を算出した。結果については、表 3-1及 び表 3=2にまとめた。

表3二 1 畜産物中の推定残留量 ;牛

脂 肪 筋 肉 肝臓 腎臓

乳牛
49

(15)

0 12

(0054)

0 19

(0061)

0 33

(0067)

0 35

(0 087)

肉牛
41

(17)

0 10

(0057)

0 15

(0070)

0 26

(0083)

最大値
49

(17)

0 12

(0057)

0 19

(0070)

0 33

(0083)

0 35

(0087)

上段 :最大残留濃度(ppm)下段 :平均的な残留農薬濃度 (ppm)

表 3-2 畜産物中の推定残留量 ;鶏

脂 肪 筋 肉 月干ル哉

肉用鶏
0 088

(0070

く0 004

(く0 004)

0 0051

(0 0044)

採卵鶏
0 11

0067)

(0 004

(く0000

0 0063

(00039)

0 041

(0025)

最大値
0 11

(0076)

〈0 004

(〈0004)

0 0063

⑩ 0040

0 041

(0025)

上段 :最大残留濃度(ppm)下段 :平均的な残留農薬濃度(pp轟 )

7 ADIの 評価

食品安全基本法 (平成 15年法律第48号)第 24条第 1項第 1号の規定に基づき、食

品安全萎員会あて意見を求あたエ トフェンプロックスに係る食品健康影響評価につぃて、
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以下のとお り評価 されている。

無毒性量 :3 1 mg/kg体重/day(発 がん性は認め られなからた。)

(動物種)    マウス

(投与方法)   混餌

(試験の種類)  発がん性試験

(期間)     2年 間

安全係数 :100

ADI:0 031 mξ/kg体重/day

8.諸外国における状況

1993年 に JMPRに おける毒性評価が行われ、ADIが 設定されている。国際基

準はりんご、なし等に設定されている。米国、カナダ、欧州連合 (EU)、 オース トラリ

ア、ニュージーラン ドについて調査 した結果、米国において米等に、欧州連合 (EU)に
おいてりんご、ぶどう等に基準値が設定されている。

9.基準値案

(1)残留の規制対象

ェ トフェンプロックスとする。

授予L期 ヤギを用いた代訪す試験及び産卵鶏を用いた反復投与後の体内運命試験におい

て、各組織中への残留物質は主にエ トフェンプロックス (親化合物)であることが確

認されている。

また、ラッ トを用いた代謝物Ⅳの単回経口投与代謝試験において、代謝物Ⅳは、親

化合物と比較 して代謝及び排泄が急速で、48時間以内に 99%以上がツト泄され、かつ体

内残留量も有意に低いことが確認されている。また、血漿中濃度に対する脂肪中濃度

の比率も低い。

魚介類については、ブルーギルサィァィッシユを用いた生物濃縮試験において、魚

抽出物からはエ トフェンプロックス (親化合物)が確認されており、代謝物Ⅳは検出

されていない。

以上から、規制対象物質としては、エ トフェンプロックス (親化合物)のみとする

こととした。

なお、食品安全委員会によって作成された食品健康影響評価においては、食品中の

暴露評価対象物質としてエ トフェンプロックス (親化合物)及び代謝物Ⅳを設定 して

いる。ただし、代謝物Ⅳの毒性は、親化合物と同等又はそれ以下であると|1断 された

とされている。

(2)基準値案

別紙 2の とお りである。

(3)暴露評価

各食品について基準値案の上限まで又は作物残留試験成績等のデータから推定され

る量のエ トフェンプロックスが残留していると仮定した場合、国民栄養調査結果に基

づき試算される、1日 当たり摂取する農薬の量 (推定 1日 摂取量 (EDI))の ADI
に対する比は、以下のとおりである。詳細な暴露評価は別紙 3参照。      |

なお、本暴露評価は、各食品分類において、加工・調理による残留農薬の増減が全

く無いとの仮定の下に行った。

ED 1,/ AD I (%) E)

国民平均 26.4

幼小児 (1～ 6歳 ) 50. 4

妊 婦 20 6

高齢者 (65歳以上) 29. 1
注)個別の作物残留試験成績等がある食品についてはEDI試算、それ以

外の食品についてはTMDI試 算を行つた。

また、高齢者について|ま畜産物及び魚介類、妊婦については家禽の卵

類及び魚介類の摂取量データがないため、国民平均の摂取量を参考と

した。
TMDI試 算法 :基準値案×各食品の平均摂取量

EDI試 算法 :作物残留試験成績の平均値×各食品の平均摂取量

参考)前述の とお り、食品安全委員会によつて作成 された食品健康影響評価においては、

農産物中の暴露評価対象物質 としてエ トフェンプ ロック不及び代謝物Ⅳ と設定 さ

れている。作物残留試験において、代訪寸物Ⅳの分析が行われている農産物について

は当該試験成績の値を用い、その他の農産物については、千トフエンプロックスの

残留量に食品群ごとで実測値から求めた比 (代謝物Ⅳの量/エ トフェンプロックス

の量)を掛けることで算出される推定値を用いて、代謝物Ⅳを合計した推定 1日 摂

取量 (EDI)の ADIに対する比を求めたところ、以下のとおりであつた。

ED1/ADI(%)
国民平均 36 8

幼月ヽ児 (1～ 6歳 ) 72 6

妊婦 28 3

高齢者 (65歳以上) 40 2
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晨作物
試験条44 最大残留量 (ppm)

【エトフェンプロックス/代謝物Ⅳ】

水稲

(玄米)

20%水和剤十

15%粒剤 +
2鰯浮L剤

150倍 育苗箱散布05L/箱
水面施用4kg/10a

1000倍 散布
″

21,27日 圃場A:013・ /く 001・ (・5回 .21日 )(‖ )

21,28日 回場B:013・ /く 001・ (・ 5回 ,21日 )(#)

水稲

(玄米)

20%水和剤 +
15%粒剤

′θθ″芦ご層議布α・L/箱
散布6kg/■の

1■ 1回
圃ツ雰A:く 001/く 001(#)

目場B:く001/く 001(1)

水稲

(玄米)

15"位剤 散布4kg/10a ,日
コ場A:001/く 001(1)

日場B:く001/く 001(津 )

水稲

(玄米)

05%粉剤 散布4kg/10a ,日
14,21,27日 国場A:く001・ /く 001・ (*5回 .14日 )(‖ )

14.19,26日 固場雰B:001・/002・ ('5回 14日 )(ハ

水稲

(玄 米 )

05%粉剤 散布 4kg/10a ユ回 ヱ,14日
圃場A:く 001

水稲

(玄米)

40%油剤 原液水面滴下05し /10a 1回
圃場A:く 001

圃場雰B:く 001

水稲

(玄米)

40%油 剤 原液水面滴下α
=魂

/■の 3回
固場A:く 001(祥 )

圃場芳B:く 001(1)

水稲

(玄米 )

2鰯乳剤
2000倍 散布
200し /10a

翫″ 21,28日
固場易A:030'/く 001'(・ 5回 ,21日 )(1)

圃場B:001・ /く 001'('5回 21日 )(|)

水稲

(玄米 )

20%乳剤
1000倍散布
200L/10a 旦回 21,28日

コ場A:006

ヨ場B:004

水稲
(玄米)

2鰯乳剤 "0″
アウ″ ″―■姦市
25L/10a

3回
ユ場にo o46(1)

園場B:0015(‖ )

郷 乳剤
1000倍散布
125L/10a ユ回

２‐

一

園場A:0065

固場B:0022

水稲

(玄米)

10%亭L剤
′θθO倍散布
200L/10a

3[コ 142128日
圃場A:0100(3回 ,14日 )(#)

圃場 B:0064(3回 ,21日 )(諄 )

水稲

(玄米)

10%乳剤
200{97"-at7' ,4-&fr

25L/1aa
3回

圃場A:0022(1)

団場B:00200)

水稲

(玄米 )

10ヽ平L柳 |

8倍無人ヘリ散布
8L/ha ユ回

ヨ場A:0010

コ場B:0015

水稲

(玄米)

10%乳剤
8倍無人ヘリ散布

0 8L/10a ユ回 1■ 21,28日
目場 A:002

ヨ場B:0.01(3回 ,21日 )

水稲
(玄米)

ゴ0″水力〃 原液空中散布01L/10a 1回 37日
ヨ場 A:く 001(1)

ヨ場B:く 0010)

′0″水和〃
1000倍 散布
100L/10a

1回
ヨ場A:く 001(4)

圃場 B:く 001(1)

水稲

(玄米)

t麻ル〃
1000倍散布
150L/10a

イ″ 21,28日
薗場A:0070(4回 21日 )(#)

園場B:0023(4回 ,21日 )(")

水稲

(玄米 )

2 ′励 和剤
1000倍散布
150L/10a

3回 14,21,28日
圃場A:0023(3回 ,14日 )(諄 )

圃場 B:003(3回 14日 )(|)

水稲
(玄米 )

2 a2%家ヵ剤
120倍フ

｀
ムスフレ■―散布

25L/10a
3回

圃場A:0016(3回 ,21日 )(4)

圃ち房B:0009(3回 21日 )(“ )

a′″水和〃
600倍散布
125L/10a

3[ヨ 21日
圃場A:0011(#)

圃場B0016(‖ )

水稲

(玄米 )

20旨イク。カフセル剤
1000倍散布
150Lノ 10a ユ回 笙 ,28日

圃場A:0046

圃場B:002

水稲
(玄米)

20%マイクロカフセル剤
16倍 空中散布
0 78 11 8L/ヽOa

1回
圃場 A:く 001

27日 ]場 B:く 001

20"イク,カフセル剤
2000倍 散布
100し/10a

1回
22日 国場A:0010

国場B:0018

水稲
(玄米)

20%マイタ,カ フ・セル却l

2000倍 散布
100L/10a

1回
27日 回場A:く 001

圃場 B:く 001

20%マイク,カ フ・セル剤
16倍無人ヘリ散布

0 8L/10a
1回

日目場易A:く 001

28日 圃場際B:く 001

'                   (別 紙1)

エ トフェンプロックス 作物残留試験二覧表 農作物
試験条件 最大残留量 (ppm)

ェ トフェンプロックス/代謝物Ⅳ】

水稲
(玄米 )

20籠イクロカフ
・セル剤

ヨ00結′・■″ レー■艦務
25L/10′

3[コ 21日
圃場A:0010)

回場B:く 001(1)

20%マイクロカフセ
"剤

1500倍 散布
125L/10a

3回
２ ‐

一

圃場A:002

圃場B:004

水稲

(玄 米)

20%マイクロカフ
・セル剤

16倍無人ヘリ散布
0 8L/10a

1回
２‐

一

圃場A:002

固場 B:002

′|ヽ 麦

(種 実)

2 20%乳剤
2000倍 散布
200L/10a

2回
14,21,28日 圃場 A:0022

′θ,21,29日 圃場B:0160(2回 ,13日 )(1)

小麦

(種 実)

2 10%乳剤
8倍無人ヘリ散布

08L/10a
2回

回場A0086(1)

圃場B:0101(|)

2 20野し剤
2000倍 散布
100L/10a

2回
□場A:0260(1)

ヨ場 B037(′ )

小麦

(玄 麦 )

20%マイタウフセル警副
16倍無人ヘリ散布

0 8L/108
2回

4.21,30日 司場 A:003

菫 ,21,28日 ヨ場B:001(2回 ,21日 )

とうもろこし

(未成熱雌穂)

20%手 L剤
1000倍 散布
250L/10a

全回 1,14日
ヨ場諄A:く 001/く 001

圏場B:006/く 001

とうもるこし

(乾燥種実)

20%予 L斉 l

1000倍散布
250L/10a

4回 1,

目場A:004'/004'('4回 ,14日 )

固場B:〈 0.01/く001

だいず

(乾燥子実)

20腎L剤
1000倍 散布
150L/10a

2回
11日 薗場A:001/〈 001

口劉場易B:く 001/く 001(‖ )

だいず

乾 燥子実)

1鰯 手し剤

′店無人ヘノ蔵布
α,Z～′ θ4

α″～α33じ/■の
2回

圃場 A〈001(1)

圃場B:0034(#)

だいず

(乾燥子実)

10%乳剤
8倍無人ヘリ散布

0 8し /10a
2回

‐４

一
圃場 A:く 0004

嗣場 B:く 0004

だ |ヽ ず

(乾燥子実 )

20%マイク
'カ

フセル剤
1000倍 散布
150しノ10a 2回

‐ ４

一

国場A:0006

目場 B:0060

2鰯マイクロカフセル剤
1000倍 散布
150し/10a

2回
諷場 A:0014

ノ′β 曰場B004(1)

20%マイクロカフセル剤
1000倍 散布
200し /10a

2回 里 ,21日
回場A:002

圃場 B:〈 001

だいず
(乾燥子実)

20%マイク
'カ

フセ′晴1

1000倍散布
150し /10a

2回 望 ,21日 圃場A0012

20瞬L剤
000倍 散布

2回 墜,21日 ヨ場A:0014

だいず

(乾燥子実)

20%マイタ
'カ

フセル剤
8倍無人ヘリ散布

0 8L/10a
2回 14,21日

ヨ場A:く 002

ヨ場Bく 002

あずき
眈 燥子実)

20野し剤
1000倍散布
150L/10a

ヨ″ 圃場A:0010(|)

あずき
(乾燥子実)

20%手 しヂ劇
1000倍 散布
150L/10a

,″ 園場A:く 001(‖ )

あずき

(乾燥子実)

20%乳 剤
1000倍 散布
90,100L/10a

1回
‐４

一

目場 A:0004

圃場 B:0004

あずき

(乾燥子実)

2 10%孝 t剤
8倍無人ヘリ散布
′α′′″7の

1回
圃場A:0004(#)

□場8:0004(#)

らつかせい

(乾燥子実)

2 20%乳剤
1000倍 散布

200,15625し /10a
θ2 14,21日

圃場A:く 001(3回 ,14日 )(#)

圃場Bく 001(3回 .14日 )(諄 )

ばオtい しよ

(塊茎)

20%辛 t剤
1000倍 散布

150,300L/10a
ュ回

‐４

一

圃場A:く 001/く 001

口日場島B:く 001/く 001

1まオtlヽ しよ

(塊茎)

20%マイク,カフ・セル却l

1000倍 散布
200:300L/10a

豊回
7,14.21日 ヨ場 A:く 001

1,14,22日 ヨ場B〈001

さといも

(球茎)

20%乳剤
1000倍散布
250L/10a

1回
‐４

一

園場易A:く 0005

日場B:〈 0005

みずいも

(塊茎)

20%手 しヂ劇
1000倍 散布
150L/10a

旦回 14,21,28日
固場 A:く 0005

圃場B:0007

かんしょ

(塊根)

20%乳剤
1000倍散布
150L/108

ユ回 1,14,21日
圃場A:く 001

圃場 B:く 001

やまのいも

(塊茎)

20%浮 L剤
1000倍 散布

350,250L/10a
ュ回

‐４

一

固場A:く 0005

圃場 3:く 0005

-20--19-



晨 作物
試験 条件 最大残留量 (ppm)

【エトフェンプロックス/代 謝物Ⅳ】

やまのいも

(塊茎)

20%乳 剤
1000倍 散布
350L/10a

1回
′θ,22日 諷場 A:く 0005(1回 ,13日 )(舞 )

14,21日 目ち易B:く 0005

やまのいも

(塊茎)

10%乳剤
8倍無人ヘリ散布

3 2し /108
11コ

ノθ.22日 圃場 A:く 0005(1回 .13日 )(揮 )

14.21日 ヨ場B:く 0005

ながいも

(塊茎)

05%粉 剤 4kg/10a散 布 2匡コ 23日 固場 A:く 003

てんさ0

(根部)

2
1000倍 散布
150げ 10a ュ回 11,21,28日

ヨ場A:001/く 001

国場B:010/く 001

てんさい

(根部)

20%マイク,カフセル掏|

1000倍 散布
150,200L/10a

3[ヨ 14,21日
ヨ場A:008(3回 ,21日 )

固場B006(3回 ,21日 )

てんさい

(根部)

20%マ イクロカフセル神|

,は無人フ散布
1 6L/10a

3回
ヨ場A:0051(3回 ,14日 )(1)

ヨ場B001(3回 ,21日 )

さとうきび

(茎 )

15%粒剤
植付前植溝処理9kg/10a+

散布9kg/10a
′2回

]場 A:0005/く 001(|)

ヨ場男B:0007/く 001(#)

だいこん

(根部 )

20%幸 L書
1000倍 散布
150L/10a 3回 21日

ヨ場B:002/00И

だいこん

(業部)

20%乳剤
1000倍 散布
150L/10a 1回

２‐

一

ヨ場A:054/015

ヨ場B:409/025

だいこん

(根部)

20%乳剤
1000倍 散布

150L/10a 1回
型 ,30日 ]つけA:001ノ 002
23,28日 ヨ場B:く 001'/く 001'('3回 .23日 )

だいこん

(業部)

20%予 t学劇
1000倍 散布
150L/10a 1[コ

21.30日 ヨち男A1007/く 001
2328日 ヨ場B:003'/く 001・ ('3回 23日 )

だいこん

(根部)

20%平 t剤
1000`音置文4'
150L/10a ユ回 笙 ,30日

翻場A:001(3回 ,30日 )

ヨ場B:003

だいこん

(業部)

20%乳 剤
1000倍 散布
150L/10a ユ回 21,30日

]場A:0042

]場B:112

だいこん

(根 部)

201・ 7イク0カ フ・セル剤
1000倍 散布

176～ 180150し /10a ユEコ

ヨ場易A:く 001

′θ/7 ヨ場B:002(#)

だいこん

(葉部)

1000倍 散布
176～ 180,150し /10a

ユ[コ

２‐

一

鋤場B:084(#)

|ま くさレヽ

(茎葉)

1000倍 散布
20σ 300～ 400L/10a ユ回

,14,22日 ]場 A:012/く 001
7.14.21日 ヨ場B:018/001

はくさい

(茎葉)

20%マイクロカフ セルデ劇
1000倍 散布
300L/10a

3[ヨ ヱ.14日
団場B:202

キャベツ

(葉球)

2 20%幸 L≠円
1000倍 散布

200,250L/10a 旦回 旦,7,14日
ヨ場A:031/く 001

ヨ場B:020/く 001

キャベツ

(茎薬)

2 20%辛 L剤
1000倍散布
200L/10a 3回 ュ,7,14日

翻場 A:0019

コ場B:0394

キャベツ

(茎葉)

10%乳剤
1000倍 散布
200L/10a ユ回 1,7.14日

日場B:0192

キャベツ

(茎葉)

20燎イク|カ フセル剤
1000倍 散4i

150～ 200,208L/10a ュ回 1,7,14日
ヨ場A008
]場B:026(3回 ,7日 )

畑わさび

(根 及び根茎 )

15%粒剤

植付時植溝土壌混和
3kg/10a+
散布3kg/10a

2回 墜,21日
コ場A:く 02

園場B:05

レタス

(茎 葉)

20%乳 剤
1000倍散布
150L/108 ュ回

‐４

一

ヨ場A:075

コ場B:005

ふき

(茎 )

20%乳剤
1000倍散布
200L/10a ュ回

‐４

一

一̈̈ねぎ

(茎葉)

20%予し剤
1000倍 散布
150L/10a 2回

２‐

一

ヨ場A1030

ヨ場B:100

ねぎ

(茎 葉)

20%乳剤
1000倍 散布
150Lノ 10a 2回

２‐

一

ヨ場A:0437

ヨ場B:0179

せり

(茎葉)

20%乳剤
1000倍 散布

θl10.150L/10a
2にコ

2835日 圃場A:03(2回 ,28日 )(")

28,35日 田場B:07(2回 .28日 )(#)

あしたば

(茎葉)

20%乳剤
2000倍 散布
300L/10a 1回

14,21日 田場A:く 02

14.21日 目場 B:く 02

農作物
試験条件 最大残留量 (ppm)

【エ トフェンプロックス/代 謝物Ⅳ】

トマ ト

(果実)

20%乳剤
1000倍 散布
200L/10a

θ″ 1,3,7日
園場A:062・ /002・ (・ 3回 ,1日 )(|)

圏場B:198'/004・ (・ 3回 7日 )(彗 )

トマ ト

(果実)

20%7し 剤
1000倍 散布

300,250L/10o 2回 1,3.7日
薗場A:0609(2回 ,3日 )

圃場 B:0264(2回 ,3日 )

ピーマン

(果実)

20%¥L剤
1000倍 散布

200,300L/10a ュ回 1,3,7日
圃場A:171

圃場B:266

なす

(果実)

20%幸し剤
1000倍 散布
200L/10a 3回 1,3,7日

回場A:064/く 001

□場B:016/く 001

なす

(果実)

2鰯マイク
'カ
フセル剤

1000倍 散布
183,300し /10a

ユ回 1,3,7日
圃場A:0258

圃場B:0305

きゅうり

(果実)

20%平しヌ制
1000倍 散布
250L/10a

3回 1,3,7日
圃場A013/002

□場3018/く 001

きゅうり

(果実)

20%マイクウフセル剤
1000倍 散布

300 220 4‐ 251 8L/10a
3回 1,3,7日

固場A0162
圃場B:054

すいか

(果実)

20%乳剤
1000倍 散布

95～ 200.200L/10a ユ回 ュ,7日
圃場A:く 001

回場B:〈 00,

メロン

(果 実 )

2 20%平し剤
1000倍 散布
400L/108 奎回 旦,7日

lElttA:0039(4回,7日 )

国場B0021

にがうり

(果 実)

20%乳剤
1000倍 散布

100～ 200202L/10a
3Eコ

圃場A:038(3回 7日 )

圃場B:011

オクラ

(果実)

20%乳剤
1000倍 散布
200L/10a ユ回 1,3,7日

圃場A:110

圃場B:016

しょうが

(根茎)

20%乳剤
1000倍 散布
150L/10a ユ回 ヱ,14日

口日場易A:く 001

圃場B:0054

う
茎

よ
根

20%芋 tttl
1000倍 散布
200L/10a

1回 ヱ,14日
回場A:0007

圃場 B:00o7

10%手し剤
8倍無人ヘリ散布

1 6し /10a
1[コ 1,14日

圃場A:く 0005

圃場 B:く 0005

葉 しょうが

(塊茎および茎 )

20%乳剤
1000倍 散布
200L/10a

3回 1,14,21日
圃場A034

圃場B:020

さやえんどう

(さ や)

20%子し贅斜
1000倍散布
150し/10a 2回 1.7,14,21日

圃場A:040

コ場B:105

さやいんげん

(さ や)

20%浮 L剤
1000倍散布
150L/10a 2回 1,14,21日

田場 B:0218

えだまめ

(果実)

2 20%乳剤
1000倍散布
150L/10a 2回

２‐

一

ヨ場A:033/002

えだまめ

(果 実)

20%マイク,カ フセル剤
1000倍散布
150L/10a 2回 11,21,28日

ヨ場A10720(2回 ,21日 )

固場B l 16

れんこん

(根 茎)

15%粒剤
`kg/■

%散布 3回
14,21,28日 固場A:く 001(3回 ,14日 )(4)

14.21日 ヨ場B:0010(3回 ,14日 )(‖ )

れんこん

(根 茎)

05%粉剤 4kg/10a散 布 ュ回
14.21,28日 固場易A:く 001

翻場励B:く 001

エンサイ

(蒸 葉 )

2 10%乳剤
1000f音 散布
250L/10a 2回 14,21日

圃場 A:032

圃場 B:064

やまのいも

(む かご)

20%孝 L剤
1000倍散布
300L/10a

3[コ 11,21,30日
ヨ場A:240

未成熱ささげ

(さ や)

20%乎し剤
1000倍散布
250L/10a 2回 1,3,7日

刺場A:28

□場B:19

モロヘイヤ

(茎 葉)

20%乳剤
1000倍散布

220,204L/10a 上回
‐４

一

□場A:065

固場B:016

さといも葉柄

(葉柄)

20%子 L剤
1000倍 散布
200L/10a

3[コ 1,14,21日
閣場A:03

目場B:02

うど

(軟化茎葉)

20%乳剤
1000倍 散布
300L/10a

2[コ
195202日 □場A:く 002(2回 .195日 )

199,206日 固場B:く 002(2回 ,199日 )

うど

(軟 化茎葉)

20%乳剤
1000倍 散布
200L/10a

2回 ′′β
固場A:く 001(4)

固場B:く 001(‖ )

-21- =22-



農作物
試験条件 最大残留量 (ppm)

【エ トフェンプロックス/代謝物IVI

うど

(軟 化茎葉)

lllk撃 し剤
1000倍散布
200L/10a

2回 ″ ′
ヨ場A:く 001(1)

ヨち帰B:く 001(1)

温州みかん

(果 肉)

2鰯手し剤
1000倍 散布

500,800L/10a ユ回
14,20,28日 罰場A:003/く 001

14,21,28日 ヨ場B:002'/く001(・ 3回 ,21日 )

温州みかん

(果 皮 )

20%撃 Lア刊
1000倍 散布

500 800L/10a 1回
14,20,28日 罰場A:690/054

4,21.28日 固場B:H4/072

なつみかん

(果 肉)

20%乳剤
1000倍 散布

600,500し /10a
ユ回 14,21,28日

置場A:005/002

目場B:002'/く001('3回 .21日 )

なつみかん

(果 皮)

20%手し剤
1000倍 散布

600,500L/10a ユ回 14,21,28日
圃場A:406/112・ (・ 3回 28日 )

圃場B:311'/093(° 3回 ,21日 )

なつみかん

(果実全体)

201ttL剤
1000倍 散布

600,500L/10a a回 14,21,28日
圃場A:105(3回 ,28日 )

園場B:101(3回 ,21日 )

すだち

(果 実)

20%享 L剤
1000倍散布
500L/10a ュ回 14,21,28日 圃場A:270

かぼす

(果 実)

20%乳剤
1000倍 散布
640L/10a ユ回 14,21,28日 ヨ場A:098

りんご

(果 実)

20%水和剤
1000倍 散布

600,500L/100 1回 14,21,28日
ヨ場A:039/026

ヨ場B:080/023'('3回 ,21日 )

なし

(果 実)

20%水 和剤
1000倍 散布

400 500し /10a ユ回
14,21,27,41日 翻場A:072/021

14,21,28,42日 囲場B:062/015

もも

(果 実)

20%水 和剤
1000倍散布
400L/10a ユ回 14,21,28日

圃場A:002/002・ (・ 3回 ,21日 )

圃場B:002'/001(・ 3回 ,21日 )

ぶどう

(果 実)

2蝋乳〃
ノθθα仔籐″

″α θθα/77% ′″ Zク ″β
圃場A:392'/017・ ('2回 28日 )(1)

司場B398'/002'('2回 28日

かき

(果 実)

2 20%水 和剤
1000倍散布
500L/10a 豊[コ

′θ 42日 園場A:0721/010・ ('3回 ,28日

′Z,42日 ヨ場B:085'/012'(43回 .27日

くり

(果 実)

20″え〃
1000倍 散布

500,400L/10a
グ′

14,20日 61eA: <0. 01'l<0. 01'('4tr]. r4 E ) (fl)

14,22日 罰場 B:く o ol・ /く 001'(・4回 14日 )(1)

茶 (覆下)

(荒茶 )

20%手し剤 `θ

θθ″歳布
200L/10a

2[コ 21日
ヨ場A:162/012(#)

封場B:398/017(#)

茶 (覆 下)

(浸 出液 )

20%孝 L剤
′物 ″散布
200し /10a

2Eヨ 21日
ヨ場A:く 002鮮 )

ヨ場B:002(#)

畑わさび

(花 及び花茎 )

1 部粒剤

植付時植溝土壌混和

' 3kg/10a+
散布3kg/10a

2回 里 ,21日
回場 A:02

ヨ場B:く 01

畑わさび

(葉 (葉 柄含))
15髄 剤

植付時植溝土壌混和
3kg/10a+
散布3kg/10a

2回 14,21日
∃場A:02

ヨ場B:02

(注 ,)最 大残留量 :当 該農薬の申語の範囲内で晨 も多雄に,1い  かつ最終使用から収模までの期間を最短とした場合の作物残留試験 (いわゆる最大使用条件下の件物残留試験)を 複

数の回場で実施 し それぞれの試験から得られた残留■.(参考 :平成 10年 8月 7日 付 i残 留晨薬基準設定における暴露評価の精密化に係る意 見果申J)
表中 最大使用条件下の作物残留試験条件に アンダーラインを付 しているが 蓬時的に測定されたデータがある場合において 収獲までの期間が最短の場合にのみ最大残留量が

,ら れるとは限らないため 最大使用条件以外で最大残留なが得られた場合は その使用回数及び経過口数について ( )内 に記載した。

(注 2)(1):こ れ らの作物残留試験は 申語の道川範囲内で試験が行われていない。なお 適用範囲内ではないヽ験条件を舛体で示 した。

(男」糸氏2)癬動     エトフェンプロックス

晨 産物名

基準値
案

基準値
現行

録
無

登
有

作物残 留試 験成績等
晰鮮
¨

基準値

米 (玄 米をいう。) 0 ○

001/く 001,く 001/く 001,く001/く 001(“ ),く

001(|)/030,001ノ 000,004/0046(1),OC
15/0065,0022/0106,0064/0022(1)0(
20(|)/0010,0015/002,O o1/く 001(1),く 0

01(|)/く 001(|)く O Ol(,)/0070(|).0023(“ |
′0023(1),O00(II)/0016(")O009(I)/O llll
い),0016(0/0046002/く 001く 001/001
0,0018/く 001く 001/く 001,く001/001(“

,く 001/002004/002,l102

小麦

大麦
ライ麦
とうもろこし

そば
´ の 41b r7D勢 猥

05

05
05
05
05

○

○

0022.0160/0086(II),0101(1)

/0 2SO① ,0371t)/0 03 0 ol

(001.006/004001

大豆

小豆類

えんどう
そらまめ
らつかせい

0 2

02

01
01
01
01

0

02

01
01
01

○

　

○

○

○

○

∩

001,〈o o1/く 001(|)0004(1)

/く 0004,く 0004/0006.0060
/0014,004(")/002,く 001

0010(|)/く 001(|)/0004,0004

/0004(|),0004(“ )

く001(1)く001(■)

まれ,ヽ しよ

さといも類(や つがしらを含む。)

いんしよ

やまいも(長いもをいう。)

こんにやくいも

01

01

01

01

01

01

01

01

○

○

○

○

く0005,く 0005(さ と
'｀

も)

/く 0005,000ズ みずいも)

く0005く o oo5/く 000S(|)く 0005
/く 0005(お ).く 0005(や まのいも)

/く 003くながいも)

んさい 0 ○ 001,010/008003/0051(● ),O01

にいこん類 (ラ ディッシュを含む。)の根

だいこん類 (ラ ディッシュを含む。)の葉

かぶ類の根

かぶ類の葉

西洋わさび

クレソン
はくさい

キャムミッ

芽キャベツ
ケール
こまつな
きような
チングンサイ
カリフラワー
プロッコリー
その伸のあぶらな科野莫

１

　

　

１

「Ｃ

　

・

2

2

2

2

2

2

1

1

2

○

○

○

○

∩

くO01002/o01.く 001
/001,003/〈 001002(1)

0544119/007,003
/O042,1 12/3 14,084(ll)

0120 18/232.202

/00240 192/008026

く02.05(畑 わさび(根及び根茎))

ゴ|よう
サルシフィー
アーティチョーク
チコリ
エンダイブ
しゆんぎく
レタス(サラダ菜及びちしやを含む。)

○

∩ 066051(ふ き)

たまねぎ
ねぎ(リ ーキを含む。)

にスυにく
にら
アスパラガス
わけぎ

○

-23- -24-



晟墓嘉    エトフェンプロックス (月ロネ罠2) 農薬名    エトフエンプロックス (男J糸氏2)

農産物名

基準値

案 轍桁̈
録

無

登

有
作物残留試験成績等

基 準 基準値

パースニップ
パセリ
セロリ
みつば

その他のせり科野菜

0:
0〔

0

0

○
03(1),07(ll(せ り)

マヽト
」―マン
ます
々の lllの か す 科 野 菜

〇

〇

〇

062(|),198(|)/06o9o264

きゆうり(ガーキンを含む。)

01fち や (スカッシュを含む。)

しろうり
すいか
メロン類果実
まくわうり

〇

　

　

〇

〇

　

〇
一

010018/0162,o54

038.l1110こ 力
'う
り)

まうれんそう
だけのこ
オクラ

しよう力ゝ

未成熟えんどう
未成熟いんげん
えだまめ

0

○

○

○

/く 0005,く0005(しょぅか)

/034020(葉 しょぅが)

マッシュル ーム

しいたけ
そのrllの 夫の‐粕

その他の野菜 ○

く001(■)001o(|)
/く 001,く 001(れ んこん)

/032.064(エ ンサイ)

/240,158(や まのいも(むかご》
/28.19(未 成熟ささげ(さゃ》

/065016(モ 0ベイヤ)

/0002(さ といも葉柄)

/く 002,く 002/く 001(1),く 001(ll

/く 001(|),く 001(4)(うど)

みかん

なつみかん

なつみかんの外果皮

なつみかんの果実全体
レモン
オレンジ(ネープルオレンジを含む。)

グレープフルーツ

ライム

そのllllのかんきつ類果実

2

5

5

5

○

　

　

○

○

○

○

○

（ 27(すだち)/098(力■ます)

りんご

日本なし

西洋なし
マツレメロ

びわ

2

2

2

2

○

○

○

I

1

1

1

もも
ネクタリン
あんず(アプリコットを含む。)

すもも(プル‐ンを含む。)

うめ
おうとう(チ ェリーを含む。)

○

いちご
ラズベリー
プラックベリー
プルーベリー
クランベリー
ハックルベリー
そのlllのベリー類難

晨 産物名

基準値
案

基準値

現行

録

無

登

有
作物残留試験成績等

晰酢
¨

E準値

どヽう
ヽヽキ 2 ○

バナナ
キウィー
パパイヤ
アボカド
パイリ~ップル
グアバ
マンゴー
パッションフルーツ

0

←のlJIの 果実

ひまわりの種子
ごまの種子
べにばなの種子

綿実
なたね
そのllrの λ入ヽ シード

ぎんなん
くり
ペカン
アーモンド
くるみ
そのlllの ナッツ類

01
2

01
01
01

○

茶

コーヒー豆

カカオ豆
ホップ

1( ○
162,398(荒 茶)

/く 002(1)002(1)(浸 出液)

その他のスノヽイス

その他のハープ ○

69,114(み かんの呆反 )

牛の筋肉
豚の筋肉

その他の陸棲哺乳類の筋肉

牛の脂肪

豚の脂肪

その他の陸棲哺子L類の脂肪

牛の月干臓

豚の肝臓

その他の陸棲哺旱L類の肝臓

牛の腎臓
豚の腎臓
その他の陸棲哺孝し類の腎臓

牛の食用部分
豚の食用部分
その他の陸棲哺半し類の食用部分

手L

鶏の筋肉

その他の家きんの筋肉

鶏の脂肪

その他の家きんの脂肪

鶏の肝臓

その他の家きんの肝臓

鶏の腎臓

その他の家きんの腎臓

鶏の食用部分
その他の家きんの食用部分

鶏の卵
その他の家さんの卵

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

(牛の筋肉を参照 )

(牛の筋内を参照 )

推 49

(牛の脂肪を参照)

(牛の月旨肪を参照)

推:019

(牛の肝臓を参照)

(牛 の肝臓を参照)

推:033

(牛の腎臓を参照)

件 の腎臓を参Ю

(牛 の肝臓を参照)

(牛の肝臓を参照)

(牛の肝臓を参照)

推:035

推 く0004

(鶏 の筋肉を参照)

推:011

(鶏 の1旨 肪を参照)

推:00060

(鶏の肝臓を参照 )

(角の肝臓を参照)

(鳥の肝臓を参照 )

(書の肝臓を参照)

(鶏の肝臓を参照)

推:0041

(角 の卵を参照)

推:077

平成17年 11月 29日 厚生労働省告示第499号 において新しく設定した基準イ直については、網をつけて示した。

($)こ れらの作物残留試験は、試験成績のばらつきを考慮し、この印をつけた残留値を基準値策定の根拠とした。

(1に れらの作物残留試験は、申請の範囲内で試験が行われていない。
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(男電糸氏3)

９
〓
■
一１
一０
一Ｑ
一２
一０
一
１
一０
一０
一Ｑ
一Ｑ
一α
〓
０
一０
一α
一α
一■
一０
一一０
一Ｑ
〓
０
一０
一８
一■
一α
一α
一＆
一４
一∝
一α
一■
一０
一３
一０
一＆
一■
一
２
一０
一α
一Ｑ
一０
一

４
〓
７
一８‐
一１‐

， ■

４‐
一２‐
一
８‥
一５‐
０‐
一
０１

， １１
０
〓
７

７‐
一７

， ■

３‐
一０‐
〓
０１
一２‐
〓
０‐
一■

４‐
一
０１

， １１
２
一５‐

， ８‐
，

一２‐
一８‐

， ■

８‐
一８‐

， Ｌ

２‐
計
上
１‐

， ２‐
一２
一２‐
一

％
一４‐
一．
一０
一０
一２
一０
一‐１
一０
一０
一０
一０
一０
一２
一１
一１
一０
一‐
一０
一一２
一１
一‐‐７
一３４
一８
一Ｈ
一０
一０
一‐５８
一３９
一０
一０
一Ｈ
一０
一３
一“
一８
一６
一２
一０
一０
一０
一０
一

一一　
一　
一　
一　
一　
一　
一一　
一　
一　
一　
一　
一　
一一　
一　
一　
一　
一　
一　
一一　
一　
一一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一一　
一　
一　
一　
一　
一

Ｌ^
´
■
２‐
一１‐
「１１
一７‐

３̈‐
一９‐
「０‐
一０１
「
０１
一０１
記
弯
だ
■
０１
一１１
「０１
一１１
・．１１
”
２‐
一１‐
コ
４‐
″
９
４‐
一
０‐
「１１
が
５
５‐
「３‐
デ
“
２‐

２̈‐
ダ
●
０‐
「２
７
ち
ｒ
オ
４
１１
「２‐
研
“
２‐
一

９
〓
７
一２
一１
一４
一７
一３
一
１
一０
一０
一０
一０
一０
一
０
一８
一４
一２
一１
一１
一̈
７

一０
一
４
一０
一４
一０

一１
一２
一５
一８
一２
一２
一２
一２
一０
一２
一４
一４

〓
２
一１
一２
一２
一２
一

９
〓
■
一０
一０
一■
一０
一０
一
９
一α
一０
一０
一０
一０
一
４
一０
一■
一Ｑ
一■
一０
一
１
．一■
一
■
一９
一■
一３

一α
一０
一■
一３
一α
一α
一■
一０
一２
一０
一■
一α
〓
Ｌ
一０
一Ｑ
一０
一０
一

０
〓
６‐
一ｒ
一
１１
「１１
一４‐
一
１‐
「
７‐
「０‐
汁
“
０１
「０１
“
』
ゲ
一
〇１
一２‐
「０‐
凛
３
０１
つ
３‐

一１‐
一
３‐
「Ｑ
云
Ｌ
ＯＩ
「●
ケ
一
４‐
「３‐
魂
３
２‐
「０‐
す
¨
６
一
２‐
２
μ
ｌ‐
ギ
寛

１‐
「２‐
魂
¨
２‐
一

４
一１
一０
一０
一０
一０
一０
一０
一０
一０
一０
一０
一０
〓０
一０
一０
一０
一０
一０
一一０
一０
〓０
一１
一１
一１
一０
一０
一２２
一２
一０
一０
一４
一０
一０
一０
一５
一０
一０
一０
一０
一０
一０
一

ほ
一生
一一
一０
一２
一０
一０
一６
一α
一α
一α
一０
一Ｑ
一２
一Ｑ
一・
一Ｑ
一Ｑ
一０
一一・
一ｒ
一ユ
一５
一・
一上
一α
一ｏ
一趾
一‐９
一∝
一０
一４
一０
一０
一０
一，
一０
一Ｑ
一ｏ
一０
一０
一Ｑ
一

３
一一３

一０
一１
一１
一９

一２
一
１
一０
一０
一０
一０
一０
一
４
一１
一２
一１
一３
一０
一一３

一１
一
７
一９
一２
一０
一１
一２
一８
一２
一２
一２
一６
一６
一８
一８
一０
一７
〓
３
一１
一２
一２
一２
一

γ
一一２

一３
一０
一０
一１
一０
一
１
一α
一α
一０
一０
一０
〓
α
一α
一０
一Ｑ
一１
一０
一
０
一α
一
０
一ａ
一，
一；
一０
一α
一＆
一５
一■
一Ｑ
一８
一α
一２
一０
一９
一０
〓
２
一α
一０
一α
一α
一

一一　

一　
一　
一　
一　

一　
一一　
一　
一　
一　
一　
一　
一一　
一　
一　
一　
一　
一　
〓
　

一　
一一　
一　
一　
一　
一　
一　
一６
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一一　
一　
一　
一　
一　
一

一一　

一　
一　
一　
一　
一　
一一　

　̈
一　
一　
一　
一　
一一　
一　
一　
一　
一　
一　
一一　

一　
一一　
一　
一　
一　

一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一　
一一　
一　
一　
一　
一　
一

“
デ

■

０１

・．１１
マ
カ
９‐
．^
２‐
一
２‐
「３‐
減
Ｌ
Ｏ‐
「１１
ド
デ

■

２‐
¨
６‐
Ｔ
幸

劇

０‐
つ
３‐

一３‐
「
０‐
「０１
メ

・．０１
「１１
プ
「
０１
「６‐
メ
一
２‐
「ａ
ｒ
寛

８‐

一．８‐
澪
澪

姿

３‐
´
ｒ
「２
ア
”
２‐
一

９２
一一５８
一３
一０
一１
一‐
一０
一Ｈ
一０
一０
一０
一０
一０
一３
一１
一１
一０
一■
一０
一２
一１
一９〇
一２２
一５
一５
一０
一０
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答申 (案 )

エトフェンプロックスについては、次のとおり残留基準を追加することが適当である。

食品名
残留基準値

十 1/2月 力 勾

隊の筋肉

その他の陸棲哺瓢,類11)の 筋肉

牛の脂肪
豚の脂肪
その他の陸棲哺乳類の脂肪
午 の 月■順

豚の肝臓
孝の柿め陸棲嗜馴精の肝1静

午 の 鷲 臓

豚の腎臓
そのrlllの 陸棲哺平|`類の腎臓

牛の食用部分
啄の食用部分
みの rlllの 陸 桂 祀 精 の 合 田部 合 注0

場の

"力

肉

その他の家きん
注0の

筋 肉

0.01

0.01

場の月目肪
その他の家きんの脂肪

05
05

場の月十加訊

その他の家きんの肝臓

編の腎臓
その他の家きんの腎臓

潟の貸用 濁S分

そのrlllの 家きんの合 用部分

鶏の卵
その仙の家おんの卵
魚介 類

注1)「 その他の陸棲哺乳類に属する動物」と
は、陸棲哺乳類に属する動物のうち、牛及び
豚以外のものをいう。

注2)「食用部分」とは、食用に供される部分
のうち、筋肉、脂肪、肝臓及び腎臓以外の部
分をいう。

注3)「その他の家きん」とは、家きんのうち、
鶏以外のものをいう。
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健康影響評価 について要請 (厚 生労働省発食安第

0701015号 )

関係書類の接受 (参照 1)

第 3回食品安全委員会 (要請事項説明)(参照 2)

追加資料受理 (参照 3)
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第 22回農薬専門調査会 (参照 6)

く食品安全委員会委員名簿>
(2006年 6月 30日 まで) (2006年 12月 20日 まで) (2009年 6月 30日 まで)

寺田雅昭 (委員長)    寺田雅昭 (委 It長)    見上 彪 (委員長 )

寺尾允男 (委員長代理)  見上 彪 (委員長代理)  小泉直子 (委員長代理求
)

小泉直子

坂木元子

中村靖彦

本問清一

見上 彪

小泉由:子

長尾 拓

野村一正

畑江敬子

本間清一

小澤正吾

高木篤也

武田明治

津田修治
*

津田洋幸

三枝順三

佐々木有

高木篤也

玉月 ll「 巳

田村震人

長尾 拓

野村一正

畑江敬子

廣瀬雅雄
来*

本間清一

贅12007年 2月 1に1か ら

■大:20071三 4月 1 日力ヽら

―魚介類及び畜産物の残留基準設定関連一

2005年  11月  29日 残留農薬基準告示 (参照 7)

2009年  2月  4日 農林水産省より厚生労働省へ基準設定依頼 (魚介類及 tナ

畜産物)

厚生労働大臣より残留基準設定に係る食品健康影響言「1日 |

について要請 (厚生労ltl省発食安第 0217001号 う、力係

書類の接受 (参 照 8～ 11)

第 274回食品安全委員会 (要請事項説明)(参照 12)

第 21回農薬専門調査会確認評価第二部会 (参照 13)

第 53回農薬専門調査会幹事会 (参照 14)

第 25回農薬専門調査会確認評価第二部会 (参照 15)

第 55回農薬専門調査会幹事会 (参照 16)

第 304回食品安全委員会 (報告)

より11月 6日 国民からの御意見・情報の募集

農薬専門調査会座長より食品安全委員会委員長へ報 (午

第 310回食品安全委員会 (報告)

(同 日付け厚生労ltl大 臣へ通知)

2009イ「1  2り]  17 日

200911 2月  19日

2009年  3月  2日
2009`F   7り 1  21 日

20094■   8月   12 日

20094「   9月  11日

20091■   10り1   8日

20091■  10り弓   8 日

20091■  11月  17日

2009年  11月  19日

(2009年 7月 1日 から)

小泉直子 (委員長)

見上 彪 (委員長代理')

長尾 拓

野村一正

畑江敬子

廣瀬雅雄

村田容常
大12009年 7月 9日 から

く食品安全委員会農薬専門調査会専門委員名簿>
(2006年 3月 31日 まで)

鈴木勝士 (座長)

廣瀬雅雄 (座長代理)

石井康雄

江馬 員

太円敏博

(2007年 3月 31日 まで)

鈴木勝士 (座長)

贋瀬雅雄 (座長代理)

赤池昭紀

石井康雄

泉 啓介

出川雅邦

長尾哲二

林  真

平塚 明

吉田 緑
オ120054三 lo月 1 日1ヽ ら

根岸友恵

林  真

平塚 明

藤本成明

細川正清



上路雅子

臼井健二

江馬 員

大澤貫寿

太田敏博

大谷 浩

小澤正吾

小林裕子

(2008年 3月

鈴木勝士

林  真

赤池昭紀

石井康雄

泉 啓介

上路雅子

臼井健二

江,馬 員

大澤貫寿

太田敏博

大谷 浩

小澤正吾

小林裕子

三枝順三

津田修治

津田洋幸

出川雅邦

長尾哲二

中澤憲 一

納屋聖人

成瀬一郎

布柴 i圭男

佐々木有

代田員理子丼*摯

高木tt也

玉井15巳

日本」廣人

津田修治

津田洋幸

出川雅邦

長尾哲二

中澤憲一

納屋11人

成瀬 一郎オ贅=

西川秋佳士*

布柴 I菫 男

佐々本有

代田置理子

高本篤也

玉井郁巳

田村廣人

津 E「 修治

津田洋幸

長尾哲二

中輝憲一*

永田 清

納屋Trl人

松本清司

柳井徳磨

山崎浩史

山手丈至

典語靖洋

吉田 緑

若栗 忍

根岸友恵

平塚 明

藤本成明

細川正清

松本清司

柳井徳磨

山崎浩史

山手丈至

典語靖洋

吉田 緑

若栗 忍
丼:2007年 4月 11日 から
業*12007年 4月 25日 から
☆大k:2007年 6月 30日 まで
**贅*:2007年 7月 1日 から

平塚 明

藤本成明

細川正清

堀本政夫

松本清司

木間正充

柳井徳磨

山崎浩史

山手丈至

典語靖洋

義澤克彦**

小澤正吾

川合是彰

小林裕子

三枝順二求**

西川秋佳

布柴達男

根岸友恵

根本信雄

吉田 緑

若栗 忍

'12009年 1月 19日 まで

大`:2009年 4月 10日 から

爆★:2009年 4月 28日 から

31日 まで)

(座長)

(座長代理*)

(2008年 4月 1日 かり

鈴木勝士 (座長)

林  真 (座長代理)

相磯成敏

赤池昭紀

石井康雄

泉 啓介

今井田克己

上路雅子

臼井健二

太田敏博

大谷 浩



要 約

ピレスロィ ド系殺虫斉1で ある「エ トラェンプロックス」 (CS No80844‐ 07‐ 1)it´ |

いて、農薬抄録及びЛPR資 料を用いて食
`島

健康影響評価を実施 した。

評価に供 した試験成績は、動物体内運命 (ラ ット、イヌ、マウス、ヤギ及びニフトリ)、

植物体内運命 (水稲、さやいんげん、ぶどう、なたね及びレタス)、 土壌中運命、水「

運命、土壌残留、作物残留、急性毒性 (ラ ット、マウス及びイヌ)、 亜急.陛毒性 (ラ :′

卜及びマウス)、 1曼 性毒性 (イ ヌ)、 1曼性毒性ノ発がん性併合 (ラ ット)、 発がん性 (ヽ
′

ウス)、 2世代繁殖 (ラ ット)、 肇生毒性 (ラ ット及びウサギ)、 遺伝毒性試験等で■,

る。

試験結果から、エ トフエンプロックス投与による影響は、主に肝臓、腎臓、甲状1lt,t

び血液に認められた。神経毒性、繁殖能に対する影響、催奇形性及び遺伝毒性は認め三し

れなかった。

発がん性試験において、ラットの雌で甲状腺ろ胞細胞腺月重が認められたが、遺伝li l

試験がすべて陰性であつたこと及びメカニズム試験の結果より、腫瘍の発生機序は遺 11

毒性メカニズムとは考え難く、評価にあたり閾値を設定することは可能であると考え「シ

れた。

各試験で得られた無毒性量の最小値は、マウスを用いた 2年開発がん性試験の 31

m♂電体重/日 であつたので、これを根拠として安全係数 100で除した0 031 mg7/kg il

■_ll日 を一日摂取許容量 (NDI)と 設定した。

1.評価対象農薬の概要

1:用途

殺虫剤

2.有効成分の一般名

和名 :エ トフェンプロックス

英名 :etOfenprox(ISO名 )

3.化学名

IllPAC

和名 :2‐ (4-エトキシフェニノ→‐
2‐メチルプロヒ・ル =3‐フェノキシベンジル=エーテル

英名 12・ (4‐ ethoxphel■
l・

ll‐ 2‐methylprop》■3‐phenoxybenzメ etl■ er

CAS(No.80844‐ 07・ 1)

和名 :1‐ [[2‐

“

‐エトキシフェニル)‐ 2‐メチルプロポキシ]メチル]‐ 3‐フェノキシベンゼン

英名 :1‐ [レ
‐
(4‐ etl■oxphenD‐ 2‐ metllylp■ opoxJmethメ ]‐ 3・phenoxybenzene

4.分子式

C25H2803

6 構造式

5.分子量

37649

フ 開発の経緯

ェトフェンプロックスは、三井化学株式会社1に より開発されたピレスロイド系殺虫

斉1で あり、鱗翅日、半翅日、双翅目等に対して、広い殺虫スペクトルを有する。神経

軸索におけるナトリウムチャンネル′)正常な働きを阻害することによつて、殺虫活性

を示す。

我が国では、1987年に初めて農薬登録が取得された。海外では米国、フランス、韓

国等で登録が取得されているもポジテイブリスト制度導入に伴う暫定基準値が設定さ

れておりt今回、魚介類及び畜産物への残留基準の設定が要請されている。

O

呪0蜀ン翡C6



Π 安全性に係る試験の概要

農薬1少録 (2009年 )及び JhIPR資 料 (1993年 )を基に、毒性に関する主な科学的

知見を整理 した。 (参照 8～ 9)

各種運命試験 [Ⅱ l～ 4]に用いたエ トフェンプロックス及び代謝物Ⅳの放射性標識

化合物については、表 1に /JNさ れている略称を用いた。また、lpro‐ 1‐
HC]エ トフェン

プロックス及び[ben‐14c]ェ トフェンプロックスを等量混和したものを 14c_1_ェ トフェ

ンプロックスと、[pro‐ 2・ 14c]ェ トフェンプロックス及び[ben・ 14c]ェ トフェンプロック

スを等量混和 したものを 14c‐
2‐エ トフェンプロックスと表記した。放射能濃度及び代

謝物濃度は特に断りがない場合はエ トフェンブ
.ロ

ックスに換算した。代謝物/分解物等

略称及び検査値等略称は別紙 1及び 2に示されている。

表 1 放射性標識化合物

略称 標識位置等

fpro'1'tnQl- | 7 s>l p y 2 z ■トフェンプロックスのプロピル基の 1位の炭素

[pro・ 2‐
IC]エ トフェンプロックス フ・ロピル基の 2位の炭素

lben‐ 14c]ェ トフェンプロックス ミンジル基のα位の炭素

14c‐Ⅳ 代謝物Ⅳのベンジル基のα位の炭素

¬、動物体内運命試験

(1)ラ ット①

①吸収

a.血漿中濃度推移

SDラ ット(一群雌雄各 5匹)に 14c‐
1‐ェ トフェンプロックスを30m♂贈体重

(以下[1(1)及 び(2)]に おいて「低用量」という。)又は180 mgなg体重 (以下

[1(1)]に おいて「高用量」という。)で単回経口投与し、血漿中濃度推移につい

て検討された。

血漿中放射能濃度推移は表2に示されている。高用量群では、低用量群と比ベ

Cmaxや AUCの 上昇程度が投与量の変化てkり 少なかったも (参照 8、 9)

表 2 血漿中放射能濃度推移

投与量 30m♂轄体重 180 mgなg体重

性男リ 雄 雌 雄 雌

Cnlax(μ g/g)

T12(日寺間)

AUC(μ g・ 日寺問/g)

b.吸収率

胆汁中排泄試験 [1(1)④ b.]よ り得 られた尿及び胆汁中排泄率 と体内残留量

(肝臓及びカーカス1の合計)の総計より、エ トフェンプロックスの体内吸収率は、

低用量群で 206～ 388%、 高用量群で 131～ 145%と算出された。吸収率の値か

らも、高用量に比べて、低用量で吸収率が高いことが示された:(参照 8)

②分布

a.単回経口投与

SDラ ット (一群雌雄各 3匹)に 14c‐
1‐ェ トフェンプロックスを低用量で単回

経口投与して、体内分布試験が実施された。

多くの組織では最終投与 41時間後に放射能濃度が最高値に達し、副腎 (367

μゴg)、 用臓 (161～ 217μゴg)、 甲状腺 (173～ 21 4 μg/g)、 脂肪 (104～ 19 3 μg/g)、

,日 巣 (118 μg/g)、 膵臓 (64～ 9 0 μg7g)及 び腎臓 (46～64 μg/g)で 高い値で

あった。その後、糸且織中濃度は経時的に減衰 し、最終投与 240時間後に多くの組

織で放射能濃度が lμゴg以下となった。しかし、脂肪では他の組織より減衰が遅

く、最終投与 240時間後に 49～ 59 μg/gが 残留した。 (参照 8)

b.反復経口投与

SDラ ット (一群雌雄各 5匹)に HC‐
1‐ エ トフェンプロックスを低用量で 7日

間反復経口投与して、体内分布試験が実施された。

多くの組織では最終投与 4時間後に放射能濃度が最高値に達して脂肪 (942～

101 μg/g)、 副腎 (414～ 43 4 μg/g)、 膵臓 (251～ 30 8 μg/g)、 卵巣 (23 9 μg/g)、

肝臓 (223～305μゴg)、 甲状腺 (127～ 18 7 μg/g)及び腎臓 (871～ 8 84 μg/g)

で高い値であつた。その後、組織中濃度は経時的に減衰 し、最終投与 240時間後

に多くの組織で放射能濃度が 5 μg/g以下であつたが、脂肪及び囲臓では他の組織

より減衰が遅く、最終投与 240時間後にそれぞれ 250～ 452及び 80～ 12 2 μg/g

が残留した。

また、妊娠ラット (10匹 )に 14c_1_ェ トフェンプロックスを低用量で 7日 間違

続経口投与して、体内分布試験が実施された。

妊娠ラットでも、観察したすべての臓器において、最終投与 4時間後に放射能

濃度は最高値を示 し、その後減衰 した。最終投与 4時間後に特に放射能濃度が高

かったのは、平L腺 (87 4 μg/g)、 日1腎 (615 μg/g)及 び肝臓 (272 μg/g)で あっ

た。最終投与 240時間後には、乳腺 (32 4 μg/g)、 副腎 (5 74 μg/g)、 用臓 (155

μg/g)及び腎臓 (109μゴg)以外の組織では、放射能濃度は 0 5 μg/g未満であつ

た。胎児及び胎盤中の放射能濃度は、母動物の血漿中濃度と同等又はそれ以下で

あった。 (参照 8、 9)

1率a織、臓器を取り除いた残澄のことをカーカスという (以 下同じ)。



表 3 投与後 48及び 120時間の尿中及び糞中排泄率 (%TAR)

雄   1  雌
③代謝物同定・定量

a.代謝物同定 。定量-1

排泄試験[1(1)④ a]、 胆汁中排泄試験[1(1)④ b]及び体内分布試験 (反復十ト

ロ投与‐)[1(1)②b]で得られた尿、糞、胆汁、肝臓及び脂肪、乳汁移行試験[1(1)

⑤]で得られた児動物の胃内容物を試料として、代謝物同定・定量試験が実施さ

れた。

親化合物は、尿及び胆汁中には検出されなかった。糞中では、低用量群で維11芝

与放射能 (Tr颯)の 66～ 140%、 高用量群で226～ 290%TAR存在した。川「1,成

では総残留放射能 (TRR)の 225～ 303%、 脂肪では 932～946%TRRがわとに

合物であり、また、児動物胃内容物の分析結果から、乳汁に移行した放射能のit

95%が親化合物であった。

児動物の胃内容物を除くいずれの試料からも、代謝物Ⅱ及びШが1貪 出された。

糞中には、低用量群でⅡ及びⅢがそれぞれ 195～ 251及び132～ 138% Rヽ、 高

用量群でそれぞれ 206～232及び 72～81%TAR存在した。胆汁中には、II及

びⅢがグルクロン酸又は硫酸抱合体として存在し、Ⅱ及び皿の合計で 689ヽ

70_8%TRRを 占めたc肝臓には、Ⅲ及びⅢが遊離体及び抱合体の合計でそれぞ1し

164～ 248及び 34～ 61%TRR存在した。尿中にはⅡ及びⅢが合計で 00～

17%TAR存在し、脂肪では合計が25%TRRであった。 (参照 8、 9)

b.代謝物同定・定量-2

SDラ ット (1匹)に、[ben。
14c]ェ トフェンプロックスを低用量で単日経日Jt

与し、投与後 1日 の尿及び投与後 2日 の糞を試料として、代謝物同定・定量試りt

が実施された。

投与後23時間の尿中及び糞中の排泄率は、それぞれ 112及び656%TAR~C II

つた。

代謝物X IIが尿及び糞中に微量に存在した。糞中には代謝物Ⅷも40%僻駅 rr

在した。(参照 8)

④排泄

a.尿及び糞中排泄

SDラ ット (一群雌雄各 5匹 )に 14c‐
1‐ェトフェンプロックスを低用量又|ま す11

用量で単回経口投与して、排泄試験が実施された。

投与後48及び 120時間の尿及び糞中り1泄率は、表 3に示されている。

投与量にかかわらず、投与後 120時間に、944～ 988%Tr出 が尿及び糞中にリ

泄された。主要排泄経路は、いずれの投与群も糞中であつた。 (参照 8、 9)

b.胆汁中排泄

胆管カニューレを挿入 したSDラ ット (一群雌雄各 3匹 )に 14c‐
1‐ェ トフェン

プロシクスを低用量又は高用量で単回iitK I投与して、月旦汁中排泄試験が実施され

た。

投与後 48時間の尿、糞、胆汁、月Tly及びカーカス中のりF泄率は表 4に示され

ている。排泄は尿中よりも胆汁中が高い傾向にあつた。 (参照 8、 9)

表 4 投与後 48時間の尿、糞及び胆汁、肝臓及びカーカス中排泄率 (%TAR)

⑤ラット(乳汁移行試験)

SDラ ット(雌 3匹)に妊娠 18日 から分娩9日 後まで14c‐
1‐ ェトフェンプロック

スを低用量で 14日 間連続経口投与し、分娩 4日 後から、非投与の母動物より生ま

れた児動物に授平Lさ せ、児動物の冒内容物を採取する乳汁移行試験が実施された。

投与終了 7時間後の胃内容物には 479μゴg(胃 内容物)の放射能が存在 し、放射

能が乳汁中に移行することが確認された。 し/か し、投与終了 31時間後には胃内容

物中の放射能濃度は 1 7 μg7/g(胃 内容物)と 急速に減少 した。 (参照 8、 9)

(2)ラ ット②

lVIstarラ ット (雄 4匹)に〔ben‐ 14c]ェ トフェンプロックスを低用量で単回経口

投与して、体内分布試験が実施された。

①分布

投与48時間後、血漿中 (0 63 μg/g)よ り放劇能濃度が高かった組織は、腸管 (242

μg/g)、 脂肪 (16 7 μg/g)、 肝臓 (343μゴg)、 皮膚 (30‖ g/g)、 精巣上体 (249μ 3/g)、

投 与 量 30 1ng/k賃 イ本 180 mRAg体 重

↑生別 雄 雌 雄 雌

尿 13

糞 778

月旦汁 296
月Tl蒲誠

カーカス

883



カーカス (209μゴg)、 1華臓 (198 μg/g)、 胃 (0 87 μg7g)及び腎臓 (073μゴg)

であつた。 (参照8)

②代謝物同定・定量
投与後 48時間の糞中には、エ トフェンプロックスが 116%T′颯 存在 した。主要

代謝物はⅢ (116%T/出 )及びⅡ(113%T/駅 )であったもまた、代謝物V(536%TF駅 )

及びⅦ (045%T/8)が検出された。その他未同定の画分が少なくとも 7種類存在

したが、いずれも2%聖駅 未満であつた。

投与 48時間後の肝臓中には、エ トフェンプロックスは検出されなかった。代謝

物はⅡ、V、 Ⅶ、Ⅷ及びXⅡ であつたが、いずれも 018～ 15%TRRで あった。 (参

照 8)

③排泄
投与後 48時間の排泄率は、表 5に示されている。

主要排泄経路は糞中であり、未吸収分も含め 504%ツ氏 が糞中に回収された。(参

照 8)

表 5 投与後 48時間の排泄率 (%TAR)

試料 尿 糞 洗浄液 D 組織 '
カーカス 合計

排泄率 123
注 )1)ケ ー ジ

2)脂肪、腎臓、肝臓、腸管及びその他の組織の合計

(3)イ ヌ

①吸収

a.血漿中濃度推移

ビーグル犬 (雌雄各 2匹)に 14c‐
1‐ェ トフ三ンプロックスを低用量で単回経口

投与し、血漿中濃度推移が検討された。

血漿中放射能濃度推移は表 6に示されている。 (参照 8、 9)

表 6 血漿中放射能濃度推移

l■ FJJ 雄 雌

Tmax(日 寺間) 2｀‐3 025～ 1

Cmax(Lar/g) 44^-67 66-72
T12(時間) 104-182 126´ヽ145

b.吸収率

体内吸収率は 14～ 51%であると推定された。 (参照 9)

②分布

ビーグル人 (雌雄各 2匹)に 14c_1_ェ トフェンプロックスを低用量で単回経口投

与して、体内分布試験が実施された。

投与 2及び4時間後、最も放射能濃度が高かつたのは、いずれも月Tla(31～69

μゴg)で、次いで腎臓 (10～ 3 3 μg/g)で あった。

胆汁中放射能濃度が高い値 (815～ 1,040 μg/g)であつたので、胆汁中排泄が吸収

された放射能の主要排泄経路であることが示唆された。 (参照 8、 9)

③代謝物同定・定量
血漿中濃度推移 [1(2 ①a]、 排泄試験[1(2④ ]及び体内分布試験 [1.(2)② ]で

得られた血漿、尿、糞、胆汁、肝lta及 び脂肪を試料として、代謝物同定・定量試験

が実施された。

親化合物は、尿中には検出されなかった。糞中には 485～ 590%Tr咀 、胆汁、脂

肪、肝臓及び血漿中では、それぞれ 33～41%TRR(グルクロン酸又は硫酸抱合体

として存在)、 80～ 83%TRR、 12～ 17%TRR(遊離体と抱合体の合計)及び 25～

26%TRRを 占めた。

脂肪以外の試料からは、化合物Ⅱ及びⅢが検出された。尿及び糞中にはⅡ及びⅢ

が合計でそれぞれ 16～ 18及び 29～ 35%T_4R存在 した。胆汁、肝臓及び血漿中

ではそれぞれ 373～405%TRR(グルクロン酸又は硫酸抱合体として存在)、 42ん

45%TRR(遊離体と抱合体の合計)及び 32～37%TRR存在 した。 (参照 8、 9)

④排泄

ビーグル犬 (雌雄各2匹 )に 14c‐
1‐ェ トフェンプロックスを低用量で単回経口投

与して、排泄試験が実施された。

投与後 48及び 120時間の尿及び糞中排泄率は、表 7に示されている。

投与量にかかわらず、投与後 120時間に、850～ 102%TARが尿及び糞中に排泄

された。主要排泄経路は、1唯雄とも糞中であった。 (参照 8、 9)

表7 投与後48及び120時間の尿中及び糞中排泄率 (%TAR)

1生男可 雄 雌

試料 尿 糞 尿 糞

投与後 48時間 41′
―ウ81 860-958 54-59★ 788-952

120時間 43～86* 868-962 56-63* 794′ Vヽ957
★:ケージ洗浄液を含む

(4)ラ ット及びマウス

SDラ ット (雄 2匹 )及びICRヤ ウス (雄 4匹 )に、14c_1_ェ トフェンプロック

スをそれぞれ 30及び20m♂贈体重で単回経甲投与して、動物体内運命試験が実施

されたも



投与 96時間後の月T臓、腎臓及び全血中の放射能を測定したところ、ラットで 006
～0 17 μg7/g、 マウスで 004～029μゴごと、ラット及びマウスの全血中濃度 (そ れ

ぞれ 010及び 0 08 μg/nlL)と 同程度であり、蓄積性は低いと判断された。

ラット及びマウスの尿中から親化合物は検出されず、ラット及びマウスとも代IJI

物Ⅸ及びXⅡ が検出された (それぞれ 005～ 163及び 37～ 52%TRR)。

また、親化合物の 3・ フェノキシベンジル基のベンゼン環に 2つの水酸鬼が結合 t

た代謝物は、ラット及びマウスでそれぞれ 025及び 118%TRRと 、存在量に差メ

認められた。

ラット及びマウスの糞中から、親化合物、代謝物 II及びⅢが同定された。規化 11,

物はラット及びマウスでそれぞれ 257及び 31%TRR、 代謝物Ⅱはそれぞれ 103

及び 139%TRR、 Ⅲはそれぞれ 120及び 126%TRRで あり、代謝物の存在量は 1

程度であったが、親化合物はラットよリマウスで少なかつた。

投与後 48及び 96時 間の尿及び糞中排泄率は表 8に示されている。いずれも_Fl

が主要排泄経路であつた。 (参照 8)

表 8 投与後 48及び 96時間の尿中及び糞中排泄率 (%TAR)

■ll物 種 ラット マ ウス

試 料 尿 糞 尿 礎

投与後 48時間 94

96時間

注 )*:ケ ー を含む

(5)ウ シ

ホルスタイン種泌乳牛 (一群3～ 5頭)に、エ トフェンプロックスを28～ 30日 げ|l liと

億耳 (原体 :0、 10、 30及び1,000mゴ個体/日 )投与する動物体内運命試験が実施さ

れた。

10111g/個体ノ日投与群では、投与期間中エトフェンプロックスは検出限界未満

(<005m3/kg)で あつた。30 mg/個 体/日 投与群では、投与開始7及び14日 後に005

m♂贈のエトフェンプロックスが検出されたが、他の時期では検出限界未満であ ,

た。1,000 mg/個 体/日 投与群では、試験開始2～ 28日 後まで平L汁 中に066～ 211

mg/1igの エトフェンプロックスが検出された。

10及び30mゴ個術 日投与群では、月千臓、腎臓及び骨格筋中のエトフェンプロック

スは検||1限 界 (0 05 μg7/g)|こ 近い値又はそれ未満であったが、脂肪 (腹 1莫脂lll」 及び

皮下脂肪)組織中には、10 mg/個 体/日 投与群では021～ 054‖ノg、 30 mg/個体/1

投与群では007～ 1 89 μg/g検出された。

1,000 mgr個体/日 投与群では、腹膜脂肪、皮下脂肪、腎臓、肝臓及び骨格筋にそ

れぞれ 178～ 14 3 μg/g、 102～ 3 54 μg/g、 008～ 1 16 μg/g、 025～063μゴg及び

008～ 0 35 μg/gの エトフェンプロックスが存在した。

1,000mゴ個体/日 投与群のうち2頭に、28日 間エ トフェンプロックスを投与後、

エ トフェンプロックスを含まない飼料を 14日 間給餌した後でも、エ トフェンプロ

ックスが腹膜脂肪、皮下脂肪及び腎臓にそえ■ぞれ最大で 118、 301及び 023 μg/g

検出された。

また、ホルスタイン種泌平L牛 (一群1～2り1)に、エ トフェンプロックスを7日 間

連続稲わら混入投与 (原体 :225及び45 mg/個 体/日 )する孝L汁移行試験が実施され

た。

その結果、225m3/個 体/日 投与群では試験開始から最終投与 5日 後まで、平L711F

のエ トフエンプロックスは検出限界未満 (く005 mgなg)であつたが、45m♂贈
l lk

重/日 投与群では、投与開女台3日 後から最終投与 1日 後まで、0,06～ 009 mg/kgつ

エ トフェンプロックスが乳汁中に検出された。しかし、最終1交与 3日 後から試験終

了時まで、検出限界未満であった.(参照 8)

(6)ヤギ

泌乳期ザーネン種ヤギ (一群 l ll‐ )に、 1lC・
2‐エ トフェンプロックスを 7日 間カ

プセル経口 (005又 は0:54 mgよg体重/日 、1日 2回)投与する動物体内運命試験

が実施された。

最終投与 21時 間後までの尿、糞及び孝L測・ 11にツト泄された放射能は、005 mg/kg

体重/日 投与群ではそれぞれ 173、 585及び 052%TAR、 054 mg/kg体重/日 投 l」

群ではそれぞれ 184、 628及び 076%TAIヽ であり、主要排泄経路はいずれも集中

であつた。

最終投 与‐21時間後の各組織中放Ill能濃度は、表 9に示されている。

予L71^、 筋肉、脂肪、腎臓及び月干臓中の主要成分は、親化合物であった。代謝物は、

腎臓中にXl及びⅧ、肝臓中にⅡ及びⅦ又はlX、 平L汁 中に少量のXⅡ が検出された。

(参照 8)

表 9 最終投与21時間後の各組織中放射能濃度 (μg/g)

投与量 005m♂埓体重/日 054m♂噌体重/日

月旨月方

肝 臓

腎1蔵

筋 肉

血 液 く001

(7)ニワ トリ

産卵期白色レグホン種ニフトリ (投与群―群 5羽、対照群 3羽 )に、14c‐ 2‐エ ト

フェンプロックスを 14日 間カプセル経口 (0075又 は075m3/kg体重/日 、1日 1

回)投 与する動物体内運命試験が実施された。

17



最終投与 24時間後までに、排泄物中に排泄された放射能は、0075及び 075
m♂罐 体重/日 投与群で、それぞれ 816及 び902%TARであった。いずれの投与群

も、最終投与 24時間後までの卵 ll l中 には 05%T_4R、 卵白中には 0_1%T/m以下の

放射能が存在 した。

最終投与 24時 間後の各組織中放射能濃度は、表 10に示されている。

排泄物、JF黄 、肝臓、筋肉、脂肪及び皮膚いずれも親化合物が主要成分であった。

代謝物は、排泄物中にⅢ、X及びVⅡ 又はⅨが検出されたが、それ以外の試料中の代

謝物は、いずれも未知の物質であった。 (参照 8)

表 10 最終投与 24時間後の各組織中放射能濃度 (μg/g)

投与量 0 075 mgな g体重/日 075 mgな g体重/日

脂 肪

皮膚 0071

肝lra 0035

血漿 0005 0018

血液 0004 0018

筋 肉 0004 0016

エ トフェンプロックスの動物体内における主要代謝経路は、エ トキシフェニル部

の脱エチル化によるⅡの生成及びフェノキシベンジル部のイ位の水酸化による皿の

生成であると考えられた。

(8)ラ ット (代謝物Ⅳ)

Wistだ ラット (雄 4匹)に、14c‐ Ⅳ (代謝物Ⅳは植物における主要代謝物)を 30

mg/1cg体重で単回経口投与して、動物体内運命試験が実施された。

投与 48時間後に、1亀漿中 (030μゴg)よ り放射能濃度が高かった組織は、腸管

(1 30 μg/g)、 腎臓 (0 48 μg7/g)及び肝臓 (0 34 μg/glで あった。

投与後 24時間の糞中には、未変化の代謝物Ⅳが 386%Tノロ 存在 したが、投与24

～48時間の糞中にはⅣは検出されなかった。また、投与後 48時間の糞中には、代

謝物Ⅷ (162%T俎)及びXⅡ (245%T俎)が検出された。

投与後 48時 間の尿中及び投与 18時間後の月千臓中には、未変化の代謝物Ⅳは検出

されなかつた。尿中には代謝物Ⅷが 88%TrR、 xⅡ が 16%T/R検 出されたが、肝

臓中の代謝物は同定されなかつた.

投与後 48時間のツト泄率は表 11に 示されている。主要排泄経路は尿中であり、

738%T/8が 排泄された。 (参照 8)

表 11 投与後 48時間の排泄率 (%TAR)

試 料 尿 糞 洗浄液 D 組織
'

カーカス 合 計

排泄率 738 057
1):ケージ洗浄液
2):脂肪、腎臓、肝臓、腸管及びその他の細徹の合計

2.植物体内運命試験

(1)水稲①

lpro・ ■‐14c]ェ トフェンプロックス又は[ben‐
14c]ェ トフェンプロックスを、土耕栽

培の水稲 (品種 :コ シヒカリ)の出穂直前の止め葉 1枚の表面に 10‖ g/葉で塗布 し、

1及び 2週間後に採取した処理葉及び非処理部を試料として、植物体内運命試験が

実施された。

71L理 1週後の処理葉抽出物中の放射能は 735～774%TARで あつたが、2週後に

588～591%TARと 減少 し、処理葉の未抽出残澄に存在 した放射能は、処理 1週後

の 45～ 53%T/8か ら処理 2週後の 152～ 198%T_4Rと 増力日した。

非処理部に存在 した放射能 (抽出物及び未抽出残澄の合計)は、処理 1及び 2週

後でそれぞれ 065～086及び 097～ 138%W咀 であつた。

処理葉中の親化合物は、処理 1週後に 463～ 467%T_4R存 在 したが、処理 2週後

には 258～ 259%TARと 減少し、速やかに代謝されたと考えられた。処理 2週後の

処理葉中の主要代謝物は、代謝物Ⅳ (104～ 107%TAR)及 びII(41%TAR)で あ

った。[ben・
14c]ェ トフ三ンプロックス処理区にのみ、代謝物Ⅷが 39%TAR存在 し、

また、[pro・ 1‐
14c]ェ トフェンプロックス処理区にのみ、代謝物Xが 40～ 55%T/猥

存在 した。その他両処理区で代謝物 V、 Ⅶ及びⅨが存在 したが、いずれも 2%型咀

を超えなかった。

また、lpro‐ 1‐
14c]ェ トフェンプロックス又は[ben‐

14c]ェ トフェンプロックスを、

土耕栽培の水稲 解]種 :日 本晴)の 出穂直前の止め葉 1枚の表面に 10 μg/葉 で塗布

し、6週間後まで栽培する試験も実施された。

処理 6週後、非処理部の種子に存在した放射能 (抽 出物及び未抽出残澄の合計)

は 046～ 055%TARで あり、処理したエ トフエンプロックスの可食部への移行はご

くわずかであると考えられた。 (参照 8)

(2)水稲②

乳斉1に調製 した 14c_2‐ エ トフェンプロックスを、水稲 (品種 :日 本晴)に散布処

理又は土壌処理 し、温室内で栽培して未成熟期及び成熟期に採取した茎葉及び穂を

試料として、植物体内運命試験が実施された。

各試験区の処理量t処理及び試料採取時期は表 12に示されているc



表 12 各試験区の処理量、処理及び試料採取時期

処理方法
処理量

(R aiム a)

収穫

35日 向t

収穫

28 日前

収穫
21日 前

収穫

14日 前

収穫日

1成熟期)

茎葉散布
散布 試料採取 試料採取

2,000 散布 試料採取 試わ1採取

土壌処理
処理 試料採取 試料採取 試料採取

2000 処理 試料採取 試料採取 試料採取
又 | せ

表 14 収穫期玄米及びもみ殻中代謝物

処理方法 土壌処理

処理量 450g 譴ぬa ailha

試 料 玄米 |、 み殻 玄米 ()み殻

ms&s %TRR me/ke %TRR ms/ks %TRR me/ks %TRIt

親化合物 0006 157 0007

Ⅳ 0001 0002

lll 0001 0002 0002 0004

Ⅸ く0001 0003 0001 0010

X 0002 0001 0005 0005

XⅡ く0001 く0001 0001 0002

未抽出残湾 0041 0019 532 0107 0046 567

処理方法 基某散布

処理量 alぬ a 2000 ai/ha

試料 玄米 もみ殻 玄米 もみ殻

ms/ks %TRR ms/ks %TRR me/ke %TRR m″kg %1・ ltR

親化合物 0040 0854

Π 0090 0506

皿 0018 0092

IV 0009 0886 0079
V 0337

Ⅷ 0011 0151 0072

Ⅸ 0003 0221 0018

X II 0037 0018 0417

X l1/ 0102

未抽出残澄 0007 0886 0059
‖1) ~:検 LHされ ず

水稲試料中の放身1能分布は表 13に、収穫期の玄米及びもみ殻各試料中の代訓ll」

は表 14に、収穫期の稲わら中の代謝物は表 15に示されている。

土壌処理、茎葉散布いずれも、稲わらに比べ玄米に存在 した放射能は少なかったし

特に、茎葉散布された場合、玄米への浸透はごくわずかであったも

土壌処理区で、玄米から親化合物は検出されず、代謝物Xが最も多く検出された

が、5%TRR未満であった。もみ殻では親化合物又は代謝物Ⅸが最も多かった。ま

た玄米では90%[mR以上、もみ殻では532～567%TRRが未抽出残澄に存在 した.

稲わらでは、450 g a1/ha処 理では親化合物及びⅣが、2,000 g ttha処理ではIILIビ 缶

物、代nll物Ⅸ及びXが主要成分であつた。

茎葉散布区で、玄米、もみ殻いずれも親化合物が最も多かった。主要代謝物に|ヽ

であり、2,000 g a1/1.a散 布の玄米を除くと、玄米及びもみ殻中に 10%TRR以上

`F在 した。200 g a1/11aの 玄米では、代謝物Ⅷも 141%TRR存在 した。稲わら中では、

親化合物が 489～551%TRR、 代謝物Ⅳが 215～223%TRR存在 した。 (参照 8)

表 13 水稲試料中放射能分布 (mg/kg)

処理方法 土壌処理 茎葉散布

処理 最 (g aiム a) 2000 2,000

収穫 14日 前
穂 0050 0077 2250

茎葉 0085 0145

収穫日

玄米 0054 0108 0070 0905
もみ殻 0038 0080
稲わら 0162 0599 427

注)いずれも燃焼分析による値

表 15 収穫期稲わら中代謝物

処理方法 土壌処理 茎葉散布

処理量 a1/1■ a 2 000 g a1/11a 200g ai/11a 2000,ai′ha

%TRR ms/ks %TRR rng/kg %TRR ms/ks %TRR
親化合物 0081 227

Il 0001 0002 0132 0826

lII く0001 0001 0065 0754

Ⅳ 0023 0029 0952 223

V く0001 0001 0058 13 0342

Ⅷ 0006 0054 0214

IX 0013 0067 0079 0530

X 0007 0105

XΠ 0052 0136 0510 13

未hH出 残湾 0037 0222 0452
注 )



(3)さ やいんげん

[pro‐ 1‐
14c]ェ トフェンプロックス又は[ben‐

14c]ェ トフェンプロックスを、水耕栽

培のさやいんげん(品種:サーベル)の発芽 14日 後の2葉期幼苗の葉1枚に、10μゴ
葉で塗布し、処理 1、 2及び 3週後に採取した処理葉、非処理部の茎葉部及び根部

を試料として、植物体内運命試験が実施 された。

さやいんげん試料中放射能分布は、表 16に示されている。非処理部に移行 した

放射能は、1%T_4R未満であつた。

処理葉中の親化合物は、処理 1週後に 680～ 736%TARで あつたが、処理 3週後

には 465～ 490%ワQに減少 した。処理 3週後の主要代謝物は両標識体処理区でⅣ

(111～ 147%T湘助 であつた。また、[pro・ 1‐
14c]ェ トフェンプロックス処理区で

はⅨ及びXがそれぞれ 114及び 39%型眠、[ben‐ HClエ トフェンプロックス処理区

ではⅦ及びⅧがそれぞれ 92及び 37%T/R存在 した。 (参照 8)

(4)ぶどう

MC・ 2‐エ トフェンプロックスを、lEl場栽培のぶどう (品種 :恥 rdelёl)樹に 300g
出ha(通常処理区)又は 3,000 g ttЪ a(10倍処理区)で散布 し、散布 14及び 28

日後に採取 した果実を試料として、植物体内運命試験が実施された。

ぶどう試料中放射能分布は、表 17に示されている。放射能の大部分 (597～

82_1%TRR)は 、果実房表面洗浄液中に存在 した。

果実、皮及び種子抽出物中に、親化合物は散布 14日 後に 77～ 109%TRR(通 常

処理区で059m♂昭、10倍処理区で451 mgな」、散布28日 後に124～ 151%TRR
(通常処理区で 033 mg/kg、 10倍処理区で 426 mg/kg)存在 した。同定された代

謝物はいずれの処理区、採取時期でもⅣのみであり、散布 14日 後に 033～

056%TRR、 散布 28日 後に 073～ 106%TRR存在 した。           t
果汁中には親化合物は検出さわ′ず、同定された代謝物もなかつた。

果実房洗浄液中の成分はほとんどが親化合物であり、542～768%TRR存在 した。

また、代謝物Ⅳが 31～60%TRPN存在 した。 (参照 8)

(5)なたね

14c‐ 2‐ エ トフェンプロックスを、土耕栽培のなたね (品種 :Express)の播種約 7

カ月後に、120 g ttha(通 常処理区)又は 1,200 g ttha(10倍処理区)で散布し、

散布 56日 後に採取した種子及び葉を試料として、植物体内運命試験が実施された。

なたね試料中放射能分布は、表 18に示されている。種子及び葉に存在した放射

能の合計は、通常処理区及び 10倍処理区でそれぞれ 33及び 7.6%T′颯 であった。

種子試料中には、親化合物が 565～621%TRR(通常処理区で 002 mg/kg、 10

倍処理区で 0 14 mg/kg)存在した。代謝物はⅡ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅶ、Ⅷ、Ⅸ、及びXIが

同定されたが、Ⅳ (32～49%TRR)以 外は 1%TRRを超えなかった。

葉試料中には、親化合物及び代謝物Ⅳのみが同定された。親化合物は通常処理区

で 79%TRR(0 009 mgた g)、 10倍処理区で 352%TRR(133 mgl■ g)、 代謝物Ⅳ

は通常処理区で 11%TRR(0001m♂贈)、 10倍処理区で 52%TRR(0 203 mg/kg)

であった。 (参照 8)

(6)レ タス
14c_2‐ エトフェンプロックスを、圃場栽培のレタス (品種不明)の llA付 け35日 後

に、180 g ttЪa(通常処理区)又は 1,800 g allha(10倍 処理区)で散布し、8日 後

に採取した葉を試料として、植物体内運命試験が実施された。

レタス試料中放射能分布は、表 19に示されている。葉に存在した放射能の447

～630%TRRは表面洗浄液中に存在した。

試料中では親化合物が最も多く、代謝物はⅡ、IV及びXIが検出されたが、いず

れも3%TRR未満であらた。(参照 8)

表 17 ぶどう試料中放射能分布 (mg/kg)

処理量 300 g a1/11a(通自i韓匁y里 IX) 3,000 g ai/11a(10倍 処理区)

試料
果実房

洗浄液
果 実 果柄

果実房

洗浄液
果実 果柄

呂1lF  14日 イ炎 446
(821)

076

(139)

２２
０

０

に

472
(809)

689
(118)

２８
０

４

０

28日 後 200
(752)

052
(195)

014
(50

168
(597)

653
(232)

483
(171)

表 16 さやいんげん試料中放射能分布 (%TAR)

標識体 lpro‐ 1‐
14t エトフェンプロックス lben_14cl r17 a>lta v) 7

試 料 処理葉
非処理部

処理葉
非処理部

茎葉部 根 部 茎業部 根部

鯉 1退雪髪

3適髪 853
注) 一 :定量限界未

表 18 なたね試料中放射能分布 (mg/kg)

処理量 120 g all■ a(通常処理区) 1,200 g ai/11a 0倍処理区)

試料

種子 葉 種 子 葉

抽出物 枷雛
抽出物 枷薙

抽出物 馴
嫌

抽出物
未抽出

残溢

0025
(776)

0007
(224)

0100
(896)

0012
(104)

0184
(726)

0069
(274)

350
(924)

029
(76)

ヽ 内 は %



処理量 alムa(通常処理 lA~)

試摯| 洗7「 液 抽出物 未抽出

ms/ks %TRRD ms/ks %TRR ms,&s %TRH
総残留放射能

'
179

親化合物
ll 0004 0037 042
IV 0048 0023
XI 0006 く0001

処理量 ai,/ha 0倍処理区

試料 洗 r 液 抽出物 未抽出残澄

msiks %TRR ms/ks %TRR m″kg %TRlt

総残留放射能 ]19
規化合物 300
II 0044 0030
Ⅳ 0513 267 0125 __―

~

XI 0002

表 19 レタス試料中放射能分布

注)余 1線 :分析せず  -1検 出されず
1)洗浄液、抽出物及び未抽出残澄における放射能の合計を100%TRRと した値
2)親化合物及び各代謝画分の合計

植物におけるエ トフェンプロックスの主要代謝物は、いずれの試験においてもIV

であった。植物体内における主要代謝経路は、主に光反応によつて生成 されるⅣを

経て、VШ 及びⅨが生成されるものと考えられた。

3.土壊中運命試験

(1)湛水土壌中運命試験

[pro‐ 1‐
14c]ェ トフェンプロックス又はlben‐14c]ェ トフェンプロックスを1直壌上

(埼玉及び栃木)に乾土あたりlmgなgの濃度で添力日し、25～30℃、明条件又は1汗

条件で 7又は 12週間インキュベー トする湛水土壌中運命試験が実施された。

明条件下では、土壌よリメタノール抽出された放射能は試験開政台7週後で 298～

438%T」1であり、明条件下におけるエ トフェンプロックスの推定半減期は 2^-3

週間と算出された。

暗条件下では、試験開始 10～ 12週後の抽出性放射能は 702～910%T想 であり、

lh出物中に未変化の親化合物が 646～872%T想 存在 した。 (参照 8)

(2)好気的土壌中運命試験

lpro‐ 1‐
14clェ トフェンプロックス又は[ben‐

14c]ェ トフェンプロックスを砂壌 |:

(山梨、非滅菌)及び軽埴土 (千葉及び静岡、いずれも非滅菌)に 乾土あたり l lllg/k=

の濃度で添加 し、25℃、暗所で最長 8週間インキュベー トする好気的土壌中運命試

験が実施された。

暗条件において、メタノール抽出性放射能は試験開始 3週 間後に 202′ ―

265%T_ARで あつた。親化合物は経時的に減少し、試験開始 3週間後には 139～

162%TARと なった。いずれの処・l区でも、エ トフェンプロックスの好気的土壊に

おける推定半減期は 6～ 9日 と算出された。

非滅菌土壌における主要分解物はIV及びVであつた。Ⅳは試験開始 1週後に 26

～71r/。TARであったが、試験開始 2週後には 14～34%Tノロ に減少した。Vは試

験開始 1及び 2週後でそれぞれ 14～40及 び 13～2.7%T′Eであつた。

千葉土壌のみ、14co2発 生量を測l定 したところ、試験開始 8週後までに 317～

442%T俎 発生 した。

山梨土壌については、減菌土壌を用い、明条件及び暗条件下でインキュベー トす

る試験も併せて実施 したところ、光条件にかかわらず、試験開始 2週後にエ トフェ

ンプロックスは約 95%T_4R残 存 し、ほとんど分解は認められなかった。 (参照 8)

(3)ガラス表面光分解試験

llDro・ 2‐
14c]ェ トフェンプロックス又は[ben‐ 14c]ェ トフェンプロックス200 μgを

ガラスシャーレ表面に塗布し、人IE光 (光量 :30,000Ы)を 25～ 30℃で 14日 間照

射 (13時間‐明、11時間‐暗)する光分解試験が実施された。

エ トフェンプロックスの分解は速やかであり、試験終了時には 19～57%型重 に

減少していた。推定半減期は両標識体とも約 4日 と算出された。主要分解物はIVで

あり、経時的に増加 して、試験終了時に 255～268%TAR存 在 した。

また、[pro‐ 2‐
14c]ェ トフェンプロックス又は[ben‐ 14c〕 ェ トフェンプロックス lmg

を石英フラスコ底部に塗布 し、キセノン光 (光強度 :55W/1112)を 7週間照射
‐
う
~る

光分解試験が実施された。

エ トフェンプロックスは、試験終了時には 168～ 183%T_4Rに減少した。主要分

解物はⅣであり、試験終了時に 237～265%TAR存在 した。 (参照 8)

(4)土壊吸脱着試験

4種類の国内土壌 [埴壌土、シル ト質壌土、壌土及び壌質砂上、 (採取地不明)]

及び 1種類の国内土壌 [壌土 (茨城)]を用いて土壌吸着試験が実施された。

Freundhぬ の吸着係数 ICadsは 158～ 119,000、 有機炭素含有率により補正 した吸

着係数 Kbcは 5,780～ 4,200,000、 脱着係数 BFesは 14～ 111,000、 有機炭素含有率

により補正した脱着係数で ,Socは 378～ 4,100,000で あつた。 (参照 8)

(5)土壌溶脱性 (リ ーチング)試験

3種類の土壌 [砂壌土 (山 梨)及び軽埴上 (静岡及び千葉)]に、い■o‐ 1‐
HClエ

トフェンプロックス又はlben‐14c]ェ トフェンプロックスを lmg/kgで添加 した。そ

れらをエ トフェンプロックス無添力日の土壌を充填 したガラスカラム (4cm× 50 cm)

の上部に 5cmと なるように加え、カラム保水量の 3～5倍の蒸留水を流して、土壌

溶脱性試験が実施された。また、漂識化合1勿 を添加 した後 2週間インキュベー トし



た土壌を用いて、同様にガラスカラムの上に加え、土壌溶脱性試験が実施された。

浸出液中の放射能は、いずれの試験区もわずかであり、最大でも40%TAR以 下

であつた。

土壌カラム中の放射能は、上部 5cmに、Jl壌 中の90%TRR以上が存在 した。(参

照 8)

4 水中運命試験

(1)加水分解試験

非標識エ トフェンプロックスを、pH 5(フ タル酸緩衝液)、 pH 7(リ ン酸緩衝液)

及びpH 9(ホ ウ酸緩衝液)の各減菌緩衝液に 4 mg/Lの 濃度で添加 し、25± 1℃、

暗所条件下で 181日 間インキュベー トする加水分解試験が実施された。

いずれの緩衝液中も(試験終了時に親化合物は 3.4～ 38 mg/11存在 し、エ トフェ

ンプロックスは加水分解に対し安定であると考えられた。

各pHにおける推定半減期は、いずれも 1年以上と考えられた。 (参照 8)

(2)水中光分解試験

[plo・ 2・ 14c]ェ トフェンプロックス及び〔ben‐ 14cIェ トフェンプロックスの等量混合

物を、pH 7の リン酸緩衝液 (滅苗)又は自然水 (池水、スイス、pH不明、滅菌)

に 029 myЪ の濃度で添力日し、キセノン光 (光強度 :172W71112、 測定波長 :300

～400 nm)を 25± 1℃で 15日 間連続照射づ
｀
る水中光分解試験が実施された。

エ トフェンプロックスの、緩衝液及び自然水における推定半減期 (一次反応速度

式)は、それぞれ 47及び 79日 と算出され、東京、春の太陽光下に換算するとそ

れぞれ 104及び 175日 と算出された。

緩衝液及び自然水中いずれも、分解物Ⅳ、Ⅷ及びⅨが存在 した。Ⅳ及びⅨは経時

的に増力日し、試験終了時の緩衝液中のⅣ及びⅨはそれぞれ 636及び 120%TRR、

自然水中のⅣ及びⅨはそれぞれ 378及 び 144%TRRで あった。分解物Ⅷは試験開

始 135日 以降に認められ、38～ 50%TRR存在 した。 (参照 8)

(3)田面水中における減衰試験

エ トフェンプロックス粒斉1を 900 g a1/11aで 水田に散布し、田面水中における減

衰試験が実施された。

田面水中のエ トフェンプロックス濃度は、散布 2日 後に最大 0 044 ppmを 示 した

が、その後急速に減衰し、散布 1′1～21日 後には検出限界 (0 002 ppm)以下とな

った。 (参照 8)

5 土壌残留試験

火山灰上・壌土 (茨城)、 沖積土・埴壌土 (①埼玉、②高知)、 洪積土・埴壌土 (静

岡)及び火山灰土・軽埴土 (茨城)を用い、エ トフェンプロックス及び分解物Ⅳを分

析対象化合物とした土壌残留試験 (容器内及び圃場)力 実`施された。エ トフェンプロ

ックスの推定半減期は表 20に示されている。分解物Ⅳは分析値が試験期間中分析イ直

は検出限界に近い値であり、推定半減期は算出されなかった。 (参照 8)

6.作物等残留試験

(¬ )作物残留試験

水稲、穀類、野菜、果実、豆類及び茶を用い、エトフェンプロックス及び代謝物

Ⅳを分析対象化合物とした作物残留試験が実施された。結果は別紙 3に示されてい

る。エトフェンプロックスの最大残留値は、最終散布 14日 後に収穫したみかん (果

皮)の 114m♂罐、代謝物Ⅳの最大残留値は、最終散布28日 後に収穫した夏みか

ん (果皮)の 1 15 mgllcgで あつた。 (参照 8)

(2)魚介類における最大推定残留値

エ トフェンプロックスの公共用水域における水産動植物被害予測濃度 (水産

PEC)及び生物濃縮係数 (BCF)を基に、魚介類の最大推定残留値が算出された。

エトフェンプロックスの水産 PECは 0 036 μg/L、 BCFは 3,960(試験魚種 :ブ

ルーギル)、 魚介類における最大推定残留値は0 713 mg1/kgで あった。 (参照 11)

表 20 土壌残留試験成績

試験 濃度
キ

土壌
推定半減期 (日 )

エトフェンプロックス

容器内

試験

湛水状態 l mgikg
火山灰土・壌土 ≧545

沖積土・埴壌土① ≧545

畑地水分

状態

05 mg/1cg
火山灰土・壌土 ll

洪積土・埴壌土

10 mg,&g
火山灰土・軽埴土 3

沖積土・埴壌土②

場

験

岡

試

水 田
400EC+ 900c

s a/ha
火山灰土・壌土

沖積・埴壌土①

畑地

160-200WP× 3

g ai/11a
火山灰土・洪積土

500WP X 3

g ai/11a
洪積土・埴壌土 9

9000EC× 3

g aVha

火山灰土・軽埴土 17

沖積土・埴壌土② 5

注) 力:容器内試験で純品、圃場試験でEC:7麟 J、 G:粒斉1、 WPI水和剤を



7.一般薬理試験

マウス、ネコ、ラット、イヌ、モルモット及びウサギを用いた一般薬理試験が実施

された。結果は表 21に示されている。 (参照 8、 9)

試験の種類 動物種
動物数

解

投 与量

(瑠増徊

(投
`i経

路)

最大

無作用量

いコ殿体勤

最小

作用量

(1:【 11::/1[【 gイ本亘⊃

結果の概要

呼
吸

・
循
環
器
系

呼吸・血圧・心

電図

雑 重

イヌ
雌雄 10

1、 3、 10、

30、 100

(静‖R内)'

100m♂噌体]1で一

過性に呼吸・血圧及

び心拍数へ影響、30

mgなg体重で一過性

に呼吸へ影響

摘出心房
n的
υしモット

雄 16

lX10 5^´

1× 103 Ⅳl

(ル,l・ /″・al

[xlo 4 1vl 1× 103M

1× lo3Mま で単独作

用なし

1× 100Mで A(」 hの

作用を抑制

平
滑
筋

摘出回月易
I詢
モルモット

雄 20

lxlo6_
lx 10 41vI

(ノ,,,をしra
1× lo 4 1vI 影響なし

摘出回腸
日本白缶重

ウ責
雄 5

lx106_
1× lo3 M

(カ ガクの

3× 106171 1× lo5 M
1× lo5-lxloO Mで

軽度の緊張低下,

炭末輸送能
ddY
マウス

雄

9ヽレ10

0、 12,500、

25,000、

50,000

(経 日)。

50,000 影響なし

輸精管
ヽ
～
枷

ラット
雄 8

1× lo5_
lx]03 NI

(ノbガしra
l× 103M 影響なし

摘出子宮
ヽヽ輸

ラット
雌 23

lx10 6_

lxlo4)ッI

(ノカガ∬ふ

1× lo4M 影響なし

尿量、

尿中電解質 励
ラッ‐、

雄

6-7

0、 10,000、

20,000

“

I口 )D
10,000

10,000 mg/kg体 重

以上で、投与後 5時

間の尿量、ナ トリウ

ム及びクロール排

泄量が減少

血

液

血清

生化学的検査

(ラ ット)

ヽヽ血

ラット

雄

7-8

0、 10,000、

20,000

(辛

`□
)1)

10,000

10,000 mg/kg体重

で、投与 1時間後に

Glu、 斑り 及びハLT
増加傾向、3時間後

に回復

血液凝LEl

(ラ ット)

WIs撤

ラット
雄 6

0、 10,000、

20,000

(経 日)D
20,000

20,000 mgなgイ本重

で、投与 24時間後

PT延長、JPTT及 び

フィフ
゛
リノータン量に影響

せず

士 作 用量 マ |■静 /、無 で 芦 /

表 21 -般薬理試験概要

試験の種類 動物種 勉
畔

投与量

贈 増徊

(投与経路)

最大

無作用量

作n口Дて,イオ(i千め

最小

作用量
lll■ Jおイム諭

結果の概要

中
枢
神
経
系

自発運動量
置

マウス
雄 10

0、 25,000、

50,000

(経 口)D
25,000

50,000 mttkg Й:

で有意な低 卜、

2rD,000 nlg/k=|↑

では低 ドlLk向

■

|

チオヘ
・ンタール

1唾口民日寺刷|

ddY

マウス
雄 10

0、 12,500、

25,000、

50,000

(経 口)D

2,5000

50,000 nlg/kg 14(111

で睡眠時間の有111

延長、

25,000 mg/kg lliJЦ

では延長傾向

抗痙攣作用
ddY

マウス
雄

9-10

0、 5,000、

50,000

(経 口)1)

50,000

ペンテ トラゾー i

ス トリキニーネ■t

電撃誘発痙早に11こ

影響なし

llA余‖反‖瞑「ト
ddY

マウス
雄

9-10

0、 5,000、

50,000

(経 日)D
50,000 影響なし

体温
ddY

マウス
雄 10

0、 25,000、

50,000

(経 口)。

影響なし

脊髄反射電位 獅
ネコ

雌雄 5

125-1,000

(累積投与)。

(十二指腸内

1,000 影響なし

脳 波
ヤヽ恥

ラット
雄 10

0、 1,000、

10,000

(経 口)D
1,000

1,000m♂鰐 体・lで

前頭葉脳波に変化、

48時間後に回復

日
律
神
経
系

瞬1莫収縮反応 維
ネコ

雌雄 4
10^´ 100

(静脈内)'
影響なし

体
性
神
経
系

月リト腹筋収縮
ヽ
～
憲a

ラット
雄 4

125～ 100

(静脈内)'
影響なし

一 1最大作用量又は最小無毒性量をヨ

溶媒は 1)原 液、

"Dl∬
 を用いた。



8.急性毒性試験

(1)急性毒性試験

エ トフェンプロックス (原体)の急性毒性試験が実施された。結果は表 22に示

されている。 (参照 8、 9)

表 22 急性毒性試験結果概要 (原体 )

与

路

投

経
動物種

LD50(nう g/kg体重 )

雄 ~両 観察された症状

経 口

SDラ ット

雌雄各 10匹
>42,900 >42.900

立毛、自発運動低下、灰白色の軟便、

下痢、体毛汚染

死亡例なし

ICRマ ウス

雌雄各 10匹
>107,0()() >107,1)00

下痢、呼吸速迫、体毛汚染、立毛、

腹部膨満

50m副鱈体重以上で死亡例

ビーグル大

雌雄各 1匹
>5,000 >5,000 症状及び死亡例なし

経皮

SDラ ット

雌雄各 10匹
>2,140 >2,14‐ 0

自発運動低下、うずくまり

死亡例なし

ICRマ ウス

雌雄各 10匹
>2,140 >2,140 症状及び死亡例なし

1夏月空内

SDラ ット

雌雄各 10匹
>42,900 >42,900

立毛、軟使、下痢

死亡例なし

ICRマ ウス

雌雄各 10匹
>53,600

13,400‐

26,800

自発運動低下、顔面浮腫、腹部膨満、

軟便、立毛

625m朝9体重以上で死亡例

皮 下

SDラ ット

雌雄各 10匹
>32,20() >32,200

立毛、 うずくまり、灰自色の軟便、

体毛汚染

死亡例なし

ICRマ ウス

雌雄各 10匹
>53,600 >53,600 症状及び死亡例なし

吸入
VAstarラ ット

雌雄各 5匹

LCr, (me/l-) 閉眼、半眼、異常姿勢、異常呼吸、

嗜眠、脱毛、自発運動克進

死亡例なし
>5,9 >59

代謝物Ⅱ及びⅣを用いた創生毒性試験が実施された。結果は表 23に示されてし

る。 (参照 8、 9)

表 23 急性毒性試験結果概要 (代謝物Ⅱ及びⅣ )

験

質

被

物

与

路

投

経
動物種

LDttmJkg体重)
観察された症状

雄 雌

I 経 目
SDラ ット

雌雄各 5匹
>5,000 >5,000 症状及び死亡例なし

lV 経 日
SDラ ット

llt雄各 5匹
>5,000 >5,000

一過性の運動低下

死亡例なし

(2)急性神経毒性試験 (ラ ット)

SDラ ット (一群雌雄各 10匹 )を用いた単回強制経口 (原体 :0、 25、 125、 500及

び 2,000m♂贈 体重、溶媒 :10%MC水溶液)投与による急性神経毒性試験が実施

された。

木試験において、いずれの投与群においても検体投与の影響は認められなかつた

ので、無毒性量は雌雄とも本試験の最高用量 2,000m♂贈体重であると考えられた。

|わ 経毒性は認められなかつた。 (参照 8)

9 眼・皮膚に対する刺激性及び皮膚感作性試験

日木白色種 ウサギを用いた眼刺激性試験及び皮膚刺激性試験が実施された。その

結果、エ トフェンプロックスは眼及び皮膚に対し刺激性を示さなかった。

Hartleyモルモットを用いた皮膚感作性試験 (M継童並atiOn法 )が実施され、皮

膚感作性は陰性であつた。 (参照 8、 9)

10.亜急性毒性試験

(1)90日 間亜急性毒性試験 (ラ ット)①
SDラ ット (一群雌雄各 20匹)を用いた混餌 (原体 :0、 50、 300、 1,800及び

10,800 ppm)投与による90日 間亜急性毒性試験が実施された。

各投与群に認められた毒性所兄は表 24に示されている。

本試験において、1,800 ppm以上投与群の雄でAST、 N」T及びT Chol増加等が、

10,800 ppm投 与群の雌で体重増加抑制等が認められたので、無毒性量は雄で 300

ppm(20 mg/1cg体 重/日 )、 雌で 1,800 ppm(142 mg/1tg体 重/日 )であると考えら

れた。 (参照 8、 9)



表24 90日 間亜急性毒性言式験 (ラ ット)①で認められた毒性所見
投与群 雄 雌

10,800 ppnl 体重増加抑制

PT、 AP貿 延長

LDH増加

肝及び副腎絶対及び比重量2増

加、甲状腺比重量増加

:餘識 靱 謂 褥 り曽

加、甲状腺比重量増加    |
・イ渫 中心側 千細 包月巴大   |

1黒越奨彎
小知 の増加

 |
1,800 ppnl以 上 AST、 」́LT、 T Chol増 力日、 T4

減少

甲状腺絶対重量増加

月干月重大

甲状腺微小ろ胞の増加

1,800 ppm以 下毒性所 /FLな し

300 pDnl lメ ]( 毒性所見なし

(2)90日 間亜急性毒性試験 (ラ ット)②
Wistarラ ット (一群雌雄各 15匹 )を用いた混餌 (原体 :0、 50、 300、 1,800`セ

び 10,800 ppm)投与による90日 間亜創生毒性試験が実施された。

10,800 ppm投与群の雄は、投与開始 7～62日 後までに5例が死亡、10例がり]11

と殺された。各投与群に認められた毒性所見は表 25に示されている。

本試験において、1,800 ppm以 上投与群の雄で体重増加抑制等が、雌で小某中,二

性肝細胞肥大等が認められたので、無毒性量は雌雄とも300 ppm(雄 :22 7 nlgよ
=

体重/日 、雌 :235m♂贈体ヨ 日)であると考えられた。 (参照 8)

表25 90日 間亜急性毒性試験 (ラ ット)②で認められた毒性所見
投与群 雄

10,800 ppm 死亡、切迫と殺

摂III量、飲水量減少

PT延長

胸腺うつ血及び出血

小葉中心l■l孫日胞肥大

精巣上皮細胞変性

精巣上体出血

精巣上体精子肉芽腫

・体重増加抑制、摂餌量、飲水11

減少
・凡 P、 T Chol増 カロ、Glu減少

・肝、日1腎及び甲状腺絶対及び‖

重量増加

1,800 plDm以 上 ・体重増加抑制

・甲状腺絶対及び比重量増加

・ 13、  14増 刀‖

・月、葉中心イJ孫田月包月E大

300 DDn3以 下 毒性所見なし 毒性所見なし

(3)90日 間亜急性毒性試験 (マ ウス)

ICRマ ウス (一群雌雄各 20匹 )を用いた混fI「 (原体 :0、 50、 500、 3,000及 U

15:000 ppm)投与による90日 間■1急性毒性試験が実施された。

15,000 ppm投与群の雌雄各 1例が死亡した。また、同群の雌雄各 1例が、健康

状態の悪化のため、 L/」 迫と殺された。

15,000 ppm投 与群の雌雄で 一般症状 (立 毛、前屈姿勢、削痩、蒼白、呼吸困難、

振戦、不安定歩行及び嗜眠)、 顕著な体重増力抑制、摂餌量減少、飲水量増加、RBC、

Hb、 Ht減少、Lym又は Neuの増加、Gh減少、尿比重減少、腎絶対及び比重量

増カロ、腎病変 (腎の蒼白化、腎皮質療痺、腎尿細管好塩基性変化、腎尿細管拡張、

腎孟拡張)、 小葉中心性肝細胞肥大、白牌髄細胞密度の増加、リンパ節の反応性変

化並びに胸腺細胞密度の減少が、同群の雌でB酬、T Choll・y加 、血色素尿及び腎

l■大が認められた。

本試験において、15,000 ppnl投与群のすЦF雄で頭著な体重増加抑制等が認めいれ

たので、無毒性量は
'唯

雄とも3,000 ppm(4た 1375 mg/kg体重/日 、雌 :390 mgなg

体重/日 )であると考えられた。 (参照8)

(4)90日 間亜急性神経毒性試験 (ラ ット)

SDラ ット(一群雌雄各 10匹)を用いた注L餌 (原 体 :0、 2,500、 5,000及び 10,000

ppm)投与による90日 間亜創 生神経毒性試験が実施された。

10,000 ppm投与群の雌で肝絶対及び比重量増加が、5,000 ppm以上投与群の雄

で肝絶対重量増加が、2,500 ppm以 上投与|「「の雄で肝比重量増力日が認められた。

いずれの投与群でも、機能観察総合検査 (FOB)、 自発運動量、神経病理組織学

的検査において検体投与の影響は認められなかつた。

本試験において、2,500 ppm以上投与群 t′ )雄で肝比重量増カロが、10,000 ppnl投

与群の雌で肝絶対及び比重量増力‖が認められたので、無毒性量は雄で 2,500 ppnl未

満 (149m♂弓 体重/日 未満)、 雌で 5,000 ppm(350 mgな g体重/日 )であると考

えられた。神経毒性は認められなかつた。 (参照 8)

(5)90日 間亜急性吸入毒性試験 (ラ ット)

Wistarラ ット (一群雌雄各 15 LL)を 用いた吸入 (原体 :0、 0042、 021及び

101 mgЪ、全身暴露、6時間/日 、6日 /週 )暴露による 90日 間亜急性吸入毒性試験

が実施された。

本試験において、101 mgん 暴露群のJll雄で、肝及びFF状腺絶対重量増加、小葉

中心性肝細胞肥大が、同群の雄で甲状腺小型ろ胞増加及びろ胞上皮の丈の増加が認

められためで、無毒性量は、雌雄とも0 21 mg7Lであると考えられた。 (参照 8)

(6)28日 間亜急性経皮毒性試験 (ウサギ)

NZWウサギ (―群雌雄各 10匹)を用いた経皮 (原体 :0、 400、 650及び 1,000

m♂贈体重/日 、6時間/日 、毎日投与)投与による28日 間亜急性経皮毒性試験が実

施された。また、対照群及び最高用量群 (1,000m♂喀体重/日 )は、別に一群 (雌2体重比重量を比重量という (以 下同じ)。



雄各 10匹)を設け、28日 間の投 li期間後、14日 間の回復期間を置いた。

企投与群の雌雄で、痴皮、落屑、真皮び漫性細胞浸潤、表皮過形成等の皮膚変化

が認められたが、回復期間終了後には皮膚所見の頻度、程度が低下したことから、

これは検体を繰り返し塗布したことによる物理的束1激によるものと考えられ、投与

を中止することによって回復すると考えられた。

本試験において、全身に対する検体投与の影響は認められなかったので、全身に

対する無毒性量は雌雄とも本試験の最高用量 1,000 mg/kg体 重/日 であると考えら

れた。 (参照 8)

(フ )90日間亜急性毒性試験 (ラ ット:代謝物Ⅳ)

SDラ ット (一群雌雄各 10匹 )を用いた混餌 (代謝物Ⅳ :0(50、 700及び 10,000

ppm)投与による 90日 間亜急性毒性試験が実施された。

10,000 ppm投与群の雌雄で体 rll増加lI I制 、劇LP増加、T4及び Oob減少並びに

腎比重量増加が、同群の雄で斑r増加並びに■及び TP減少が、同群の雌で腎絶

対重量増加並びに肝絶対及び比重量増力目が認められた。

本試験において、10,000 ppm以 上投与群の雌雄で体重増加抑市1等が認められた

ので、無毒性量は雌雄とも 700 ppln(雄 :54m♂蟷 体重/日 、雌 :64 mυkg体重/

日)であると考えられた。 (参照 8)

11.慢性毒性試験及び発がん性試験

(1)1年間慢性毒性試験 (イ ヌ)

ビーグル犬 (一群雌雄各 4匹)を用いた混餌 (原体 :0、 100、 1,000及 び 10,000

ppm)投与による 1年間慢性毒性試験が実施された。また、対照群及び 10,Ooo ppm

投与群は、別に一群 (雌雄各 2匹)を設け、投与期間終了後、8週間の回復期間を

置いた。

10,000 ppm投 与群の雌雄でTP及びAb減少、ALP増カロ並びに肝絶対及び比重

量増加が、同群の雄で TChol減少が、雌で小葉中心性肝細胞肥大が認められた。

これらの所見は、いずれも回復期間終了時には対照群 と差は認められなかった。

本試験において、10,000 ppm投 与群の雌雄で TP及びAb減少、劇P増加等が

認められたので、無毒性量は雌雄とも 1,000 ppm(雄 :334m♂昭体重/日 、雌 :

32_2 mg/kg体重/日 )であると考えられた。 (参照 8、 9)

(2)2年間慢性毒Ⅳ 発がん性併合試験 (ラ ット)

SDラ ット (主群 :す群1唯雄各 50匹、中間と殺群 :一群雌雄各 20匹)を用いた

混餌 (原体 :0、 30、 100、 700及び 4,900 ppm)投 与による2年間慢性毒↑り発が

ん性併合試験が実施された。

各投与群に認められた毒性所見 (非腫瘍性病変)は表 26に、甲状腺腫瘍の発生

頻度は表 27に示されている。

対照群 と投与群で死亡率に差は認められなかった。

4,900 pplll投 与群の雌で甲状腺ろ胞細胞腺腫の発生頻度が増加 した。これは、エ

トフェンプロックス投与による甲状腺ホルモン分解酵素誘導に伴うTSH増加が関

与している可能性が示唆された。

本試験において、700 ppm以 上投与群の雄で変異肝細胞巣 (好酸性/空胞)等が、

4,900 ppm投与群の雌で体重増加抑制等が認められたので、無毒性量は雄で

100ppm(37 mg/kg体 重/日 )、 雌で 700 ppm(343 mg/kg体 重/日 )であると考

えられた。 (参照 8)

(甲 状腺腫瘍の発生メカニズム試験に関しては[14(1)]参照)

表 26 2年間慢性毒l■/発がん性併合試験 (ラ ット)で認められた毒性所見

lヽshorの直接確率法 *:pく001
Potoの検定 #:pく005

(3)2年間発がん性試験 (マ ウス)

ICRマ ウス (主群 :一群雌雄各 52匹、中間と殺群 :一群雌雄各 24匹)を用いた

混FII(0、 30、 100、 700及び 4,900 ppm)投与による 2年間発がん性試験が実施 さ

れた。

各投与群に認められた毒性所見は表 28に示 されている。4,900 ppm投 与群の雄

で死亡率が増加 したが、これは腎病変の発生率増加が原因であると考えられた。

検体投与に関連 して発生頻度が増加 した月重瘍性病変はなかった。

(非腫瘍性病変)

投与群 雄 雌

4,900 ppm 体重増加抑制、飲水量減少

トロンボテスト時間延長

肝絶対及び比重量増加

小葉中心性肝細胞肥大

月干内胆管増生

肝内月旦管周囲炎

体重増加抑制、飲水量減少

肝絶対及び比重量増加

月刊重大

小葉中心性肝細胞肥大

変異肝細胞巣 (好酸性/空胞)

甲状腺ろ胞嚢胞

700 ppm以上 ・甲状腺絶対重量増加

・変異月干細胞巣 (好醐剪空胞)

700 ppm以下毒性所見なし

]00 ppm ,以 下 毒4士所見な し

表27 甲状1泉腫瘍の発生頻度 (全動物)

雄 雌

投与群 (ppm) 0

検査動物数

「F状腺ろ胞細胞腺腫 4 ll 0 3 2 0

ろ胞細胞癌 0 1 0 0 1

べ
‐ｔ，

5 0 3 2 2 9・#



本試験において、100 ppm以上投与群の雌雄で腎尿細管好塩基性変化が認めらオt

たので、無毒性量は1唯雄とも30 ppm(雄 :31m3/1Cg体重/日 、雌 :36 mgな g体二[1

/日 )であると考えられた。発がん性は認められなかった。 (参照 8、 9)

表 28 2年間発がん性言式験 (マ ウス)で認められた毒性所見

1交
J学渭羊 雄 雌

4,900 ppm 死亡率増加

体重増加抑制
IIb、 RBC、 MCHC減 少、MCV
増加

腎皮質療痕

・体重増加抑制
。飲水量増加
・肝絶対及び比重量増加

700 ppm !J h. ・飲水量増加
・腎蒼白化

100 ppln以 _L ・腎尿細管好塩基性変化 ・腎尿細管好塩基1生変化

30 nnm 毒性所見なし 性所見なし

12.生殖発生毒性試験

(1)2世代繁殖試験 (ラ ット)

SDラ ット(一群lll雄各 28匹 )を用いた混餌 (原体 :0、 100、 700及び 4,900 ppnl'

投与による 2陛代繁殖試験が実施された。各世代とも 2回ずつ交配、出産させ、2

回目の産児 (Fla)を 次世代の親動物とした。

親Lll物及び児動物における各投与群で認められた毒性所見はそれぞれ表 29に示

されている。

また、Fla及び F2b児動物は、それぞれ離乳 13及び 16週後まで検体を1交 与した

ところ、4,900 ppm投 与群の1唯雄で肝及び腎補正重量3増加、雌で牌、心及び下1111く

補正重量増カロが、700 ppm以上投与群の雌雄で着色尿、雌で腎絶対重量増加が認ダ,

られた。

本試験において、親動物では 4,900 ppm投 与群の雄で肝及び腎補正重量増加等,｀

700 ppm以 上投与群の雌で腎集合管嚢胞等が、児動物では 700 ppllYl以上投与群 (「

肝補正 ll量増加が認められたので、無毒性量は親動物では雄で700 ppm(P雄 :499

m♂罐 体重/日 、Fl雄 :583 mg/k‐ g体重/日 )、 雌で 100 ppm(P llt i 8 1 mgよ glく

車/日 、Fl雌 :9 1 mg7/kg体 重/日 )、 児動物では 100 pp面 (P雄 :71 mgな g体 ||

日、P雌 :81l mg/kg体重/日 、Fl雄 :84m♂鱈 体重/日 、Fl雌 :91m″kg白 :「
|

日)で あると考えられた。繁殖能に対する影響は認められなかつた。 (参照 8、 9,

(受精能及び繁殖性に対する影響に関しては[149)]、 児動物の成熟に及llJす ムし

響に関しては[14(3)]を 参照)

3最終体重を共変数として共分散分析した臓器重量 (以下同じ)。

(2)発生毒性試験 (ラ ット)

SDラ ット[―群雌 35匹 :親動物 (P)]の妊娠 6～17日 に強制経口(原体 :0、 125、

250及び 5,000 mg/kg体 重ノ日、溶媒 :1%卜IC水溶液)投与して、発生毒性試験が

実施された。出産後、児動物 (F]:Pの各‖羊各腹雌雄 1匹ずつ)は検体無投与「で飼

育し、12週齢で交配、出産させた (児動物 F2)。

母動物 (P)では、5,000 mgた g ll・重/日 投与群で流涎、口周辺部の赤褐色の若色、

軽微な体重増加抑制並びに皮膚の病変 (痴皮、着色及び脱毛)が認められた。

胎児・児動物 (Fl及 び F2)では、検体投与‐の影響は認められなかつた。

本試験における無毒性量は、母動物で 250 mg71cg体劃 日、胎児・児動物で本試

験の最高用量 乱000 mg7kg体 重/日 であると1考 えられた。催奇形性は認められなかつ

た。 (参照 8、 9)

表 29 2世代繁殖試験 (ラ ット)で認められた毒性所見

＼ 投与群
親 IP、 児 :Fta'Flb ffi : Fru, lE : Iiz.'lizu
雄 よ4桂 雄 llE

親
動
物

4,900 ppm ・肝及び腎補正重

量ナ曽力日

・甲状腺絶対重量

土曽カロ

・月干ネ南正重量増力日

・甲状腺絶対重量

ナ曽力‖

着色尿  _
飲水量増カロ傾向

肝及び腎補正重

量ナ曽力Π

甲状腺絶対重量
上曽カロ

腎集合管嚢胞

腎髄質巣状線維

化、うつrTL、 炎

症細胞、鉱質沈

着、出血

腎尿細管好塩基

性変化
小葉中′い性肝細

月包月巴大

甲状腺ろ胞上皮

細胞の文の増加

着色尿

飲水量増力「仁:向

肝及び腎補I重
妻 曽力日

腎肥大

腎髄質巣状線維

化、うつ■■、炎

症細胞、出J
腎尿細管好塩基

性変化

小葉中心′
l■ li細

胞月巴大

甲状腺ろ胞 L皮

細胞の文の1憎加

700 11pm以 上 700 ppm以下

毒性所見なし

7t10 ppnll決
~ド

苛ll所見な tン

700 pplu以 下

毒性所見なし

・腎集合管嚢胞及

び拡張
・腎皮髄境界劇

`鉱暫 沖 着

I 00 ppm 毒性所見なし

児

動

物

4,900 ppm 生後 12～ 21日 死亡数増加傾向

振戦、腹部膨満、異常歩行

低体重

肝絶対重量増加

腎絶対及び補正重十増加

振戦、腹部1彰満、異常歩行

低体重

肝絶対重量増加

腎絶対及び補正重量増加

700,DIIlじ た上 ・肝補正重量増加 ・肝補正重量増加

100 lpm 毒性所見なし 毒性所見なし



(3)発生毒性試験 (ウサギ)①
NZWウサギ (一群雌 16～ 171L)の妊娠 6～ 18日 に強制経日 (原体 :0、 10、 50

及び250 mg/kg体 重/日 、溶媒 :1%MC水溶液)投与して、発生毒性試験が実施さ

れた。

母動物では、250m♂聴体重/日 投与群で摂餌量減少及び流産 (2例 )が、50 mgkg

体重/日 以上投与群で体重増加抑制が認められた。

胎児では、250 mgttg体 重/曰 投与群で早期月杢死亡増カロ傾向が認められた。

本試験における無毒性量は、母 l・1物で 10m♂贈体重/日 、胎児で 50 mykg体市/

日であると考えられた。催奇形性は認められなかった。 (参照 8、 9)

(4)発生毒性試験 (ウサギ)②
NZWウサギ (一群雌 22匹)の妊娠 6～28日 に強制経口 (原体 :0、 30、 100及

び 300m♂贈体重/日 、溶媒 :1%MC水溶液)投与して、発生毒性試験が実施され

た。

母動物では、300 mg/kg体 重/日 投与群の1例が妊娠26日 に流産し、死亡した。

死亡前には、削痩及び排便減少が観察され、剖検では腸管拡張及び粘膜出血が認め

られた。また、100 mg/kg体 重/日 投与群の1例が妊娠 26日 に死亡したが、死因は

不明であつた。30 mg/kg体 重/日 投与群の 1例及び 300m♂贈体重/日 投与群の 3

例 (前述の死亡例 1例 を含む)が流産のため試験から除外され、さらに、300m♂鱈

体重/日 投与群の 1例が削痩及び無排便のため切迫と殺され、試験から除外された。

その他の母動物については、300m♂贈体重/日 投与群で排便減少又は無排便、体重

増カロ抑+1及び摂餌量減少が認められた。

胎児では、300 mg/kg体 重/日 投与群で低体重が認められた。さらに、同群では骨

格変異として、13肋骨 (56%)及 び未骨化距骨を有する胎児の統計学的有意な増加

がみられた。13肋骨は本試験実施機関の背景データ,(42%)を上回るものの、対照

群、30及び100 mg/kg体 重/日 投与群での発生率がそれぞれ 40、 42及び 33%であ

り、発生率に用量相関性がなかったことから、検体投与による影響ではないと考え

られた。未骨化距骨は、観察された胎児の体重が低かったことから、胎児の発育遅

延によるものと考えられた。

本試験において、300m♂罐体重/日 投与群の母動物で体重増加抑制等、胎児で低

体重が認められたので、無毒性量は母動物及び月台児で 100m♂鱈 体重/日 であると

考えられた。催奇形性は認められなかった。(参照 8)

(5)発達神経毒性試験 (ラ ット)

SDラ ット (―群雌 24匹 )の妊娠 6～哺育 20日 に混餌 (原体 :0、 250、 700及

び 2,100 ppm)投 与して、発達神経毒性試験が実施された。

母動物では、2,100 ppm投 与群で立ち上がり回数の増加が認められた。

児動物では、2,100 ppm投 与群で哺育 14～ 21日 に児動物の死亡による同腹児数

減少が認められたが、哺育 21日 の各群における生存児数は同等であつた。同群で

は眼の異常 (腫大、突出、暗色等)が認められたが、これらは病理組織学的検査の

結果、前眼房内の黒色血液の貯留が認められ、毒性所見ではないと考えられた。ま

た、同群の雌雄で尾及び四肢の切創、出血又は発赤等、同群の雄で自発運動量の低

下及び驚愕反応に対する潜時の延長、雌で驚愕反応の振1隔の増カロが認められた。

児動物の神経組織病理学的検査では、検体投与の影響は認められなかった。

本試験において、2,100 ppm投 与群の母動物で立ち上がり回数の増力日が、児動物

で自発運動量の低下等が認められたので、無毒性量は母動物及び児動物で 700 ppm

(79.2m♂贈体重/日 )であると考えられた。 (参照 8)

13.遺伝毒性試験

エ トフェンプロックスの細菌を用いたDNA修復試験及び復帰突然変異試験、チ

ャィニーズハムスターV79細胞を用いた遺伝子突然変異試験、チャイニーズハムス

ター肺出来培養細胞 (CHL)及び初代培養ヒト末梢血リンパ球を用いた力 詢 o染

色体異常試験、ヒトHeLa S3細 胞を用いた力 哉■o不定期DNA合成 (llDS)試 験

並びにマウスを用いたカ ガ
"小

核試験が実施された。

結果は表 30に示されており、結果がすべて陰性であつたことから、エトフェン

プロックスに遺伝毒性はないものと考えられた。 (参照 8、 9)

表 30 遺伝毒性試験概要 (原体 )

試 験 対象 ホ古夕に

iil vilro

LINA l珍 優

試験

″′″/ルs`′かしi■is

(H17、 M45株 )

100-20,000 μg/テ
゛
ィスク(+7-S9) 陰性

復帰突然
変異試験

S´レコの23■■a
物 励

"面
囲

(TA98、 TA100、
TA1535、 TA1537、
TA1538株 )

Escherittaιタン
llVP2 υvTA株 )

10～ 5,000 μg/フ
・レート(+/― S9) 陰性

遺伝子突然
変異試験

ナャイニースハ ムスター

V79細月包
(HGPRT遺伝子座 )

9.?5-156 Fg/mL G/-Sg) 陰性

染色体異常
試験

チャイニースハムスター

肺由来細胞 (CHL)
0.38-124 pg/ml (+/-S9) 陰性

初代壻養 ヒト末梢血

リンパ球
125～ 50 μg/mL← /S9) 陰性

UDS試験 ヒトHeLa S3細月包 ま::11:ぎ IF計問 '

陰性

7′

':′
豫9 小核試験

ICRマ ウス (骨髄細胞)

(二群雌雄各 5匹 )

80、  400、  2,000 mg/kg ●ゝ:車

(単回経口投与、24時間後採取)

2,000 mgな g体重
(単回経口投与、48及び 72時間

後採取)

陰性

下 及 び 非 存 在 下



表 31 遺伝毒性試験概要 (代謝物)

微 駅

物質
試験 対象 処理濃度・投与量 ホ与果

Ⅱ

DNA修復
試験

Iた 諏btilis(I117、  M45初 0

①391～ 10,000 μg″
・
ィスクl―「S9)

781-20,000 μg″
・ィスク(― S9)

②156～ 4,000 μg″
゛
ィスクl■S9)

10～ 16_Oμ
「

177・ ィスク(―S9)

1陰 11

復帰突然
変異試験

S物 み加
"“(TA98、 TA100、 TA1535、

TA1537、 TA1538彬長)

fl οのケ (ヽVP2 υル″4本朱)

1,250-40,00011g/フ
・レート(+/― S9) 陰 じ

Ⅳ

DNA
修復試験

J caケ

(WP‐ 2、 WP 67、 CM‐871株 )

320～ 10,000μ 鬱11lL←■S9)

(2、 18時間暴露)

陰性

復帰突然
変異試験

∫ 秒 力肋
"“(TA97a、 TA98、 TA100、

■ヽ 102、 TA1535、

TA1537株 )

ac。″ (wP2′フ771 Mk)

5o～ 5,000 ttg/フ
゜
レート(+ル S9) 1陰 ‖

染色体異常
試験

初代培養ヒト末梢血リンパ球
75～ 300 μg/mLl―「S9)

5～20μ賢/mL(S9) 陰11[

注)+/― S9 :イ 硼

代謝物Ⅱ及びⅣの細菌を用いた DNA修復試験及び復帰突然変異試験itびに代讀|

物Ⅳのヒト末梢血リンパ球を用いた染色体異常試験が実施された。

試験結果は表 31に示されているとおりすべて陰性であつた。 (参照 8)

14,その他の試験

(1)甲状腺腫瘍発生メカニズム試験 (ラ ット)

ラットを用いた 2年間1曼性毒性/発がん性併合試験[11(2)]に おいて、4,900 ppln

投与群の雌で甲状腺ろ胞細胞腺腫の発生頻度増加が認められたため、エ トフェンフ

ロックスと甲状腺腺腫との因果関係を明らかにするために、SDラ ット (一群lul却 :

各 20匹 )に 、エ トフェンプロックスを 14又は 28日 間4混餌 (原体 :0、 1,250、 5,000

及び 20,000 ppm)投 与する試験が実施された。

20,000 ppm投 与群の雄及び 5,000 ppm以 上投与群の雌で体重増カロ抑制が、5,000

ppm以上投与群の雌で摂餌量減少が認められた。

TSHは、20,000又は 5,000 ppm投 与群の雌雄で増加 したが、回復期間を置いた

群では、対照群との差は認められず、投与中止によつて回復することが示唆された_

T4は、20,000 ppmで 14日 間投与した雄で減少 したが、14日 間投与群の雌、28

日間投与群及び回復期間を置いた群の雌雄では、いずれも対照群と差は認められな

かつたc T3に 検体投与の影響は認められなかつた。

4 i)14日 間又は1)28日 間混餌投与群、Ш)14日 間混餌投与後 14日 間回復期間を置いた群、市)28日 ‖
"せ餌投与後 28日 間回復期間を置いた群、の 4群を設けた。

臓器重量に関しては、20,000 ppln投 与群の雌及び 1,250 ppm以 上投与群の雄で

肝絶対重量又は比重量増加が認められたが、回復期間を置いた群では、対照群と差

は認められなかつた。

病理組織学的検査において、20,000 ppm投 与群の1唯雄で、小葉中心性肝細胞肥

大及び多核肝細胞増加が認められた。回復力1間 を置いた群でも、雌の一部で多核肝

細胞増力日及び小葉中心性肝細胞肥人が認められた。

肝 ミクロソーム画分の分析において、20,000 ppmで 4日 間投与した雌雄及び

5,000 ppmで 14日 間投与した雄でlTDPGT活性上昇が認ゅられた。しかし、28日

間投与群の雌ではlIDPGT活性上昇は認められなかつた。

甲状は ルヽオキシダーゼの分析において、28日 間投与 した全投与群のlll雄 で、ペ

ルオキシダーゼ活性低下が認められたが、この所見と甲状腺ホルモンとの関連は明

らかではなかつた。

甲状腺の BrdtT免疫染色による細胞増殖活性を測定したところ、20,000 ppm投

与群の雄で軽微な細胞増殖増加が認められたが、刈照群 との間で有意差は認められ

なかつた。

以上より、エ トフェンプロックス投与により、TSH増加、T4減少、肝重量増加、

UDPGT活性上昇及び小葉中心性月十細胞肥大が生じることが示された。したがつて、

ラットの雌で認められた甲状腺ろ胞細胞腺lrの増加の機序として、肝臓の第二相酵

素であるllDPGT活性が誘導され血中 T4か減少 した結果、TSHが増加 したことに

起因する可能性が示唆された。 (参照 8)

(2)受精能及び繁殖性に対する影響試験 (ラ ット)

SDラ ット (一群雌雄各 24匹)に、エ トフェンプロックスを強制経口 (原体 :0、

12_5、 250及び 5,000 mg/kg体 重/日 、溶媒 :1%MC水溶液)投与し、受精能及び

繁殖性に対する影響が検討された。投与期間は、雄は交配 9週間前から全llt動物の

最終剖検時まで (投与開始から約 15週間後)、 雌は交配 2週間前から妊娠 7日 まで

とされ、雌は妊娠 20日 に全例剖検された。

親動物では、死亡例はなかつたじ5,000 ngttg体 重/日 投与群の雌雄で肛門生殖器

周辺の汚染、粗毛、糞中の結品が認められた。

親動物の体重、摂餌量、妊娠率及び剖検所見に検体投与の影響は認められなかつ

た。

月台児では、着床数、着床前及び着床後の1小損失率に対照群と投与群で有意な差は

認められず、奇形、内臓異常、骨格異常及び偶・格変異に検体投与の影響は認められ

なかつた。

本試験において、親動物で検体投与による軽度の影響は認められたものの、繁殖

能及び胎児に対する影響は認めら1■,なかっ11。 (参照 8、 9)
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(3)児動物の成熟に対する影響試験 (ラ ット)

SDラ ット (一群雌 25匹 :P世代)の妊娠 17～哺育 21日 に、エ トフェンプロッ

クスが強制経口 (原体 :0、 125、 250及び 5,000m♂贈 体重/日 、溶媒 :1%MC水
溶液)投与されたら各群の児動物 (雌雄各 25匹 :Fl世代)は 12週齢で交配、出産

させ、児動物 (F2世代)の哺育 21日 まで飼育して、児動物の成熟に対する影響が

検討された。

P世代母動物では、250 mg/kg/1k重 /日 投与群の 1例が死亡したが、検体投与の影

響と考えられなかつた。5,000 mgなg体重/日 投与群で肛門生殖器周辺の着色、体車

増加抑制及び摂餌量減少が認められた。

P世代児動物 (Fl)では、5,000血♂聴 体重/日 投与群で死亡率の増加|、 鼻周囲の

皮膚の暗色化、振戦、自発運動の協調性低下、体重増加抑制、同腹児重量減少、腎

肥大及び退色、腎皮質瘤痕、脳 うっ血、切歯不正咬合、腎集合管嚢胞並びに急性炎

症性細胞浸潤が認められた。

Fl世代親動物では、5,000 mgな g体重/日 (Fl動物の母動物の投与量)投与群の

雌雄で軽度の体重増加抑制、飲水量増加、腎絶対重量及び補正重量増加、腎集合管

嚢胞並びに腎尿細管急性炎症細胞が、雌で血_尿が認められた。

Fl世代児動物 (F2)では、検体投与の影響は認められなかった。

本試験において、5,000 mg/kg体 重/日 投与群の親動物及び児動物で体重増加抑制

等が認められたので、無毒性量は親動物及び児動物で 250 mg/kg体重/日 であると

考えられた。 (参照 8、 9)

Ill.食 品健康影響評価

参照に挙げた資料を用いて、農薬「エトフェンプロックスJの食|・

nl健康影響評価を

実施した。
14cで標識したエトフェンプロックスのラットにおける動物体内運命試験の結果、

エトフェンプロックスは、投与 3～ 5時間後にCmaxに 達した。用量の違いによるCmax

及び AUCの変化、ツト泄率から計算された吸収率のデータ等から、低用量でより高い

吸収率が得られるものと考えられた。吸収率は最大でも51%であつた。投与後 120時

間で944～988%T_4Rが 尿及び糞中に排泄され、主要排泄経路は糞中であつた。体内

では、脂月方、日1腎、膵臓等に比較的多く分布し、脂肪からの減衰は、他の組織よりや

や遅かった。また、妊娠ラットに経口投与されたエトフェンプ■ックスは、乳汁中に

移行することが確認された。糞及び組織中の主要成分は親化合物であつたが、尿及び

Hl汁 中に親化合物は存在しなかった。主要代謝物はⅡ及びⅢであつた。

イヌ及びマウスにおける動物体内運命試験の結果、主要排泄経路は糞中であり、主

要代謝経路にラットとの大きな差は認められなかった。

14cで標識したエトフェンプ■ックスの植物体内運命試験の結果、植物体内での主

要成分は、親化合物及び代説f物Ⅳであり、Ⅳは茎葉散布された水稲の玄米中に 71～

122%TRR(0.009～ 0079 mg/kg)、 稲わら中に 215～ 223%TRR(0952～ 903

mgなg)存在した。エ トフェンプロックス及び代謝物Ⅳを分析対象化合物として作物

7rt留 試験が実施された。エ トフェンプロックスの最高値は、最終散布 14日 後に収穫

した温州みかん (果皮)の 114m♂鱈、代謝物Ⅳの最高値は、最終散布28日 後に収

穫したなつみかん (果皮)の 11l m♂畦 であつた。またヾ魚介類におけるエ トフェ

ンプロックスの最大推定残留イ直は、0713m♂聴であつた。

各種毒性試験結果から、エ トラェンプロックス投与による影響は、主に肝臓 (肝細

胞肥大等)、 腎臓 (尿細管好塩基性変化等)、 甲状腺 (微小ろ胞増加等、ラット)及

び血液 (貧血等、マウス)に認められた。神経毒性、繁殖能に対する影響、催奇形性

及び遺伝毒性は認められなかった。

発がん性試験において、ラットの雌で甲状腺ろ胞細胞腺1重が認められたが、遺伝毒

性試験がすべて陰性であつたこと及びメカニズム試験の結果より、腫瘍の発生機序は

遺伝毒性メカニズムとは考え難く、評価にあたり閾値を設定することは可能であると

考えられた。

植物における主要代謝物Ⅳの動物体内での生成や体内動態については、十分に解明

されていない。しかしながら、ラットを用いた動物体内運命試験及び 90日 間亜急性

毒性試験の結果から、代謝物Ⅳの動物体内における代謝及び排泄は速やかであり、蓄

積性は極めて低く、また、毒性は親化合物と同等又はそれ以下であると判断された。

このため、食品中の暴露評価対象物質をエトフェンプロックス (親化合物)及び代謝

物Ⅳと設定することにより、食品を介したヒトヘの安全性は確保されると考えられた。

各試験の無毒性量等は表 32に示されている。

食品安全委員会は、各試験で得られた無毒性量の最小値が、マウスを用いた2年間

43



発がん性試験の31m♂贈体重/日 であつたので、これを根拠として安全係数 100で 防

した0031m♂嘔体重/日 を一日摂取許容量 (却DI)と 設定した。

DI 0031m♂電体重/日

(_ADI設 定根拠資料) 発がん性試験

(動物種)      マウス

(期 間)       2年 間

(投与方法)     混餌

(無毒性量)     31mグ 贈 体重/日

(安全係数)     100

なお、今回の食品健康影響評価の対象は、魚介類及び畜産物についてであり、辿サiI

拡大にあたり食品健康影響評価を要請する場合は、代謝物Ⅳに関する作物残留試ワt、

動物体内における生成を示す試験等の追加資料が必要である。

暴露量については、暫定基準値の見直しを行 う際に確認することとする。

表 32 各試験における無毒性量

動物種 試 験
投与量

lnlgな書体重/日 ) Jゝ/1PR   
墾
干
量型奎

鵞讐〕:b最(墜

菱率
]

)D

食品安全委員会

ラット 90日「現
亜倉|■

毒1■試験

①

0、 50、 300(

1,800、 10,800

ppⅢ

却::20

雌 :23

雌雄 :体重増加抑市J

等

20

23

誕理、月」T及び

T Chol増加等

月千比重量増加

雄

雌

　

雄

　

雌

雄 :壼r、 凡 T及び

T Chol増 加等

雌 :体重増加抑市1等

雄

雌

雄 :0、 33、 20、

120、 734

雌 :0、 38、 23、

142、 820

90日「胡

亜急性

毒1生試験

②

0、 50、 300、

1,800、 10,800

ppm
体重増加抑制等

T3及び T4増加

等

雄

雌

　

雄

雌

体重増加抑市J等

T3及び T4増加

等

雄

雌
　
雄
雌

雄 10、 37、 227、

136、 970

雌 :0、 39、 235、

143、 819

90日 病罰

亜急性

神経毒4生

試験

0、 2,500、 5,000、

10,000 ppm

雄 :一

雌 :350

雄 :月干比重量増加

雌 :月科色対及び比重

量増加

(神 経毒性は認 め

られない)

:350

雄 :肝比重量増加

雌 :肝絶対及び比重

量増加

(神 経毒性は認め

られない)

雄

雌

雄 :0、 149、 299、

604

此i10、 174、 350、

690

2年間

1曼 4生 毒性

/発 がん

性併合

試験

0、 30、 100、 700、

4,900 ppm

雌雄 :摂餌量減少、

甲状腺重量増
加等

雌で甲状腺腫瘍

雄

雌

雄 :37
雌 :343

雄 :変 異肝細胞巣

(好脚 ク空胞)

等

雌 :体重増加抑制等

雌で甲状腺ろ胞

糸田月包llkЛ重

雄 :37
雌 :343

雄 :変 異肝細胞巣

(好醐ツ空胞)

等

雌 :体重増加lHl制等

雌で甲状腺ろ胞

糸田月包腺腫

雄 :0、 11、 37
255、 187

雌 :0、 14、 48
343、 249

2世代

繁殖試験

0、 100、 700、

119pQppnl____
P雄 10、 71、

499、 347

P雌[:0、 81、

575、 420

Fl雄 :0、 84、

583、 430

Fl雌上:0、 91、

644、 450

親動物
P雄 :`199

PItt i 8 1

Fl雄 :583
Fl雌 :91

児動物

P雄 :71
P雌 :81

Fl雄 184

親動物
P4七 :499
P LIE1 8 1

Fl雄 :583
Fl雌L:91

児動物

P雄 :71
P雌 :81

Fl雄 :84

親動物
P雄 :499
P雌 :81

Fl雄 :583
Fl ltt:91

児動物

P雄 :71
P IIE:81

Fl雄 :84



動物種 試験
投与量

(llngな g体重/日 )

無毒性量lmgなЯ体重/日 )D

=m/1PR 農薬抄録 食品安全委員会

Fl雌 :91

親動物

雄 :肝及び腎補正重

量増加等

雌 :腎集合管嚢胞等

児動物 :肝補正重量

増力‖

(繁 ラ市能に対する

影響は認められな
い)

Fl雌 :91

親動物

雄 :肝及び腎補正重

量増加等

雌 :腎集合管嚢胞等

児動物 :月干補正重量

増加

(繁 殖能に対する

影響は認められな
い)

Fl IF:91

親動物

雄 :肝及び腎補正重

量増加等

雌 :腎集合管嚢胞等

児動物 :肝補正重量

増カロ

(繁 殖能に対する

影響は認め られな
い)

発生毒性

試験

0、 125、  250、

5.000

母動物 1250

胎児・l電 動物 :5,(I)0

母動物 :流涎、「]同

)ZJ‐ FJの 赤褐色
のli色

胎児 :毒性所見な t′

(催 奇形性は認め

られない)

母動物 :250

胎児・児動物 :5,000

母TJl物 :流涎、日周
辺部の赤褐色
の着色等

胎児 :毒性所見なし

(催 奇形性は認め

られない)

母動物 :250

胎児・児動物 :5,000

母動物 :流涎、日周
辺部 の赤褐色
の着色等

胎児 :毒性所兄なし

(催 奇形性は認め

らね′ない)

発達神経

毒性試験

0、 250、 700、

2,100 ppm

/

母動物及び

児動物 :792

母動物 :立ち上がり

回数の増加

児動物 :自 発運動量
の低下等

母動物及び

児動物 :792

母動物 :立ち上がり

回数の増加

児動物 :自 発運動量

の低下等

0、 284、 792、

238

-?tr^ 90日「詞

亜急1生

毒性試験

0、 50、 500、

3,000、 15,000

ppm
雌雄 :臨床症状、死

亡率増加等

雄

雌

雄 :375

雌 :390   1

雌雄 :体重増加抑制

等

雌雄 :体重増カロ抑制

等

雄

雌

雄 10、 61、 60、

375、 1,980

雌 :0、 69、 71、

390、 2190
2年間

発がん性

試験

0、 30、 100、 700、

4,9QQpp■ ___

雄 :31

雌 :36

雌雄 :腎尿細管好塩

基性変化

(発 がん性は認め

られない)

雄 :31
雌 :36

雌雄 :腎尿細管好塩

基性変化

(発 がん性は認め

られない)

雄 :31
11F:36

雌雄 :腎尿細管好塩

基性変化

(発 がん性は認め

られない)

たし10、 31、 104
752、 547

雌 :0、 36、 117
809、 616

lF l物種 試験
投与量

(mgなg体重/日 )

無毒性量(mgたg体重/日 )。

JMPR 農薬抄録 食品安全委員会

ウナギ 発生毒性

試験①

0、 10、 50、 250 母動物 :10

月台り見:250

母動物 :体重増加抑

市1

胎児 :毒性所見なし

(催 奇形性は認め

られない)

母動物 :10

月台り見:50

母動物 :体重増加抑

制

胎児 :早期月杢死亡増

加傾向

(催 奇形性は認め

られない)

母動物 :10

月台ル見:50

母動物 :体重増加抑

帝J

胎児 :早期胚死亡増

加傾向

(lr奇形性は認め

ら,´しない)

発生毒性

試験②

0、 30、 100、 300 母動物及び胎児 :

100

母動物 :体重増加抑

制等

胎児 :低体重

(催 奇形性は認 め

られない)

母動物及び胎児 :

100

母動物 :体重増加抑

制等

胎児 :低体重

(催 奇形性は認め

らね′ない)

イ́ヌ 1年間

1曼 1生毒性

試験

0、 100、 1,000、

10,000 ppm

雄 :334
雌 :322

雌雄 :TP及び Nb
減少、」」P増加

雌雄 :TP及 び Alb

減少、却LP増加

等

雄

雌

雌雄 :TP及び Alb

減少、NI増 加

等

雄

雌

″に:0、 346、

334、 352

雌 :0、 317、

322、 339

A])|

NOAEL:31
SF:100
DI:003

NOAEL:31
SF l 100

01:0031

NOAEL:31
SF:100
ADI:0031

へI〕 l設定根拠資料
マウス2年間発がん

性試験

マウス2年開発がん

性試験

マウス2年間発がん

性試験
無 意性 量  SF:安 イ ADI:二 日摂 取許容 量:係数

1):最小毒性量で認められた毒性所見を記した。
一 :無毒性量は設定できなかつた。
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<別紙 1:代謝物/分解物等略称>
記号 田各和ヽ 化学名

Ⅱ 脱エチル体

(DE)

2(4‐ ヒドロキシフェニノの 2メ チルプロピル

3・ フェノキシベンジル エーテル

lu 水酸化体

(4'OH)

2‐ (4エ トキシフェニノ②・2・ メチルプロピル

3(4‐ ヒドロキシフェノキシ)ベ ンジル エーテル

IV 酸化体・1

(α
‐CO)

2‐ (4‐ エ トキシフェニル)‐ 2‐ メチルプロピル

3‐ フ土ノキシベンゾエー ト

V 脱フェニル体

(DP)

2‐ (4‐ エ トキシフェニル)2‐ メチルプロピル

3・ ヒドロキシベンジル エーテル

Ⅶ

(ln PB‐ 滅c)

3‐ フェノキシベンジルアルコール

Ⅷ

(m■ )B・ acid)
3‐ フェノキシ安息香酸

Ⅸ

(PENAl
2‐ (4‐ エ トキシフェニノの 2‐ メチルプロパン 1・オール

X

(OIIPalc)
2‐ (4ヽ ヒドロキシフェ三ノt/1‐ 2メ チルプロパン‐

1‐ オール

XI

(EP卜IP)
2‐ (4ヽ エ トキシフェニル)ヽ 2‐ メチルプロピオン酸

XⅡ (4'‐ OH PBacidl 3‐ (4‐ ヒドロキシフェノキИ安息呑酸

く男l紙 2:検査値等略称>
田各称 名称

ACh アセチルコリン

有効成分量

Alb アルブミン

AI,P アルカ リホスファターゼ

ALT
アラニンアミノトランスフェラーゼ

[=グルタミン酸ピルビン崚 トランス
'´

ミナーゼ (CPT)]

ハ■)「
1｀T 活性化部分 トロンボプラスチン時間

AST
アスパラギン酸アミノトランスフェラーゼ

[=グルタミン酸オキサロ酢酸 トランスアミナーゼ (G011)]

AUC 薬物濃度曲線下面積

BCF 生物濃縮係数

BUN 血液尿素窒素

Cin3x 最高濃度

DMF
～
Ⅳジメチルホルムアミド

FOB 機能観察総合検査

Glob グロブリン

Glu グルコース (血糖)

IIb ヘモグロビン量 (血色素量)

Ht ヘマ トクリット値

LCso 半数致死濃度

LDso 半数致死量

LDH 乎L酸脱水素酵素

Lym リンパ球

NIC メチルセルロース

MCIIC 平均赤血球血色素濃度

MCV 平均赤血球容積

Neu 好中球

PCV 血中血球容積

PEC 環境中予測濃度

PHI 最終使用から収穫までの「数

PT プロトロンビン時間

RBC 赤血球数

Trlz 消失半減期

Ъ トリヨー ドサイロニン

T4 サイロキシン
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略称 名称

T´武 総投与 (処理)放射能

T Chol 総コレステローール

Tmax 最高濃度到達時間

TP 総蛋白質

TRR 総残留放射能

TSH 甲状腺刺itaホルモン

UDGPT ウリジンニリン酸グルクト1ニル トランスフェラーゼ

WBC 白血球数

t男 |1紙 3:作物残留試験成績>

作物名

(分析部位)

実施年度

試

験

圃

場

数

使用量

億attD

回
数

（
コ

）

Ⅲ
的

残留イ直(IngAgl (参考 )

フェンプロックス 代謝物 IV

公的分析機関 社内分析機関 社内分 lF「 機関

最高値 平均値 最高値 平均値 最高値 平均値

水稲①

(玄米 )

1984年度

1
1で P`iヽ

900β

く001 く001 く001 く001 く001 く001

1 く001 く001 く001

水稲②

(玄 米)

1987年 度

1

100W? 1

く001 く00] 0005 0005 / /1 く001 0005 0005

水千盾③

(玄米)

1987年度

1

100WT l

く001 く001 0005 0005 / /] く001 く001 0005 0005

水稲①

(玄米 )

1988年 度

l

20XIEC

×3
3

０

０

０

0107
0068
0042

0106
0068
0042

l

0037
0065
0017

0036
0064
0016

水稲⑤

(玄米)

1988年度

l

3

く001 く001 く004 く004

/ /l く001 く004 く004

水稲⑥

(玄米)

1989年度

l
400EC

×3
3

く001
く001

く001
く001

1

水稲⑦

(玄米)

1989年度

1 3000S

×3
3

21 く001 く001 く001 / /1 く001 く001 く001 く001

水稲⑥

(玄米)

1990年 度

1 1,000EC

×3
3 / /

0010 0010

/ /1 0016 0015

水稲⑨

(玄米)

1991年度

1

30000

×3
3

0023
0015
0006

0023
0014
0006

l

２５

・０

０６

0024
0010
0006

水TB⑩

(玄米)

1993年度

1 125EC

×3
3 / /

0022 0022

/ /l 0020 0020

水稲⑪

(玄米)

1993年度

l

300MC
×3

3

0048
0030

0046
0030

l ００３
側

002
く001

水稲⑫

(玄 米)

1994年度

250EC

X3 3

2 0046 0046
2 0015 0015
2 0068 0065

0024 0022



作物名

(分析剖:位 )

実施年度

試

験

回

場

新

使用量

億aAD
回
数
命
ｅ

Ⅲ

的

Ｐ

＜

残留値tlllgム J (参考 )

トフェンプロックス 代謝物IV

公的分析機関 社内分析機関 社内分析機関

最高値 平均値 最高値 平均1直 最高値 平均値

水稲D
(玄米)

1994年度

l 975～

100MC
l

く00 く001 0007 0007
1 く001 0006 0005
l

100MC 1

く001 001] 0010
l く00 く001 0020 0018

水稲①

(玄 米)

1995年度

l

129｀T

×3
3

2 0018 0016
1 2 0010 0009
l 2 0012 0011

1 0017 0016

水稲 l・

(玄米 )

199511渡

1

200DL

×3
3

7

14

く001
く001

く001
く001

0006
or)o6

1
7

14

く00
く00

く001
く001

く0004
0004

く0004
0004

水稲⑩

(玄 米)

1998年度

1

100MC 1

く001
1 く001
1 く001
1 く001

水lED
(玄米)

1998年度

1

167MC

×3
3

1 く001
1

1

水稲⑮

(玄米 )

2000年 度

1 100MC

×3
3

2

/ /l

水稲 ll

(玄米 )

2003、 2004年度

1

10Xl「 C

×3
3

く001
く001

く001
く001

1

21

28

く001
001

く001
001

00
00

00
00

水稲①

(lBわ ら)

198J年度

1
14●P/箱

900β

039 048

1 002 002 く001 く001

水稲②

(稲 わら)

1987年度

1

100WP l

046 030 / /1

水稲③

(稲 わら)

1987年度

1

100｀ ?`
1 / /]

水fnO

(lDわ ら)

1988年度

20CEC

×3

294
139
098

1

14

21

28

720
577
186

711
551
182

水稲⑤

(稲 わら)

1988年度 / /

作物名

(分析部位)

実施年度

試

験

圃

場

数

使用量

(g al lna)

回
数
６
∪

,t留値いgなり (参考)

PHT tl'r>7Dyr7 代
‐
Jf物 Ⅳ

日 ) 公的分析1■ 関 社内分 斤機関 社内分析機関

最高値 1''勺 1直 最高イ直 平均値 最高値 平均値

水稲⑥

(稲 わら)

1989年度

1

400C
×3

3

21

28

342
162

334
161

585
250

1

392
222

409
276

406
276

水稲⑦

(稲 わら)

1989年度

l 3000S

×3
3

037 0136 / / / /l

水稲⑨

(稲 わら)

1991年度

1

300SC

×3
3

52

11

09

289
102
060

l

394
179
125

91

73

20

268
166
080

水稲⑪

(稲わ ら)

1993年度

1 125EC

×3
3 / / 182 / /1

水稲⑪

(稲 わら)

1993年度

1

300MC
×3

3

21

28

622
471

599
161

713
488

706
478

1

21

28

260
105

255
102

496
164

水稲⑫

(稲 わら)

1994年度

1

25yc
×3

2

/

1 2

l 2 520
l 288

水稲⑬

(稲 わら)

1994年度

] 975-
100MC

1
077 |)76 107

l 022 047

l

100MC 1
074 072

] 090

水稲⑪

(稲わら)

1995年度

1

129A7P

×3
3

1

1 2]

1

水稲⑮

(稲 わら)

1995年度

1

200DL
×3

3

7

14

298
162

277
393

l

7

14

158
302

160
178

水T● it

(稲 わら)

1998■FI支

1

1

l

l 057

〕 098

水稲①

(稲 わら)

1998年度

l

167MC

×3
3

227 222

1

l

1



作物名

(分析部位)

実施年度

試

験

圃

場

教

使用量

(gaシha)

回
数
（回
）

PHI
(日 )

残留値い鍬J (参考 )

アェンプロックス 代謝物 Ⅳ

公的分析機関 社内分析機関 社内分析機関

最高値 平均値 最高値 平均値 最高値 平均値

胸向崚

l 100MC

×3
3

21

/ /1 21 176

水稲⑩

(稲わら)

2003、 2004

年度

1

100FC

×3
3

220
358

117
446

1 16

446

1

小麦

(玄麦 )

1987年度

1

20CEC

×2
2

001
く001
く001

()01

く001
く001

0023
0006
0005

0022
0006
0005

1
006
く001

006
く001

0058
0008

0058
0008

小麦

(玄麦 )

2005年 度

l

1011MC

×2
2

002
く001
く001

鵬
００‐
００‐

003
く001
く001

003
く001
く001

]

く001
く001
001

く001
く001
001

０‐

０‐

０‐

く０

０

く０

く001
001
く001

とうもろこし

(未成熟子実)

1984年度

]

50併 C

×4
2

７

１４

く001
く001

1

７

１４

006
く001

006
<001

く001
く001

く001
く001

く001
く0101

く001
く001

とうもろこし

(未成熟子実)

1984年度

1
5011EC

×4
2

［′

‐４

く001
く001

く001
く001

1

【
′

・４

く001
く001

く001
く001

く001
く001

く001
<001

く001
く001

く001
く001

だいず

(乾燥子実)

1983、 1984年度

1
30鰐
×2

2 14 く001 く001 く001 く001

だいず

(乾燥子実 )

199,生E慮

1
205'ヽ ¨

26び C

×2

2
14 く001 く001 0005 / /1 15 0035 0034

だいず

(乾燥子実)

1994年度

1 100EC

×2
2 / /

く0004 く0004

/ /1 く0004 く0004

だいず

(乾燥子実 )

1994年 度

1
300MC
×2

2 14 <001 <001 0015 0014 / /
だいず

(乾燥子実 )

1995年度

1 300｀ 10

×2
2

14 0006 0006 0007 0006

/ /1 0062 0060 0028 0025

だいず

(乾燥子実)

1997年度

]

300MC
×2

2 / / / /

作物名

(分析部位)

実施年度

試

験

固

場

者

使用量

(g al hal

回
数

Ｏ
ｃ

PI―I
(日 )

残留値いユυ (参考)

フェンプロックス 代謝物Ⅳ

公的分析機関 社内分イ機 関 社内分析機関

最高値 平均値 最高値 平均値 最高 lll 平均値

だいず

(乾燥子実)

1997年度

1

300EC

×2
2 / / 0016

0006 / /
だいず

(乾燥子実 )

]998年 度

1

400MC
×2

2

002
く001

002
く001

001
く001

001
く001

l

く001
く001

く001
く001

<001
く001

く001
く001

だいず

(乾燥子実 )

1998年 度

1

200MC
×2

2

く002
く002

く002
く002

く002
く002

く002
く002

]

く002
く002

く002
く002

く002
く002

く002
く002

あずき

(乾燥子実)

1996年 度

1 180-
20「JEC

1 / /
0004 0004

/ /1 14 0004 0004

あず き

(乾燥子実 )

1996年 度

1 238～

250EC
l

14 / /
0004 0004

/ /1 0004

らつかせい

(子実)

2004年度

1 ‐３”
爾
刈

3

001
く001

001
く001

1

く001
く001

く001
く001

ば力■い しょ

(塊茎 )

1987年 度

1
300～

6011EC

×3

3

く001 く001 く001 く001 / /1 14 く001 く001 く001 く001

|」オιい しょ

(塊茎 )

2001年度

]

００、酬
瑚

3

７

１４

２．

く。

く０

く０

く001
く001
く001

く001
く001
く001

０

０

０

く０

く０

く０

く001
く001
く001

1

７

１４

２ ‐

く001
く001
く001

<001
く001
く001

く001
く001
く001

く001
く001
く001

さといも

(塊茎)

1992年度

1 500EC

×3
3

く0005 く0005 0004 0004 / /1 く0005 く0005 く0004 く0004

みずいも

(塊茎)

2004年 度

l

30び C

×3
3

く0005
く0005
く0005

く0005
く0005
く0005

1

‐４

２‐

２８

0007
く0005
く0005

0007
く0005
く0005

かんしよ

(塊根)

1990年度

1

300EC

×3
3

７

１４

２ ‐

く001
く001
く001

く0004
く0004
<0004

く0004
く0004
く0004

1

７

１４

２‐

く001
く001
く001

く001
く001
く001

く0004
く0004
く0004

く0004
く0004
く0004
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作物名

(分析部位)

実施午度

試

験

圃

場

数

使用量
(g al ha)

回
数
０
じ

Ⅲ
的

残留値llllgなり (参考 )

トフェンプロックス 代謝物 Ⅳ

公的分析機関 社内分析機関 社内分
'「

機関

最高値 平均値 最高値 平均値 最高値 ユF均イ直

やまいも

(塊茎)

1989年度

l

200DL

×2
2 く003 く003 / / / /

やまいも

(塊茎 )

1992年度

l
500-
700EC

×3

3

く0005 く0005 く0004 く0004

/ /1 く0005 く0004 く0004

やまいも

(塊茎)

1997年度

l

400EC 1 / /
く0005 く0005

/ /1

く0005
く0005

く0005
く0005

やまい も

(塊茎)

1997年度

1

700EC 1 / /
く0005

/ /1

<0005
く0005

<0005
く0005

てんさい

(根吉「)

1984年度

]

30CIEC 3

く001
く001
く001

く001
く001
く001

001
001
001

く

　

く

　

く

く001
く001
く001

l

く001
く001
く001

てんさい

(根枷う

2000年 度

1 ００”
剛
刈

3

0038
01076

0036
0076

l
0037
0029

0036
0028

てんさい

(根部)

2000午 度

1

400MC
×3

3

0054
0020

0051
0019

1

く001
001

く001
001

0007
0011

さとうきび

(茎 )

1992年度

1 1,3500

×3

く0005 く0005 0005 く001 く001

1 く0005 0009 0007 く001 く001

だいこん

(根部 )

1983年度

1 300EC

×3
3

く001 く001 く001 く001 く001

1 002

だいこん

(lll古 |)

19861F度

1

3ooEC

×3
3

001
く001

001
く001

001
く001

001
く001

002
く001

002
く001

1

く001
く001

く001
く001

く001
く001

く001
く001

く00J
く001

く001
く001

(根 自つ

1987年度

300EC

×3
3

く001
001

く001
001

く0005
く0005

く0005
く0005

l

003
く001

003
く001

0043
く001

0042
く001

だいこん

(根部)

2004年度

l

300-
360MC
×3

3 く001 く001 く001 / /
だいこん

(葉古[)

1983年度

l

3011EC

×3
3

014

l 242

作物名

(分析部位)

実施年度

試

験

回

場

数

使用量

(gaシЪD

回
数
０
∪

PHl
(日 )

夕支Fピイ直価 (参考)

ェンプロックス 代謝物Ⅳ

公的分析 |■関 社内分析機関 社内分析機関

最高値 I'カイ直 最高イ直 平均値 最高値 平均値

だいこん

(業部)

1986年度

l

30"C
×3

3

007
<001

007
く(〕 01

001
く001

001
く001

く001
く001

く001
く001

1

く001
001

く001
001

く001
く001

だいこん

(業部)

1987年度

1

30xlEC

×3
3

0043
く0005

0042
く0005

l

112
()29

0948
0197

0942
0195

たいこん

(薬 部)

2001年 度

1

300～

360MC
×3

3 / /
はくさヽヽ

(茎 葉 )

1983年度

l

400‐

800EC

×3

3

７

１４

２２

(,08

002
001

012
002
く001

012
002
く001

く00
く00
く00

1

７

１４

２‐

1)14

t,02

t)07

001
く001
く001

はくさい

(茎葉)

1983年度

1

600VIP

×3
3

７

１４

156
122

118
120

232
119

l

７

１４

202
179

キャベツ

(葉球)

1983年度

l
400～

500F.C

×3

3

３

７

１４

〔,31

0 15

()09

006
004
く001

００６
００４
側

l

３

７

１４

()20

(,06

008

く00
く00
く00

キャベツ

(葉球)

1991年度

1

200EC

×3
3

３

７

１４

/

0025
0010
く0004

0024
0010
く0004

1

３

″′

＝

0203
0145
0077

0192
0142
0076

キャベ ツ

(葉球 )

1991年度

1

400EC

×3
3

３

７

１４

1/
1/

0021
0008
く0004

0019
0008
く0004

1

３

一７

１４

0399

0122

0394

0113

キャベツ

(葉球)

2001年度

1

300-
416NIC

×3

3

３

７

１ ４

008
く002
く002

(]08

・:002

く002

006
004
く002

006
004
く002

1

３

７

И

020
026
002

014
003
く002

012
003
く002



作物名

(分析部位)

実施年度

試

験

固

場

数

使用量

(g aVha)

回
数
６
∪

Ｈ

日

残留値いgなの (参考)

l.)t2/ny)7 代訪f物Ⅳ

公的分析機関 社内分析機関 社内分析機関

最高値 平均値 最高値 平均値 最高値 平均値

畑わ さび

(花及び花茎)

2005年度

l
゛

２

４５

×

２

■

０

く０

02
く01

1

く01
く01

畑わさび

(葉 (含葉欄 )

2005年度

l
伊

２

４５

×

０２
伽

02
く01

1

０ ２

く０．

02
く01

畑わ さび

(根及び根茎 )

2005年度

1

ｒ

２

４５

×
2

1

レタス

(茎葉)

1991年度

1 30伊 C

×3
3

14 079 075 0110 0108

/ /1 14 005 0048 0047

ふさ

(茎 )

1992、 1993年度

1 400EC

×3
3

14

/ /1

ねぎ (葉ねぎ)

(茎葉)

1989年度

1 30CFC

×2
2

030 0151 0150

/ /1 104 0779 0766

ねぎ(根深ねぎ)

(茎葉 )

1989、 1991年度

l 30CFC

×2
2 / /

0449 0437

/ /l 0186 0179

せり

(茎葉)

2005、 2006年 度

l
300ヽ―

600EC

×2

2 / / / /l

トマ ト

(呆実)

1991年度

l

500-
60CFC

×2

2

0556
0625
0438

0555
0609
0432

1

0238
0299
0195

0233
0264
0190

ピーマン

(呆実)

1991年度

1

400-
6011EC

×3

3

168
164
090

175
154
0980

７‐

４７

９２２

１

１

０

1

なす

(果実)

1984年度

1

40CFC

×3
3

1

3

7

1

作物名

(分析部位)

実施年度

試

験

回

場

数

使用量

(g a1711al

回
数
３
∪

Ⅲ
的

残留値価gより (参考)

フェンプロックス 代 謝物 Ⅳ

公的分
'

斤機関 社内分析機関 社内分析機関

最高値 平均値 最高値 平均値 最高値 平均値

なう
~

(果実)

2000年 度

l

366-
600MC
×3

3

1

008
く002
く002

００８
側
ω

００６
００４
側

００６
００４
ω

きゅうり

(果実)

1984年度

1

50Cβ C

×3
3

く001
く001
く001

く001
<001
く001

1 ０‐３
００４
側

013
004
く001

く001
く001
く001

きゅうり

(果 実)

2000。F度

1

441-
600171C

×3

3

0163
0108
0027

l

0518
0304
0067

0510
0296
0066

すいか

(果実)

1991年度

1

190-
4011EC

3

く001
く001

0004
く0004

0004
く0004

l

く001
く001

く0004
く0004

く0004
く0004

メロン

(果実)

1990年度

1

80XIEC

×4
4

0031
0039

0031
0039

1

001
く001

001
く001

0021
0018

にがうり

(果 実)

2004年度

1
200-
404EC

×3

3

３

７

１４

1

３

７

１４

０‐１
００５
側

011
005
く001

オクラ

(果菊

1996年度

1

4011EC

×3
3

110
054
005

0979
0388
0018

0936
0367
0016

1

1

3

7

0120
0090
0037

0113
0086
0036

しょうが

(根茎)

1993年度

1
300CC

×3
3

７

１４

く001
く001

く001
く001

0008
0004

0008
0004

1

７

１４

002
く001

002
く001

0054
0004

0054
0004

しょうが

(根茎 )

1996年度

1

40Cβ C
]

7

14

0007
く0005

0007
く0005

1

７

１４

0007
0006

0007
0006



作物名

(分析部位 )

実施年度

試

験

圃

場

靴

使用量

(g alllD

回
数
６
∪

III

(日 )

残留値llllgなυ (参考 )

トフェンプロックス イt「身物 Ⅳ

公的分析機関 社内分析機関 社内分析機関

最高値 平均値 最高値 平均値 最高値 平均値

しょうが

(lfK茎 )

1996年 度

l

20(澤 C 1

7

14

く0005
く0005

く0005
く0005

1

7

14

く0005
く000ち

く0005
く0005

葉しょうが

(塊茎及び茎)

2004年 度

l

400EC

×3

7

14

21

034
012
009

034
012
008

l

７

１４

２‐

さやえんどう

(さ や)

1989年度

1

30び C

×2

1

7

14

21

035
005
く002
く002

034
004
く002
く002

041
021
011
003

040
020
011
003

1

1

7

14

21

079
027
016
く002

079
026
016
く002

106
046
023
007

105
046
022
007

さ̀ 0いスノげスク

(さ や)

1990年度

]

300EC

×2

7

14

21

084
016
く001

082
016
く001

0874
0224
0010

0860
0214
0010

1

７

１４

２ ‐

019
003
001

0226
0036
0022

0218
0036
0021

えだまめ

(さ や)

1983、 1981年度

1 300C
×2 / /1

えだまめ

(さ や)

1995年 度

1

300MC
×2

2

0497
0743
0369

0460
0720
0356

1

14

21

28

066
032
012

‐８

６５‐

２０６

‐

０

０

‐５

６０７

‐８８

‐

０

０

うど

(軟化茎葉 )

2003年度

I

600FC

×2

195

202

く002
く002

く002
く002

1

く002
く002

く002
く002

エンサイ

(茎葉 )

2003、 200.1年度

1

2r.klEC

032
<005

032
く005

1

14

21

065
010

064
010

さとい も葉柄

(葉 llll)

2005年 度

1

400EC

×3
3

７

１４

２ ‐

０３
０１
佃

０

０

く０

1

7

14

21

03
02
く01

02
02
く01

作物名

(分析部位)

実施年度

試

験

圃
場

数

使用量

(g aVha)

回
数
６
じ

HI

(日 )

残留値(m (参考 )

./ trlp r, 7 代謝物Ⅳ

公的分 機関 社内分析機関 社内分析機関

最高値 平均値 最高値 平均値 最高値 平均値

i杓成熟ささげ

(さ や)

2004年度

1

50CIEC

×2
2

1

3

7

28
18
06

28
18
r,6

1

19
10
01

9

0

1

モロヘイヤ

(茎葉 )

2004年 度

l 408-
440EC

1 / 065 / /1 14

やまいも

(むかご)

(可食部)

2004年 度

1

600EC

×3
3

243
142
040

1

158
1J75

020

れんこん

(根茎 )

1993年度

1

6000
×3

3

14

21

28

く001
く001

■001
く001

0008
0005
く0004

0008
0004
く0004

1

く00
く00

く001
く001

0010
0004

0010
0004

れんこん

(根茎 )

1993年度

1

200DL

×3
3

14

21

28

００

００
　

．

く001
・(001

く0004
く0004
く0004

く0004
く0004
く0004

l

く001
く001

(001
く001

く0004
く0004

く0004
く0004

温州みかん

(果 肉)

1986年度

1

1,000-

1,600EC

×3

3

●001

・ 001
●001

く00
く00
く00

1

14

21

28

く001
く001
く001

・(001

く001
く001

く00
く00
く00

く00
く00
く00

温州みかん

(果皮 )

1986年度

1

1,000～

1,600EC

×3

3

718
657
524

|〕 90

(;43

504

1

114
964
760

J14
1)35

746

828
713
598

071
052
056

なつみかん

(果 内)

1983年度

1

1,000-

1,200EC

×3

3

002
001
く001

t,OZ

(,01

:〔)01

咄
００３
仰

U υb

002
く001

00
く00

1

14

21

28

001
003
001

001
()02

001

001
く001
く001

001
く001
く001

く00
く00
く00



作物名

(分析部位)

実施年度

試

験

圃

場

数

使用量

億ana)

回
数
３
じ

Ⅲ
ｍ

残留値llngなり (参考)

tF7-2ltty27 代謝物 Ⅳ

公的分析機関 社内分析機関 社内分析機関

最高値 平均値 最高値 平均値 最高値 平均値

なつみかん

(果皮)

1983年度

1
1,000-

1,200EC

×3

3

417
401
421

406
382
404

297
297
315

088
108
111

087
106
108

l

なつみかん

(果実全体)

1988年度

１

　

　

一　

　

１

1,000-

1,200EC

×3

3

103
092
1 0rj

14

21

28

1.00

101

089
かぼす

(果 実)

2006年度

1

1,ooOEC

×3
3 / / / /

すだち

(果実)

2006年度

l

1,280EC

×3
3 / /

098
075
080 / /

りんご

(果実 )

1983年度

1

1,000-

1,200ん T

×3

3

041
028
031

039
028
029

023
016
016

022
016
016

1

080
070
056

054
058
032

なし

(果実)

1983年度

1

800‐

1,000^T

×3

3

14

21

27

41

023
022
022
020

023
021
022
019

072
035
032
027

072
034
032
026

020
019
017
014

020
019
017
013

1

053
049
030
017

052
046
030
016

063
050
034
011

062
050
034
011

014
009
008
004

014
009
008
004

もも

(果実)

1984年度

1

800～?

×3
3

14

21

28

く001
く001
く001

慨
００．
側

００２
００１
側

l 側
００３
００２

０‐

０２

０２

く０

０

０

001
001
く001

001
001
く001

001
001

く001
かき

(果実)

1984年度

l 1,000｀ T`

×3
3

1 057 010 010

茶

(荒茶 )

1983年庁

1 40CttC

×2
2

149 149

1

茶

(浸 出液 )

1983年度

1 400FC

×2
2

21 く001 く001 く002 く002

/ /1 21

作物名

(分析部位)

実施年度

試

験

固

場

数

使用量

(g aVhal

回
数
命
ｃ

PIII

残留値lnlg八妙 (参考)

エ トフェンプロックス 代謝物Ⅳ

公的分析機関 社内分析機関 社内分析機関

最高値 1平均値 最高値 平均値 最高値 1平均値

水稲

(青刈り)

1994年度

1

975-
100MC

l

１

２

８

ｂ

268
155
091
056

259
147
085
055

l

１

６

１３

l

100MC 1

２

８

１５

178
066
084

1

1

6

13

水稲

(青刈 り)

1998年度

1

100MC 1

１

８

１５ / /
198
084
009 / /

1

１

６

１４

２‐

216
126
030
025

204
122
028
024

1

１

８

島 / /
091
031
030 / /

1

1

6

14

21

314
102
043
022

312
099
042
022

l l

1

6

14

21

157
089
044
024

156
088
044
023

試 験 には WP:水 EC:子 L斉 J、 DL 粒済」DL、

MC:マイクロカプセノL右 J、 SC:フ ロアブル を用いた。
・すべてのデータが定量限界未満の場合は定量限界値の平均にくを付して記載した。
.代謝物Ⅳの残留値はエ トフェンプロックスに換算して記載した。

換算係数は、エトフェンプロックス/代謝物Ⅳ=0964
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<参 1照 >
1 食品安全委員会に対し意見を求められた案件 /清涼飲料水 :

(URL:httllフ ト″ww ttc gOjp/11youka/11yム y・ uke‐ buns,o‐ 20 pd0

2 7月 1日 付けで厚生労働大臣から食品安全委員会委員長へ食品健康影響評価を依頼した11「

項 :第 3回食品安全委員会資料

(URIフ :http7ンヽ́√wwお c gojp/iin卜 a1/1‐ dai3/dai3kai‐ kOuseisyousiryou pdD

3 7月 1日 に厚/1労働省より意見の聴取要請のあった、清涼飲料水の規格基準の改正につい

て :第 1回食品安全委員会農薬専門調査会資料 6

(URI′ :httll:〃wwwム c gOjp/senmol■ /110uyakl1/n dai17noul‐ siryou6 pdD

4 第 1回食品安全委員会農薬専F弓調査会

(llRI.:httpヽヽ wwお c goipたenmOJnOuyaku/1■ dai1/index html)

5 第 6回食品安全委員会農薬専Pl調 査会

(URL:httpソ /www ttc go,pた enmOl1/11ouyakl■ ll‐ dai6/1ndex htll11)

6 第 22回食品安全委員会農薬専門調査会

(UIヽ Iコ :http7/wwwお c gojpたcnmon/11ouyakゴ n・ da122771ndex html)

7 食品、添加物等の規格基準 (昭和 34年厚生省告示第 370号 )の一部を改正する件 (1詢 ,文

17年 11月 29日 付、厚生労ltll省 告示第 499号 )

8 農薬1少録 Fェ トフェンプロックス」 (殺虫斉1)(平成 21年 1月 26日 改訂):三井 |ヒ学

株式会社、一部公表予定

9  」MPR:EtofenprOx(Pesticide residuos in liDOd :evaluation lDart Ⅱ Toxicology)(11)()ヽ )

10食品健康影響評価にっいて

(URlコ :htt7p:〃 ww"亀 c go jp/hyouka/11y/1■ y‐ uke‐ etOfenprOx 210217 ptD

ll エ トフェンプロックスの魚介類における最大推定残留値に係る資料

12 第 274回 食品安全委員会

(URIコ :http:〃

"wwヽ
c go,p/1inka1/1 dai274/1ntlex html)

13 第21巨 1食品安全委員会農薬専門調査会確認評価第二部会

(URIり :httpソ フヽ́′wwお c gojp/senmon/11ouyakWkakunin2_da121/index htnll)

14 第 53■ 1食品安全委員会農薬専門調査会幹事会

(llRL:http//1wwお c gojp/senmolVl16uyakl17■ allJikai_da153Andchx htnll)

15 第 25回食品安全委員会農薬専門調査会確認評価第二部会

(URL:http 17/11・ w■ おc goip/SenmOttnouyakWkakШ nin2_dai25Andex htinl)

16 第55口1食品安全委員会農薬専門調査会幹事会

(URL:http77ヽ √́wwお c gojp/senmor1/11ouyak」 ka可ikai_dai554ndex htllll)
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塩酸ホルメタネー ト (案 )

今般の残留基準の検討については、食品中の農薬等のポジティブリス ト制度導入時に新

たに設定された基準値 (い わゆる暫定基準)の見直 しについて食品安全委員会において食

品健康影響評価がなされたことを踏まえ、農薬・動物用医薬品部会において審議を行い、

以下の報告を取 りまとめるものである。

1 概要

(1)品 目名 :塩酸ホルメタネー ト [FOrmetanate hydroch10ride(ISO)]

(2)用 途 :殺 虫/殺 ダニ剤

カーバメー ト系の殺虫/殺 ダニ剤である。コリンエステラーゼ阻害により中枢神経系に

作用するとともに、モノアミンオキシダーゼ lII害 により神経伝達4勿 質を減少させること

により、殺虫効果を示すものと考えられている。

(3)化学名

3-[(`ン )一 diinethylaininOmcthyleneamino]phenylmethylcarbanlate hy(lrochloride (IUPAC)

4´√司imethyl-771/'一 [3-[[(metllylaminO)carbonyl]Oxy]phenyl]metilaninlidamidc

mOnohydrochloride(cAS)

(4)構造式及び物性

2.適用の範囲及び使用方法

本剤は、国内では農薬登録がなされていない

米国での適用の範囲及び使用方法は以下のとおり。

92%塩酸ホル メタネ‐ 卜水和斉」

3

(

作物残留試験

1)分析の概要

① 分析対象の化合物

塩酸ホルメタネー ト

② 分析法の概要

加水分解 して 3-ア ミノフェノールに変換される塩酸ホルメ

をガスクロマ トグラフ(ECD)を 用いて、あるいは塩酸ホルメ

マ トグラフ(UV)を 用いて定量する。

定量限界 0 020 mg/kg(ガスクロマ トグラフ)

0 030 mg/kg(液体クロマ トグラフ)

「
―
―
＝
「
Ｉ
Ｊ

Ｈ

Ｌ

　

ヽ

ｃ
ｌ

Ｎ

》
Ｎ

Ｃ

ｒ
ｌ
・．階
」

H
ノN＼

TfO
O

IHal

クネー ト及び代謝物

タネー トを液体クロ
分子式

分子量

水溶解度

分配係数

C1lH16ClN 3 0 2

257 8

882g/L(25° C)

LogloPow≦ -2.7(pH7-9)

作物名 i・ l用病害虫 使用量 l■用時期
使用

方法

りんご

Tcrrtiform l,eafrninc'r

White Applc Lcafhopper

Thr i ps

llurolrcan Rcd l\'litc.'lwospotted Mite

Camlry lomnra

1 15

1lD tli/A
1枚 :41

オレンジ

グレープフルーツ

Tlrr ips

Iiust l\4ite

1又 千鮨

30日 前まで

レモ ン

'[hr ips.

llust Mitc

川又|セ f`0 ‖又′ま

60日 由fl Jミ C

(サ に tり ■/ン3)

ライ′、 'I'h r i ps

ネククリン

'lht iJis

liut'opcirtt lit'd Mitc, Mcl);rntr'1 ['li1

'IwospolIt,tl MiIc

もも

Iiurrpcan l{cd llli tc . lllcl)an ic I l\4i I

'lwospo I Lcd llli l-e

l.ygtrs llugs. Sl ink ltugs. Ilrt ips

な し
llrlopcrtr licrl ltlitc. 'lwospot lcrl lvliLc

l'c'irt liusl l,4itt'

(米 国評価書より)



(2)作物残留試験結果

海外 (米 国)で実施 された作物残留試験については、別紙 1を参照。

4.ADIの 評価

食品安全基本法 (平成 15年法律第 48号)第 24条第 2項の規定に基づき、食品安全委

員会あて意見を求めた塩酸ホルメタネー トに係る食品健康影響評価について、以下のと

お り評価されている。

無毒性量 :0.lmg/kg体重/day

(動物種)   ラット

(投与方法)  単回強制経口

(試験の種類) 急性神経毒性試験

安全係数 :100

ADI:0 001mg/kg体 重/day

5 諸外国における状況

」MPRに おける毒性評価はなされておらず、国際基illも 設定されていない。

米国、カナダ、欧州連合 (EU)、 オース トラリア及びニュージヽラン ドについて調査

した結果、米国においてレモン、 り/υ ご、なし等に、カナダにおいてみかん、 りんご等

に基準が設定されている。

6.基準値案

(1)残留の規制対象

塩酸ホルメタネー トとする。

なお、食品安全委員会によつて作成された食品健康影響評価においては、農産物中の

暴露評価対象物質として塩酸ホルメタネー ト (親化合物のみ)を設定している。

(2)基準値案

別紙 2の とおりである。

(3)暴露評価

各食品について基準値案の上限まで塩酸ホルメタネー トが残留していると仮定した

場合、国民栄養調査結果に基づき試算される、1日 当た り摂取する農薬の量 (理論最大

1日 摂取量 (TMDI))の ADIに 対する比は、以下のとおりである。詳細な暴露評

価は別紙 3参照。

なお、本暴露評価は、各食品分類において、加工 。調lT■ による残留農薬の増減が全く

無いとの仮定の下に行つた。

↑MD1/ADI(%)わ
国民平均 17 0

幼小児 (1～ 6歳 ) 56. 4

妊婦 15 4

高齢者 (65歳以上) 16 3

注) TMD Iit算 は、基準値案×各食湿1の 平均摂取量の総和として計算してい

る。

(4)本 rrlに ついては、平成 17年 11月 29日 付け厚生労働省告示第 499号により、食品一

般の成分規格 7に食品に残留す る量の限度 (暫 定基準)が 定め られているが、今般、

残留基準の見直 しを行 うことに伴い、暫定基準は削除され る。



晨作物
試験
圃場数

試験条件 最大 残留量
(・ 1

(pp・ |)斉」型 使用量・使用方法 回 数 経過 日数

な し 3 92%ガく千口斉」 1 15 1b ai/A 120日 〈0 030

りんご 4 92(る ガくT口・11

1 15 1b a1/A

′θ′ ノb ar/1

～ 120日

14日

〈0 030

038(#)(注 2)

も も 3 92%本 和斉1 1 15 lb ai/A 57-124日 く0 030

ネクタリン 16 92(る ガくイロ斉1

09～ 115
lb ai/A

87～ H6日 く0 10

グレープフルーツ

92(ん ガくf口斉J lЬ /A 215「 | く0 030

92%水和斉1 lb /A 0 060

92%水イロ斉」 l i/A 0 054

レごしン

92%水和剤 1 i/A 207日 く0 030

92%水 和剤 1 ,5 11, i!i/ハ

92%水 ■1剤 11511,そ li/A

オ レンシ

92ツ)水 rl剤 1 15 1b aj/A く0 030

92(ん  ′くfl斉」 1 15 11):li/A 0 20

92ツ, 水不口斉」 1 15 1b rli/A 0 28

(別紙 1)

塩酸ホルメタネー ト海外作物残留試験一覧表

11411鰤格農1宵17‖鮮糀7:rl:‖111響
り電Y島 1麗濡『

川
|り i鶴ふ話||1禦ソ″

｀

柁;:性l:夕[i古III静を11性力l[1石 il「 i(`[I撫
[耀ユだあ甘粧賞樋‖嬌岸投環で五英允おlγ禽将ナ

φ協|`電ニモ性「出片惚織‖学贅結し‖11撃‖室拝灘傑[年tlれ な`おlp l絶Ⅲヽ4施勘uれ‖物残

農薬為    塩酸ホルメタネート

平成17年 11月 29日

'「

生労ll省告示第499号において新しく設定した基i「 1亡については、利4をつけて示した。
(#にれらのlt4勿残留試験は、い市の範囲内で試験が行われていない。

(男 可糸氏2)

農 産物 名

基準 値
窒

基準値
現行

録
毎

登
右

'考
果 輩 鷹

作物 残 留試 験成績際
準

□
基

外 国

去璧lEl直

みかん

レモン

オレンジ(ネ ープルオレンジを含む)

グレープフルーツ

ライム

その他のかんきつ類果実

０

０

０

０

０

4

4

4

4

4

0601 米国

151 米国

15 米国

0031 米国
0031 米国

【く0030,046,098】
(米 国 )

【く0030,020,028】
(米 国)

【く0030,()060,0054】
(米 国)

【米国レモン(く 00301参 照

りんご
日本なし
西洋なし

050
050
050

040
040

米国
米国
米国

ツ(国

米国

〔く0030,038(#)】 (米国)

【米国西洋なし参照l

【く0030】 (米 国)

もも
ネクタリン

すもも(プルーンを含む)

そのイ也のスパイス

0 【く010】 (米 国)
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農品群 基準値案
(ppm)

国民平均
Tヽ lDI

幼小児
(1～ 6歳 )

TMDI

婦

ＤＩ

妊

ＴＭ

高齢者
(65歳以上 )

TIIDT

レモ ン 021 0 0

メ実チチ蘇ヂ″イン重量―) 031 0 「６‐ 0
03 041 0 061 0

イム

2■ 9な生i2襲ユ塞
んご

３

一３

一
２
ず
¨

０

一α
〓
０
一〇

00i 0
一
０‐

001
711

001

6_01

０
一同
一α

同
一規
一〇〇

１１
，

■
０１

１
一α
〓
０

1 0

0 02

00

PЧ 洋なし

ネクタリジ 04

901 891 861
AI)I14(%〕 17 01 15 1

Tl!|DI : r1lliiift iri,;[<1 E ]J([y.ii (Theoret i caI Marirnrm Da i 1y Intake)

(男 1糸氏3)

(参考 )

これまでの経緯

平成 17年 11月 29日 残留農薬基準告示

平成 20年  3月 25日 厚生労働大臣より食品安全委員会委員長あて残留農薬基準設定係る食

品健康響評価について要請

平成 22年  1月  7日 食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あてに食品健康影響評価

について通知

平成 22年  9月  9日 薬事・食品術生審議会への諮問

平成 22年  9月 14日 薬事・食品衛生審議会食品衛生分利会農薬・動物用医薬品部会

● 薬事 。食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・ Flyl物 用医薬品部会

[委員 ]

青木 宙    東京海洋大学大学院7毎洋科学技術研究科教授

生方 公子   北里大学北里生命科学研究所病原微生物分子疫学研究室教授

○大野 泰雄   匡1立 医薬品食品衛生研究所副1所長

尾崎 陣    東京大学大学院農学生命科学研究科教授

加藤 保障   財団法人残留農薬研究所理事

斉藤 貢一   星薬利大学薬品分析化学教室准教授

佐藤 清    財団法人残留農薬研究所理事・化学部長

佐々木 久美子 元国立医薬品食品術生研究所食品部第一室長

志賀 正和   元農業技術研究機構中央農業総合研究センター虫害防除部長

豊田 正武   実践女子大学生活科学部食生活科学科教授

永山 敏廣   東京都健康安全研究センター医薬品部長

松田 りえ子  回立医薬品食品術生研究所食品部長

山内 明子   日本生活協同組合連合会執行役員組織推進本部長
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鰐渕 英機   大阪市立大学大学院医学研究科都市環境病理学教授

(○ :部会長)

塩酸ホルメタネー ト推定摂取量 (単位 :μ g/人/day)
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答申 (案 )

(注 1,「その他のかんきつ類果実Jとは かんきつ順果実
のうち、みかん、なつみかん、なつみかんの外果皮、な
つみかんの果実全体、レモン、オレンジ、グレープフ
ルーツ、ライム及びスパイス以外のものをいう。

ル

食品名
残留基準値

レモ ン

オレンジ(ネーブルオレンジを含む)

グレープフルーツ
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その他かんきつ類果実 l・ 1)

Ｏ

Ｑ

０

０

０

りんこ
日本なし
,ロツ羊オぉl

02
02

ネクタリン
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要 約

カーバメート系殺虫/殺 ダニ剤である「塩酸ホルメタネート」(CAS No

23422‐ 53‐9)に ついて、各種資料 (米 国及び欧州)等 を用いて食 品健康影響

評価 を実施 した。

評 価に供 した試験成績は、動物体内運命 (ラ ッ ト)、 植物体内導命 (も も、

レモ ン及びオ レンジ)、 土壊中運命、水 中運命、急性毒性 (ラ ッ ト、マ ウス、

ウサギ及びイヌ )、 亜急性毒性 (ラ ッ ト)、 慢性毒性 (イ ヌ )、 1曼 性毒性/発 がん

性併合 (ラ ッ ト)、 発 がん性 (マ ウス )、 2世代繁殖 (ラ ッ ト)、 発生毒性 (ラ

ッ ト及び ウサ ギ)、 遺伝毒性試験等である。

各種毒性試 験の結果、塩酸ホル メタネー ト投与 による影響 は、主に ChE活

性阻害であつた。発がん性、繁殖能 に対す る影響、催奇形性及び生体にとつて

問題 となる遺伝毒性 は認 め られなかった。

カーバメー ト系化合物の毒性発生機序 を勘案 し、一 日摂取許容量 (ADI)の

設定に通常用い られ る長期毒性試験ではないが、各試験で得 られた無毒性量の

最小値 であ るラッ トを用いた急性神経毒性試験の 01 mg/kg体重 を根拠 とし

て、安全係数 100で 除 した 0_001 mg/kg体重ノロを ADIと 設定 した。

19
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28

日ま で

ロカ・ ら

日か ら
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I 評価対象農薬の概要

1.用途

殺 虫/殺 ダニ斉J

分子式

CHH16CIN302

有効成分の一般名

和名 :塩酸ホル メタネー ト

英名 :formetanate hyd■ ochloride(ISO名 )

化学名

IUPAC
和名 :3‐ [(F'‐ ジメチルア ミノメチ レンア ミノ]フ ェニル

メチルカルバマー ト塩酸塩

英名 :3‐ [に

'‐

oimethylaminOmethyleneamino]phe■ yl

methylcarbamate hydrOch10ricle

CAS(No.23422‐ 53‐ 9)

和名 :瓦肝 ジメチル‐N生 [3‐ [l(メ チルア ミノ)カ ルボニル]オ キシ]

フェニル]メ タンイ ミ ドア ミ ド ー塩酸塩

英名 :瓦 Vdimethyl‐Ⅳ t[3‐ [[(methylaminO)carbonyl]oxy]

phenyl]methanimidamide mOnOhyd■ och10ride

五.安 全性 に係る試験の概要

米国資料 (2003及び 2005年 )、 欧州 (2006年)等 を基 に、毒性 に関す

る主な科学的知見を整理 した。

各種運命 試験 [Ⅱ l～ 4]に は、塩酸ホルメタネー トのフエニル基の炭素 を

14cで 標識 したもの (14c‐ 塩酸ホルメタネー ト)を 用いて実施 された。標識

位置が不明のものは、その旨を示 した。放射能濃度及び代謝物濃度は特に断

りがない場合は塩酸ホル メタネー トに換算 した。代謝物 /分 解物等略称及び

検査値等略称は別紙 1及 び 2に示 した。

動物体 内運命試験

SDラ ッ ト (性別及び匹数不明)に 14c‐ 塩酸ホル メタネー ト (標 識位置不

月)を 01又 は 10 mg/kg体 重で、単回経 口投与、静脈内投与又は 14日 間反復

経「ヨ投与 して、動物体内運命試験が実施 された。

肝臓、 胃腸管、副腎、脂肪、カーカス1及 び眼か ら残留放射能が認め られ

たが、いずれの投与群 において も体内分布濃度 は微量であつた。

主要代謝物 として、01mg/kg体 重投与群では、D、 H及 びIの 各抱合体、

10 mg/kg体 重投与群では、Fの 抱合体が認 め られた。

ラッ ト体内における塩酸 ホル メタネー トの主要代謝経路は、メチルカルバ

マー ト部位 の加水分解 によるIの 生成、Iの 脱 ジメチルア ミノ化によるDの 生

成、Dの 脱 ホル ミル化によるFの 生成、Fの アセチル化 によるHの 生成であ り、

加 えて各段階での抱合化 であると考えられた。

排泄 は速やかで、投与後 24時 間で90%TARが 尿 中か ら、10%TAR未 満が糞

中か ら排泄 された。投与量及び投与方法による違いは認 め られなかった。(参

照 3)

2.植物体内運命試験             |
(1)も も

14c‐塩酸ホルメタネー トをももに 128又 は 12 8 kg ai/ha(1_15又 は

115ホ
゜
ンド ai/エーカー)で散布 し、処理日に採取 した葉、処理 33及 び 91日

後に採取 した果実を用い、01%塩酸水溶液を抽出溶媒 として、植物体内

運命試験が実施された。

128 kg ai/ha処 理群では、処理 日の葉から 112～ 187 mg/kg、 処理 33

日後の未成熟果実から 0_014～ 0 026 mg/kg、 処理 91日 後の成熟果実から

0004～0 008 mg/kgの 残留放射能が認められた。抽出可能な残留放射能は、

葉で 87～ 92%TRR、 果実で 48～ 77%TRRで あった。葉か ら親化合物が

4 5.分子量

2578

6.構造式

`開発 の経緯

塩酸ホル メタネー トは、コ リンエステ ラ‐ゼ (ChE)活 性阻害作用 を有す

るカーバ メー ト系殺 虫/殺 ダニ剤 で、害 虫及びダニ防除用 にかんきつ、 りん

ご等 に茎葉処理 して使用 され る。日本 では農薬 として登録 されてお らず、ポ

ジテ ィブ リス ト制度導入 に伴 う暫定基準値が設定 されている。

１ヽ

Ｎ０一一

０

Ｈ
Ｃ

ｔ́

1組織・臓器 を取 り除 いた残湾 の ことをカーカス とい う (以 下同 じ)。



802～ 853%TRR、  さら
'こ

は他の未同定ゴt朝寸物が言忍めらオλたが、 52%TRR
を超 えるものは認められなかった。

12.8 kg ai/ha処 理群では、処理 日の葉か ら 594～ 1,130 mg/kg、 処理 38

日後の未成熟果実か ら 0170～ 0 233 mg/kg、 処理 91日 後の成熟果実か |′

0033～0 110 mg/kgの 残留放射能が認 められた。抽出可能な残留放射能 (す

葉で 93～ 95%TRR、 果実で 72～ 76%TRR、 認 められた化合物 は親化合物の

みであ り、葉か ら 864～ 894%TRR(514～ 1,000 mg/kg)、 未成熟果実か |,

49%TRR(0 111 mg/kg)、 成熟果実か ら 47%TRR(0 052 mg/kg)認 め F,

れた。また、未同定代謝物 も検出 されたがいずれ も 74%TRR未満であっ

た。 (参 照 2)

(2)レモ ン

14c_塩酸ホルメタネー トをレモ ンに処理 (詳細不明)し 、植物体内運命

試験が実施 された。

主に〃ι化合物が認められ、他 に代謝物 として B2、 D及び Iが認 め ら)れ

た。 (参 照 2)

(3)オ レンジ

14c_塩酸ホルメタネー トをオ レンジの苗に処理 (詳細不明)し 、植物体

内運命試験が実施 された。

主要代謝物 として Bが 11%TRR認 められ、他に F、 D及 び H並びに B
及び Dの 抱合体が認 められた。

レモ ン及びオレンジの試験では、親化合物の他に、ホル ムア ミジン部位

を有す る代謝物が認められた。

植物体内における塩酸ホル メタネー トの主要代謝経路は、脱 ジメチル ア

ミノ化 による Bの 生成、Bの メチルカルバマー ト部位の加水分解 による D
の生成、Dの脱ホル ミル化による Fの生成、Fの アセチル化 による Hの
生成であ り、加えて各段階での抱合化であると考えられた。 (参 照 2)

3.土壊中運命試験

(1)好気的土壌中運命試験
14c_塩 酸ホル メタネー ト (標識位置不明)を 、埴壌土・砂土に添加 し、

好気的条件下で 56日 間インキュベー トす る好気的土壌中運命試験が実施

された。

2代 謝物 Bは植物のみで検出されたが、ChE活性阻害は親化合物に比べ 86倍 弱いものであ

った。

好気的条件下における推定半減却]は 64日 で あつた。イ ンキュベーシ ョ

ン終了後に 14co2が 103%TAR、 土壌結合性残留放身1能 が 767%TAR認
め られた。その大半は親化合物 であ り、他の分解物は、試験開始 3日 後

|こ B、 E及 び Fが 55、 35及 び 07%TAR、  7日 後に Cが 40%TAR、  14

日後に Dが 10%TAR認 め らオtた 。 (参 ||〔 4)

(2)嫌 気的土壌 中運命試験

14c_塩酸ホル メタネー ト (標 識位置不 |り 1)を 土壌 (砂 :937%、 シル ト :

42%、 粘土 :21%、 有機炭素 1072%)に 1 54 kg ai/ha(138ホ
゜
ント

ヾ
ai/

エーカー)と なるよ うに添加1し 、21℃ 、暗所、嫌気的条件下でイ ンキュベー

トす る嫌気的土壌中運命試験が実施 された。

嫌気的条件下における推定半減期は 55日 で あつた。主要分解物 として、

試験開始 13時 間後に Gが 67%TAR、 7日 後 に B及 び Cが 120及 び

88%TAR、 8日 後に Dが 08%TAR認 められた。他に 2種類の未同定代

謝物が 7日 後に 16及 び 18%TAR認 められた。60日 後には親化合物が

29%TAR、 14c02が 26%TAR、 土壌結合性残留放射能が 623%TAR認 ヱ′

られた。 (参 照 4)

(3)土壊表面光分解試験
14c.塩酸ホルメタネー ト (標識位置不明)を砂壌土に 7 7 g ai/cm2と な

るように添加 し、30℃ 、キセノンランプ (12時 間/日 )で 照射 し、インキ

ュベー トする (詳細不明)土壌表面光分解試験が実施された。

推定半減期は 3日 以内であった。分解物 として B、 C及び ⊇が認めら

れた。

土壌中における塩酸ホルメタネー トの主要分解経路は、脱ジメチルアミ

ノ化による Bの生成、Bの メチルカルバマー ト部位の加水分解による D
の生成、又はメチルカルバマー ト部位の加水分解による Cの生成、Cの

脱ジメチルアミノ化による Dの 生成等であると考えられた。 (参 照 4)

(4)土壊吸脱着試験

4種類の土壌 (2種 類の砂土、砂壌土及びシル ト質壌土)を 用いて、土

壌吸着試験が実施された。

Freundlichの 吸着係数 Kadsは 149～ 343、 有機炭素含有率により補正

した吸着係数 Kocは 171～ 620で あつたc

また、4種類の土壌 (砂 質壌上、埴壌士、砂壌土及び砂土)を用いて分

解物 B、 C及 び Dの 土壌吸脱着試験が実施 された。Freundlichの 吸若係

数 Kadsは Bで は 069～ 190、 Cで は 179～ 402、 Dでは 159～ 937、 有機



炭素含 有率 によ り補 正 した吸着係数 Kocは Bで は 68～ 142、 Cで は

368～ 1,289、 Dで は 253～ 337で あつた。また、土壌脱着係数 Kdesは Bで
は 107～ 521、 Cで は 425～ 599、 Dで は 757～ 462で あった。 (参 照 4)

4、 水中運命試験

(1)加水分解試験
14c_塩 酸ホル メタネー ト (1票 識位置不明)を pH 5、 7及 び 9(詳 細不明 )

の各緩衝液に漆加 し、加水分解試験が実施 された。

推 定半減期は pH 7及 び 9で は 1日 未満、pH 5で は 63口 であつた。い

ずれの緩衝液か らも:分解物 として B、 C及 び Dが 認められた。 また、

22℃ での安定性試験 (詳 細不明)に よる半減期は、pH 5、 7及 び 9で は

それぞれ 4日 、 14時 間及び 3時 間であった。 (参 照 4)

(2)水中光分解試験
14c_塩 酸ホルメタネー ト (標 識位置不明)を pH 5、 7及 び 9(詳 細不明 )

の各滅 菌緩衝液 に添加 し、28℃ 、水銀 ランプ光 で照 uFlし 、水中光分解試

験が実施 された。

塩酸 ホィレメタネー トの推定 半減期 は、pH 5で約 28日 、pH 7及 び 9で
79及 び 11時 間であつた。分解物 として B、 C及 び Dが 認 められ た。

水 中における塩酸ホル メタネー トの主要分解経路は、脱ジ メチルア ミノ

化 による Bの 生成、Bの メチルカルバマー ト部位の加水分解 による Dの
生成 、又はメチルカルバマー ト部位 の加水分解による Cの 生成、Cの脱

ジメチル ア ミノ化による Dの 生成であると考え られた。 (参 照 4)

表 1 急性毒性試験概要

投与 経 路 動物種
LD50(mg/kg体 重 )

雄 雌

経 口

ラ ッ ト

(系 統及び匹数不明 )

マ ウス

(系 統及び匹数不明)

13～ 25

イヌ

(品 種及び匹数不明 )

経 皮

ラ ッ ト

(系 統及び匹数不明 )

>5,600 >5,600

ウサギ

(品 種及び匹数不明)

>10,200 >10,200

吸入

(全身 )

ラ ッ ト

(系 統及び匹数不明 )

(4時 間暴露 )

LC50(mg/L)

>015 >015

(2)急性神経毒性試験

SDラ ッ ト (一 群雌雄各 10匹 )を 用いた強制経 口 (原 体 :0、 01、 1

及び 10 mg/kg体 重)投 与による急性神経毒性試験が実施 された。

10 mg/kg体重投与群の雌雄で振戦、歩行失調、歩行異常、 自発運動量

低下、覚醒の低下、縮瞳、流涎、立ち上が り減少、足指及び尾部の痛覚低

下、聴覚性 驚愕反応の低下又は克進、体温低下、同投与群の雄で握力低下、

l mg/kg体 重以上投与群 の雌雄で脳及び全血 ChE活 性阻害 (20%以 上 )

が認 め られた ことか ら、無毒性量は雌雄 とも 01mg/kg体 重であると考 え

られた。 (参 照 3、 11)

5 土壊残留試験                                      9.眼 ・皮膚に対する刺激性及び皮膚感作性試験

土壌残留試験については、参照した資料に記載がなかった。                   眼刺激性試験及び皮膚刺激性試験 (動物種不明)が 実施された。その結果、

1艮 刺激性は認められず、皮膚に対する刺激性が認められた。 (参照 3)

6 作物残留試験                                       別の眼刺激性試験 (動物種不明)が 実施された結果、眼刺激性が認められ

国内における作物残留試験成績は提出されていない。                     た。 (参 照 12)

モルモ ットを用いた皮膚感作性試験 (Buehler法 )が実施 された。その結

7.一般薬理試験                                     果、皮膚感作性が認められた。 (参 照 3)

一般薬理試験については、参照した資料に記載がなかつた。

コ0.亜 急性毒性試験

8`急性毒性試験                                     (1)90日 間亜急性毒性試験 (ラ ット)く参考データ>
(1)急性毒性試験                                      SDラ ット (… 群雄 4匹 )を 用いた混餌 (原体 10、 1、 10、 20及 び 50

塩酸ホルメタネー ト (原体)を 用いた急性毒性試験が実施された。結果             ppm)投 与による 90日 間亜急性毒性試験が実施された。

は表 1に 示されている。 (参 月13、 4、 12)                           いずれの投与群においても全血 ChE活性阻害は認められなかった。ま



た、脳 ChE活 性阻害がみ られたが、20%以 下であ り、本試験において hi

ChE活性阻害を十分に判断す ることはできなかった。 (参 照 3)

(2)90日 間亜急性神経毒性試験 (ラ ッ ト)

SDラ ッ ト (一群雌雄各 10匹 )を 用いた混餌 (原 体 :0、 10、 50及 び

300 ppm)投 与による 90日 間亜急性神経毒性試験が実施 された。

全投与期間を通 じて、全投与群で全血及び脳 ChE活性阻害は認 められ

ず、投 与 9週 日の雌 において、海馬 ChE活性阻害 (19%)が 認め られた

が、投与終了時には認 め られなかった ことか ら、検体投与の影響 とは考 え

られなかつた。

本試験において、300 ppm投与群の雌雄で体重増加抑制、同投与群 の

雌で摂餌量減少が認 め られたので、無毒性量は雌雄 とも 50 ppm(雄 :30
mg/kg体 重/日 、雌 :35 mg/kg体 重/日 )であると考えられ た。神経毒性

は認め られなかった。 (参 照 3、 11)

(3)28日 間亜急性経皮毒性試験 (ラ ッ ト)

SDラ ッ ト (一 群雌雄各 10匹 )を 用いた経皮 (原 体 :0、 10、 20及 び

500 mg/kg体 重 /日 )投 与による 28日 間亜急性経皮毒性試験が実施 された。

本試験において、500 mg/kg体 重 /日 投 lJ群 のltL雄 で全血 ChE活 性阻 1lf

(20%以 上)が 認 められたので、無毒性量は雌雄 とも 20 mg/kg体 重/日 で

あると考えられた。 (参 照 3)

11.慢 性毒性試験及び発がん性試験

(1)1年 間慢性毒性試験 (イ ヌ )

ビーグル大 (一 群雌雄各 6匹 )を 用いた混餌 (原 体 :0、 10、 50及 び

250 ppm)投与による 1年 間慢性毒性試験が実施 された。

250 ppm投 与群の雌雄で脳 ChE活 性阻害 (20%以 上)が認 め られ た。

本試験において、50 ppm以 上投与群の雄で全血 ChE活性阻害 (20%

以上 )、 同群の雌雄で唾液分泌過乗」、呼吸困難、振戦、嘔吐、咳嗽及び沈

静化が認め られたので、無毒性量は雌雄 とも 10 ppm(雄 :037 mg/kg

体重/日 、雌 1037 mg/kg体 重 /日 )で あると考え られ た。 (参 照 3)

(2)2年 間慢性毒性/発 がん性併合試験 (ラ ッ ト)

SDラ ッ ト (一 群雌雄各 50匹 )を 用いた混餌 (原 体 :0、 10、 50及 び

250 ppm)投与による 2年間1曼 性毒性/発 がん性併合試験が実施 された。

本試験において、250 ppm投与群の雌雄で体重増加抑制並びに全血及

び脳 ChE活性阻害 (20%以 上 )、 50 ppm投 与群 の雄 で脳 ChE活性阻害

(20%以 上)が 認 められたので、無毒性量は雄で 10 ppm(045 mg/kg体

重/日 )、 雌で 50 ppm(29 mg/kg体 重/1)で あると考え られた。発がん

性は認 め られ なかつた。 (参 照 3、 11)

(3)22カ 月間発がん性試験 (マ ウス )

ICRマ ウス (~群 雌雄各 50 μL)を用 いた混餌 (原体 10、 10、 50及 び

500 ppm)投 与による 22カ 月間発がん1生試験が実施 され た。

本試験 において、500 ppm投 与群の 1唯 雄 で体重増加抑枷lが 認 め られた

ので、無 毒性量は雌雄 とも 50 ppm(雄 :7 mg/kg体 重/日 、雌 :9,3 mg/kg

体重/日 )であると考え られ た。発がん性は認 め られ なか つ́た。 (参 照 3、

11)

12.生 殖発生毒性試験

(1)2世 代繁殖試験 (ラ ッ ト)

SDラ ッ ト (一 群雌雄各 30匹 )を 用 いた混餌 (原 体 :0、 10、 50及 ひ

250 ppm)投 与による 2世 代繁殖試験か実施 された。

各投 与群 で認め られた毒性所兄は表 2に 示 されている。

本試験 において 親ヽ動物では 250 ppnl投 与群の雌雄で

`itt ChE活
性胤1

害 (20%以 上)等、児動物では 250 ppn、 投 与群で生存率低下等が認 め ら

れたことか ら、無毒性量は親動物及び児動物で 50 ppm(45 mg/kg体 重 /

日)で あると考え られた。繁殖能に対す る影響 は認 め られなかった。 (参

照 3、 11)

表 2 2世 代繁殖試験 (ラ ッ ト)で 認め られた毒性所見

投与群
親 :P、 児 :Fl 親 :Fl、 児 :F2

雄 」准 雄 雌

親

動

物

250 ppm 全血及び脳

ChE活 性 阻

害 (20%以

上 )

全血及び脳

ChE活 性 阻

害 (20%以

L)

・体重増加抑制 ・体重増加抑制

50"nl tt T 毒性所 見な し 毒性所見な し 毒性所 見な し 毒性所見な し

児

動

物

250 ppm 毒性所見なし 低体重

生存率低 下

50 pplll以 下 毒性所見な し

(2)発生毒性試験 (ラ ッ ト)

SDラ ッ ト (一 群雌 22匹 )の 妊娠 6～ 15日 に強制経 口 (原 体 :0、 1、 3

及び 5 mg/kg体 重 /日 、溶媒 :蒸 留水)投与 し、発生毒性試験が実施 され

た。

本試験において、母動物では 3 mg/kg体 重/日 以上投与群で体重増加 ll



制が認 め られ、胎児では投与に関連 した毒性所見が認 め られなかったので

無毒性量 は母動物で l mg/kg体 重 /日 、胎児で本試験の最高用 量 5 mg/kg

体重 /日 で あると考えられた。催奇形性 は認め られなか つた。(参 照 3、 11)

(3)発 生毒性試験 (ウ サギ )

NZWウ サギ (一 群雌 14～ 15匹 )の 妊娠 6～ 19日 に強制経 口 (原 体 :0、

5、 15及 び 30 mg/kg体重 /日 、溶媒不明)投与 し、発生毒性試験が実施 さ

れた。

母動物 では、30 mg/kg体 重 /日 投与群 で 1例 の死亡及びコリン作動性 中

毒症状 (虚 脱、縮瞳、過呼吸、筋肉振戦、多動性及び流涎 )が認 められた。

本試験 において、母動物では 15 mg/kg体重/日 以上投与群 で体重増加抑

制及び運 動失調が認め られ、胎児では投与に関連 した毒性所見が認 められ

なかつたので、無毒性量は母動物で 5 mg/kg体 重 /日 (胎児で本試験の最

高用量 30 mg/kg体 重 /日 であると考 え られた。催奇形性 は認 め られなか っ

た。 (参 照 3)

3.遺伝毒性試験

塩酸ホル メタネー ト (原 体)の細菌 を用いた復帰突然変異試験、ヒ トリ

ンパ球細胞 を用いた染色体異常試験、マ ウス リンパ腫細胞 を用いた遺伝子

突然変異試験 (マ ウス リンフォーマ TK試験 )、 マ ウスを用いた小核試験、

チャイニーズハムスター由来細胞 を用いた前進突然変異試験 (HGPRT試
験 )、 Hela細 胞を用いた UDS試験及びほ乳類精原細胞 を用いた染色体異

常試験が実施 された。結果 は表 3に 示 されているとお り、 ヒ トリンパ球

細胞 を用 いた染色体異常試験及びマ ウス リンフォーマ TK試 験で陽性 が

認 め られ た。細菌を用いた復帰突然変異試験及び HGPRT試 験が陰性 で

あることを考 えると、マ ウス リンフォーマ TK試験の陽性は、遺伝子突然

変異によるものではな く、染色体異常誘発性 によるもの と考 え られた。し

たがつて、カ ガrFο で認 め られた染色体異常誘発性が 222ガ的 において も

発現す るか否かが問題 となつたが、力 1/270で 同 じ指標 を検討す る小核試

験及び染 色体異常試験が非常に高用量 まで試験 された にもかかわ らず陰

性であったことか ら、塩酸ホル メタネー トには生体 にとつて問題 となる遺

伝毒性 はない ものと考え られた。 (参 照 3)

14.そ の他の試験

(1)親動物及び児動物の ChE活性阻害比較試験 (ラ ッ ト)

SDラ ッ トの規動物 (一 群雌雄各 5匹 )及 び生後 11日 の児動物 (一群

1唯雄各 5匹 )に 単回強制経 口 (原体 :0及 び 5 mg/kg体 重)投与 し、投

与 025、 05、 1、 4、 8及び 24時間後 における赤血球及び脳 ChE活性が

測定 された (最 大作用時間の確認 )。 また、SDラ ッ トの親動物 (一群雌

雄各 10匹 )及 び生後 11日 の児動物 (一 群雌雄各 10匹 )に 単回強制経 口

(原体 :0、 06、 115及 び 30mg/kg体 重)投与 し、投 与 05時間後にお

ける赤血球及び脳 ChE活性が測定された (用 量相関性の確認 )。

本試験において、児動物の雄では投与 15分後、 llEで は 30分 後に最 も

高い赤血球 ChE活性阻害が認 め られ、投与 8～ 24時 間後に赤血球 ChE活

性の回復が認 め られた。活性阻害の経時的変化及び回復時間は、親動物

でも同様 な傾向が認 め られた。また、親動物では投与 15分 後か ら 4時 間

後、児動物では投与 15分 後か ら 8時 間後にかけて脳 ChE活性阻害が認

められ、親動物 では 8時 間後の雄でわずかな回復、雌では明 らかな回復
:が

認め られ、児動物では投与 24時 間後に回復が認 め られた。

また、いずれの投与群 においても赤血球及び脳 ChE活性阻害 (20%以

上)が 認 め られたことか ら、本試験の無毒性量は親動物及び児動物で 0_6

mg/kg体 重未満 である と考え られた。 (参 照 3)

15

表 3 遺伝毒性試験結果概要 (原 体 )

試 験 対 象 処理濃度・投与量 結 果

tD r.tllo

復帰突然変異試験

細菌 (詳 細不明 ) 最高用量 3,330 μg/フ レート

(+/― S9)

最高用量 5,000 μg/フ
゜
レート

(+アーS9)

陰 性

染色体異常試験 ヒ トリンパ球細胞 60～ 140 μg/mL 陽 性

遺伝子

突然変異試験

(マ ウスリンフォーマTK ttt験

マ ウス リンパ腫細胞

(L5178Y)

40～ 890 μg/mL(+S9)
20～ 80 μg/mL(S9) 陽性

前進 突然変異試験

(HGPRT試験 )

チ ャイ ニー ズハ ム ス

ター由来細胞 (詳 細不

明 )

(詳 細不明)(+/― S9)

陰 性

UDS言式験 Hela細 月包 30～ 61,440 μg/mL 陰 性

小核試験 マウス (詳 細不明) 23～ 92 mg/kg 陰 性

染色体異常試験
ほ平L類 精原細胞

(詳 細不明 )

最高用量 10 mg/kg
陰 性

/S9:代 謝 活 性 イヒ系 存 在 下 及 び 非 存 在 ト



Ⅱ.食品健康影響評価

参照 に挙げた資料 を用いて農薬「塩酸ホルメタネー ト」の食品健康影響評

価を実施 した。
14cで 標識 した塩酸 ホル メタネー トのラッ トを用いた動物体内運命試り:

の結果 、いずれの投与群においても体内分布濃度は微量で、主要代謝経路は

メチルカルバマー ト部位のカロ水分解、ジメチルア ミノ部位の脱 メチル化等 に

よる D、 F及 び Hの 生成、加 えて各段階での抱合化であると考え られた。

排泄 は速やかで、投与後 24時 間で約 90%TARが 尿 中か ら排泄 された。

もも、レモン及びオ レンジを用いた植物体内運命試験 において、主要成分

として親 |ヒ 合物、B等が検出 された。

各種毒性試験結果か ら、塩酸ホル メタネー ト投与による影響は、主に Cll E

活性阻害であった。発 がん性、繁殖能 に対する影響、催奇形性及び生体に |

つて問題 となる遺伝毒性は認 められなかった。

各種試験結果か ら、農産物 中の暴露評価対象物質 を塩酸ホル メタネー l

(親 化合物のみ)と 設定 した。

各試 験 における無毒性量等は表 4に 示 されている。

各種 毒性試験の結果、塩酸ホル メタネー トのエン ドポイン トは、ChE ll

性阻害であると考えられ た。一方、本剤 はカーバメー ト系化合物であること

か ら、ChE活性阻害は可逆的であ り、また、動物体内運命試験の結果 か ら、

排泄 は速やかで、体内への蓄積性は認 められなかつた。そのため、食 品を通

じた長期間の暴露による食品健康影響 について、ChE活性 を一時的 に阻早I

す る単回暴露の反復によ り評価す ることも可能であると考え られ、強制単 F]

経 口投与による急性神経毒性 i・t験 及び ChE活性阻害比較試験、並びに反復

投与毒性試験により評価することが妥当と判断 した。

ラ ッ トを用いた ChE活性阻害比較試験において、最低用量 (06 mg/kg
体重 )で ChE活性阻害が認められ、無毒性量は設定できなかった。しか しン、

より低い用量で実施 された急性神経毒性試験において、無毒性量が得 られた

ことか ら、強制単回経 口投与によるラッ トの ChE活性阻害に対す る無青性

量は、01mg/kg体 重であると考え られた。また、反復投与毒性試験 にお け

る ChE活性阻害に対す る最小の無毒性量はイヌを用いた 1年 間1曼 性毒性 静く

験の 0 37 1ng/kg体 重 /日 であつた c

以上 よ り、食品安全委員会は、ChE活性阻害に対す る無毒性量の最小値

が急性神経毒性試験の 01mg/kg体 重であった ことか ら、これを一 日摂取許

容量 (ADI)の 根拠 とした。安全係数 については、塩酸ホル メタネー トの

ChE活 性阻害が可逆的であ り、阻害の程度に投与期間の影響は認め られ な

かった ことか ら、短期試験であることによる追加係数は不要 と考え られたこ

したがつて、01 mg/kg体 重 を安全係数 100で除 した 0001 mg/kg体 重ノロ

を ADIと 設定 した。

ADI
(ADI設 定根拠資料 )

(動 物種 )

(投 与方法 )

(無 毒性量 )

(安 全係数 )

0 001 1ngノ kg体 重/日

急性 卜1経 毒性試験

ラッ ト

単 L・
ll強 制経 口

01mg/kg,本 重

100

暴露量 については、当評価結果 を踏まえて暫定基準値の見直 しを行 う際 に

I編忍す ることとす る。



表 4 各試験 における無毒性量の比較

動物種 試 験
投与量

mg/kg体 重 /日

無毒性量 (■1貫 /k賢 体重/日 )1)

欧 州 米 国 食品安全委員会

ラ ッ ト 急性神経

毒性試験

雌 雄 :

0、  01、  1、  10
mg/kg体 重

雌雄 101

雌雄 :脳及び全血

ACil E活 性阻害

雌雄 :01

雌雄 :脳 、全血及び血

漿 ChE活性阻害

雌 雄 :01

雌雄 :脳 及 び全血

ChE活性阻害

(20%以 上)

90日 間

亜急性

神経毒性

試験

10、 50、 300
pp m

0、 (注 :投 与量不明 )

雌雄 ,30

雌雄 :体 重増加折1

市J

雄 :30
雌 :35

雌雄 :体重増加抑制等

雄 :30
雌 :35

雌雄 :体重増加抑市」

等

(神 経毒性 は認 め

られない )

雄 :

0、 06
184
雌 :

0、 07
209

35

2年 間

慢 '性 毒性

/発 がん性

併合試験

0、  10、 50、 250

-―― ― 一
pp■

雄 :

0、  045、  23、

12

雌 :

0、  058、  29、

15

(注 :Ft与 量不明 )

雄 :23
雌 :29

雌雄 :全 血、血漿

及び脳 AChE活
性旧害、体重増

カロll「 市」

(一 般毒性 )

雄 :23
雌 :29

雌雄 :体重増加抑制

(ChE活性阻害 )

雌雄 :一

雌雄 :脳 ChE活 性阻

害 (10%以上 )

(発 がん性 は認 め ら

れない)

045
29

:脳 ChE ttl■ 阻

害 (20%以 上 )

:体重増加抑制、

脳及び全血 ChE
活性阻害 (20%以
上)

(発 がん性 は認 め

られない)

雄

雌

雌

2世 代

繁殖試験

50、 250

ppm
0、 (注 :投 与量不明 )

親動物及び児動物

雌雄 :45

親動物

雌雄 :AChE活性

阻害、体重増カロ

抑市」

児動物

雌雄 :生 存率低下、

低体重

(繁殖能に対する

影響は認められな

い )

親動物及び児動物

雌雄 :45

親動物

雌雄 :全 血 ChE活性

FD■ 害 (20%以 上)、

体重増加拍1制

児動物

雌雄 :生 存率低下、

体重

(繁 殖能 に対す る

響は認められない )

低

影

親動物及び児動物

雌雄 :45

親動物

雌雄 :全血 chE活
性 阻害 (20%以
上 )、 体重増加抑

市」

児動物

雌雄 :生存率低下、

低体重

(繁 殖能 に対す る

影響 は認 め られ な

い)

親 IIll物 及 び児

動物の雌雄 :

0、 09、 45、

228

動物種 試 験
投与量

img/kg体 重 /日

無毒性量(mg/kg体重/日 )1)

欧 州 米 国 食品安全委員会

発生毒性

試験

0、  1、  3、  5 (注 :投 与量不明 )

母動物 :1

月合ル見 : 5

母動物 :体 重増カロ

抑制 、摂餌量減

少

胎児 :毒 性所見な

し

(催 奇形性は認 め

られない)

母動物 :

胎児 :5

母動物 :体重増カロ抑制

胎児 :毒性所見なし

(催 奇 形性 は認 め ら

れない )

母動物 :1

胎児 :5

母動物 :体 重増加抑

市」

胎児 :毒性所見なし

(催 奇形性 は認 め

られない)

(そ の他

の試験 )

親動物及

び児動物

の ChE活
性阻害比

較試験

0、 5(最大作

用時間の確認 )

0、 06、  15、

30(用 量相関

性の確認 )

/

児動 物 :0065(ベ ン

チ マ ー ク ドー ズ 法 に

よ り算 出 )

親動物 及び児動物 :

赤 血 球 及 び 脳

AChE活 性 阻 害

(20%以 上 )

全 動 物

規動物及び児動物 :

赤 血 球 及 び 脳

ChE活 性 阻 害

(20%以 上 )

マ ウス 22カ 月間

発 がん性

試 験

0、  10、 50、 500

pp m

雄 :0、 14、 7、

70

雌 :0、 19、 98、

98

(注 :投 与量不明 )

雄 :70
雌 :93

雌雄 :体 重増加抑

市」

雌 :低体重

雄 :7

雌 :93

雌雄 :体重増カロ抑制

(発 がん性 は認 め ら

れない )

雄 :7

雌 :93

雌雄 :体重増加抑制

(発 がん性 は認 め

られない)

ウサギ 発 生毒性

試験

0、  5、  15、  30 (詳 細 の 記 載 な

し)

母動物 :5

月台ル■ i 30

母動物 :体重増加抑制

及び運動失調

胎児 :毒性所見なし

(催 奇 形性 は認 め ら

れない )

母動物 :5

胎児 :30

母動物 :体重増加抑

制及び運動失調

胎児 :毒性所見な し

(催 奇形性 は認 め

られない)

イ ヌ 1年 間

慢 ′畦毒性

試 験

0、  10、  50、 250

pp m

(注 :投 与量不明 )

雌雄 :04

雌雄 :血 漿及び全

血 AChE活 性阻

害

雌雄 1037

雄 :呼吸困難、振戦、

嘔吐、血漿 ChE活
性阻害 (20%以 上 )

等

雌 :呼 吸困難、振戦、

嘔吐

雄 1 037

雌 : 037

雌雄 :呼 吸困難、振

戦、嘔吐等

雄 :全血 ChE活性

阻害 (20%以 上)

雄 1 0、  037
1174、  845
雌 :0、 037
178、  920



動物種 試 験
投与量

mg/kg体 重 /日 )

無毒性量(mg/kЯ 体重 /日 )1)

欧 州 米 国 食品安全委員会

ADI(cRfD)
NOAEL:04
UF:100
ADI:0004

NOAEL1 0 065
UF:loo
cRfEl:000065

NOAELiO l
SF: 100
ADI:0 0ol

急性神経青 吐Fl(験ADI(cRfD)設 定根拠資料

イ ヌ 1年 間 慢 性

毒性 試 験 の 血 漿

及 び 全 血 AChE
活性阻害

親動物及 び児動物の

ChE活 性 阻害比較試

験

ADI:一 日投 取 許 容 量  cRfD:慢 性 参 照 用 量  NOA I′ η

<別紙 1:代 謝物/分 解物略称 >

UF:不確実係数
― :無 毒性量は設定できなかった。
1)無 毒性量の欄には最小毒性量で認めらね′た主な毒性所見を記 した。
2)欧州の資料 には投与量設定の記載がなかった。

記 号 旧各称 (ヒ 学名

B SN 35902 3'formaminopirenyl rnethyl'carb amat,e

C SN 35867 3" dimethylaminomethylene -iminophenol hydrochloride

D
SN 35874

SN 38075
3'hydroxyform ani lidc

E 3'aminuphcnyl', ;rrbama[,

F 3-aminophenol

G 3- aminophenyl nrethylcarlr amate

11 3'acetamidoph enol

I 3-dimethyl aminomethylc rr c'aminop henol



<印1紙 2:検査値等略称 >
略 T//f 名 称

AChE アセチル コリンエステラーゼ

有効成分量

ChR コリンエステラーゼ

HGPRT ヒポキサンチンーグアニンホスホリボシル トランスフェラーゼ

LC60 半数致死濃度

[,Dso 半数致死量

TAR 総投与 (処理)放射能

TRR 総残留放射能

UDS 不定期 DNA合成

<参 照 >
1 食品、添加物等の規格基準 (昭 和 34年厚生省告示第 370号 )の 一部を改正す る

件 (平 成 17年 11月 29日 付、i厚 生労働省告示第 499号 )

2  US EPA:Formetanete Hydrochloride lIED Revised Chenlistry Chapter Ofthe

RED:Summary of Analytical Chemistry and Residue Data(2003)

3 US EPA: Fbrmetattete HydrOch10ride December 2005 Revislon of the

Toxicology chapter fOr the Registration Eligibility Document(2005)

4 US EPA : EFED Science Chapter fOr the FOrmotanate Hydrochloride

Reregistration Eligibility Documont

5 食品健康影響評価 について

(URL:http://w"wお c gojp/hyouka/hy/hy‐ uke・ fOrmetanate・ 200325 pdf)

6 第 231回 食品安全委員会        '
(URL:http://www fsc goip/iinkai/1‐ dai23 1/index html)

7 第 30回農薬専門調査会総合評価第一部会
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